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研究要旨 

 喫煙とがん、循環器疾患、糖尿病、出産との関連、受動喫煙と肺がんとの関連について国内の科学的証拠を

検討した結果、9 つの部位のがん（肺、口腔・咽頭、喉頭、胃、食道、肝、膵、膀胱、子宮頸部）、虚血性心疾患

および脳卒中、糖尿病について、科学的証拠は、喫煙との因果関係を推定するのに十分であると判定された。

妊婦の喫煙については、子宮内胎児発育遅延および出生体重の減少との因果関係が認められると考えられ

た。無煙たばこについても発がんとの因果関係を推定するのに十分であると考えられた。電子たばこについて

は、疫学的な健康影響評価はできないものの、含まれる成分により健康影響の懸念があることがわかった。家庭

内の受動喫煙曝露による肺がんリスクの増加について、国内の 9つの疫学研究（コホート研究 4つおよびケース

コントロール研究 5つ）の統合相対リスクは 1.28 (95%信頼区間: 1.10-1.48)であった。先行研究および本報告書

で報告した相対リスク、過去の曝露割合、2014 年人口動態統計死亡数のデータから受動喫煙起因死亡数求め

た結果、年間約 1万 5千人が受動喫煙で死亡していると推計された（肺がん 2480人、虚血性心疾患 4,460人、

脳卒中 8,010人）。たばこ産業の経済分析を行った結果、たばこ販売の約 3 分の 2 をコンビニエンスストアが占

めており、たばこがコンビニエンスストアの売上の約 4分の 1を占めていた。また、日本たばこ産業の海外のたば

こ事業の売上高、利益はいずれも国内たばこ事業の約 2 倍の規模となっていた。受動喫煙防止法制化の飲食

店の売上への影響を、国外研究のメタアナリシスおよび神奈川県の税収データを用いて検討した結果、法制化

による経済影響は認められなかった。たばこの成分分析については、同銘柄であっても化学物質量は経年的に

変化しており、外箱表示と実態との乖離があることから、継続的な分析の必要性があることがわかった。たばこ対

策について、日本での実施が遅れているメディアキャンペーンについてその効果と現状分析をした結果、効果

的なメディアキャンペーン若年者の喫煙開始を 20-40%減少させる効果があり、日本ではテレビ CM等を用いた

大規模なメディアキャンペーンは全くと言っていいほど実施されていなかった。わが国における喫煙の疾病負荷

は依然として大きく、包括的なたばこ対策を進めるとともに、受動喫煙防止の法制化など、優先順位を設定した

アプローチが必要である。 
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A. 研究目的 

 たばこの健康影響および経済影響は、国際的には

国際がん研究機関などによって包括的な評価とそれ

に基づく施策が進められている。わが国では 2002年

に「喫煙と健康問題に関する検討会」報告書が、

2004年にTobacco Free*Japanが出されて以来、包括

的な評価は実施されていない。わが国においても、

たばこの健康影響および経済影響を包括的に評価

し、それに基づくたばこ対策全体の方向性を明らか

にする必要がある。そこで本研究は、たばこの生産・

販売・消費が健康と経済に及ぼす影響、およびたば

こ対策の効果および現状について、国内外の科学

的知見を収集、分析、評価することを目的とした。 

 

B. 研究方法 

【喫煙の健康影響】 

 国際的にたばことの因果関係がこれまで検討され

ている以下の疾患について、国内の疫学的証拠を

収集し、喫煙との因果関係の検討を行った。 

・がん（肺、頭頚部、食道、胃、大腸、肝、膵、尿路系、

乳腺、子宮頚部、子宮内膜、卵巣、前立腺、急性

骨髄性白血病） 

・循環器疾患（虚血性心疾患、脳卒中） 

・糖尿病 

・妊娠・出産（胎内発育、出生時体重） 

国内の文献が十分に参照可能な疾患については、

因果関係の判定を以下の 4つのレベルで行った。 

・科学的証拠は、因果関係を推定するのに十分であ

る（レベル 1） 

・科学的証拠は、因果関係を示唆しているが十分で

はない（レベル 2） 

・科学的証拠は、因果関係の有無を推定するのに不

十分である（レベル 3） 

・科学的証拠は、因果関係がないことを示唆している

（レベル 4） 

無煙たばこおよび電子たばこについても同様に検討

を行った。 

 受動喫煙については、肺がんとの関連について国

内の疫学研究のシステマティック・レビューおよびメタ

アナリシスを行い、国際的に受動喫煙との因果関係

が確立している虚血性心疾患、脳卒中と合わせて受

動喫煙起因死亡数の推計を行った。 

【たばこの経済分析】 

 たばこの経済分析として、以下の 3 点について検

討を行った。 

・たばこ産業の経済活動の分析 

・受動喫煙防止法制化の飲食店への影響の検討 

・喫煙の経済損失の推計方法および禁煙治療の費

用対効果の評価方法の検討 

【たばこ対策】 

 たばこ対策の効果および現状分析として、以下の 3

点について検討を行った。 

・受動喫煙防止法制化の飲食店への影響の検討

（同上） 

・たばこ製品の成分分析 

・メディアキャンペーンの効果および現状分析 

 

C. 研究結果 

【喫煙の健康影響】 

 9つの部位のがん（肺、口腔・咽頭、喉頭、胃、食道、

肝、膵、膀胱、子宮頸部）、虚血性心疾患および脳

卒中、糖尿病について、科学的証拠は、喫煙との因

果関係を推定するのに十分である（レベル 1）と判定

された。また、7 つの部位のがん（大腸、腎盂・尿管、

腎、乳腺、子宮内膜（ただしリスク低下）、前立腺死

亡、急性骨髄性白血病）において、科学的証拠は因

果関係を示唆しているが十分ではない（レベル 2）と

判定された。科学的証拠は因果関係の有無を推定

するのに不十分である（レベル 3）との判定に至った

ものは前立腺罹患および卵巣であった。 

 妊婦の喫煙については、子宮内胎児発育遅延お

よび出生体重の減少との因果関係が認められると考

えられた。無煙たばこについても発がんとの因果関

係を推定するのに十分であると考えられた。電子た

ばこについては、市場で流通し始めてからの期間が

短いため疫学的な健康影響評価はできないものの、



 
 

3 
 

含まれる成分により健康影響の懸念があることがわ

かった。 

 家庭内の受動喫煙曝露による肺がんリスクの増加

について、国内の 9つの疫学研究（コホート研究 4つ

およびケースコントロール研究 5 つ）の統合相対リス

クは 1.28 (95%信頼区間: 1.10-1.48)であった。先行

研究および本報告書で報告した相対リスク、過去の

曝露割合、2014 年人口動態統計死亡数のデータか

ら受動喫煙起因死亡数求めた結果、年間約 1 万 5

千人が受動喫煙で死亡していると推計された（肺が

ん 2480 人、虚血性心疾患 4,460 人、脳卒中 8,010

人）。 

【たばこの経済分析】 

 たばこ産業の経済活動について、たばこ販売チャ

ネルの主役は、たばこ販売専業店が設置する自動

販売機からコンビニエンスストアへ交代しており、自

動販売機の深夜稼働自主規制および成人識別 IC

カード（taspo）の導入がこの変化を加速させていた。

現在では、たばこ販売の約 3分の 2はコンビニエンス

ストアが担っており、コンビニエンスストアにとっても、

たばこは全体売上の約 4 分の 1 を占める商材となっ

ていた。世界のたばこ市場では、日本たばこ産業株

式会社（JT）は、1999年の RJRインターナショナルの

買収、2007 年のギャラハー買収を成功させ、世界第

3 位の地位を確立し、現在では、海外のたばこ事業

の売上高、利益はいずれも国内たばこ事業の約 2倍

の規模となっていた。 

 受動喫煙防止法制化の飲食店への影響について、

2009年の IARCがん予防ハンドブック第 13巻「屋内

施設の全面禁煙化の評価」以後に報告された屋内

の禁煙化と経済影響に関する論文を追加して再評

価を行った。経済指標（営業収入・課税額、雇用者

数、店舗数）についてサービス業全般（レストラン、バ

ーなどを含む）、レストラン、バー・居酒屋、宿泊業な

どの業種別に検討した結果、全面禁煙化によるマイ

ナスの経済影響は認められなかった。 

神奈川県と周辺 5 県の飲食店業の個人事業税対象

所得金額を用いて、2010 年に施行された「神奈川県

公共的施設における受動喫煙防止条例（神奈川県

条例）」による経済影響を評価したところ、2008 年 9

月のリーマンショックの影響が 2011年まで続いたこと

が分かった。全国的な経済不況を考慮して分析した

結果、神奈川県条例のマイナスの経済影響が認めら

れなかった。 

 喫煙の経済損失の推計方法については、通常の

質問票では評価が難しい離席による仕事効率低下

について、他領域での調査および少人数でのパイロ

ッ ト調査の結果から 、調査表としては Work 

Productivity Impairment Questionnaire (WPAI)が最

適であると判断された。 

 禁煙治療の費用対効果の評価方法として、離散イ

ベントシミュレーションモデルに基づく禁煙の経済評

価モデルを米国の研究をもとに開発し、疾患にかか

るタイミングを任意に設定できることに加え、一度禁

煙に失敗した喫煙者が再度禁煙にチャレンジするこ

とや、複数回の禁煙試行を通した累積的な禁煙期間

の考慮を可能とした。 

【たばこ対策】 

 たばこの成分分析については、同銘柄であっても

化学物質量は経年的に変化していた。また、国際標

準 化 機 構 （ International Organization for 

Standardization; ISO）の規格に基づく測定結果と、

喫煙者の実際の喫煙行動に近いヘルス・カナダ・イ

ンテンス（Health Canada Intense; HCI）法の測定結果

が異なることがわかった。多くの場合、後者の方がた

ばこ煙に含まれる有害物質の測定値が高かった。 

 たばこ対策について、日本での実施が遅れている

メディアキャンペーンについてその効果と現状分析

をした結果、メディアキャンペーンの効果は、特に若

年者の喫煙開始を防止する効果が大きく、喫煙開始

を 20-40%減少させる効果があった。また、喫煙率を

減らすには、強力な反たばこメッセージを画像を使っ

て高頻度に継続して伝えることが有効であった。日

本ではテレビ CM等により広く住民に情報を伝えるメ

ディアキャンペーンは全くと言っていいほど実施され

てきていなかった。世界保健機関（WHO）のたばこ
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政策パッケージである MPOWER によると、日本のメ

ディアキャンペーンの評価は「最低レベル」であっ

た。 

 

D. 考察 

 がん、循環器疾患、糖尿病、出産など、喫煙により

多くの健康影響がわが国において生じていることが

明らかになった。能動喫煙では年間 12 万～13 万人

が死亡していると推計されているが、受動喫煙でもそ

の 10分の 1以上の死亡が引き起こされていることが

明らかになった。一方、日本のたばこ産業が国内の

流通販売ルートの変更や事業の国際化により成長を

続けていることが明らかになった。受動喫煙防止の

法制化により飲食店などのサービス業の経済活動が

阻害されるとの指摘がなされるが、国際的にも、国内

の例でもその傾向は見られなかった。たばこに含ま

れるの有害物質は、実際の喫煙行動を反映した測

定方法によると外箱表示の値よりも大きかった。また、

同銘柄でも測定値の変動があることから、たばこ産業

とは独立して継続的なモニタリングをしていく必要が

あることが示唆された。 

 日本のたばこ対策として、受動喫煙防止の法制化

とメディアキャンペーンはともに国際的な評価が低い。

たばこ製品の警告表示についても、実質的に喫煙防

止効果がある形ではされておらず、受動喫煙に関す

る文言もない。国際的評価が比較的高い禁煙治療

の分野では、ニコチン依存症管理料の若年喫煙者

への拡大が実現される見込みである。今後のたばこ

対策の方向性として、WHO の MPOWER に沿った

包括的な対策を進めるとともに、受動喫煙防止の法

制化など、優先順位を設定したアプローチが必要で

ある。 

 

E. 結論 

 わが国における喫煙の疾病負荷は依然として大き

い。包括的なたばこ対策を進めるとともに、受動喫煙

防止の法制化など、優先順位を設定したアプローチ

が必要である。 
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受動喫煙と肺がんについての包括的評価および受動喫煙起因死亡数の推計 
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  若井 建志  名古屋大学大学院医学系研究科予防医学 教授 

A. 研究目的 

喫煙者の夫を持つ非喫煙女性で肺がん死亡リスク

が増加することが 1981年に平山により世界で初めて

報告された[1]。以降、疫学研究の結果が蓄積され

2007年の Taylorらによる報告まで合計 21のメタアナ

リシスが実施され、ほとんどが 1.2-1.3の統合相対リス

クを報告している[2]。受動喫煙防止対策は、日本も

批准したたばこ規制枠組条約（FCTC）の第 8 条で規

定されているが、FCTC 批准国の履行状況では、日

本の受動喫煙防止対策は最も低いレベルの評価と

なっている。日本における受動喫煙による健康被害

の科学的根拠として、国内の疫学研究の包括的評

研究要旨 

日本における受動喫煙による健康被害の科学的根拠として、国内の疫学研究の包括的評価が必要であるこ

とから、日本人非喫煙者における受動喫煙と肺がんとの関連について、システマティック・レビューおよびメタア

ナリシスを実施した。コホート研究とケースコントロール研究を研究デザインとする疫学研究についてMEDLINE 

(PubMed)および医中誌を中心にシステマティック・レビューを実施した。426 論文が研究対象から表題と抄録に

よる絞り込みにより 21論文が特定され、本文の精査により 1984年から 2013年までに出版された 9論文(4つの

コホート研究および 5 つのケースコントロール研究)がメタアナリシスの対象となった。男女を含めた家庭での受

動喫煙曝露による肺がんの統合相対リスクは 1.28 (95%信頼区間: 1.10-1.48)であった。本研究により得られた

統合相対リスクは日本人を対象集団に含めた先行研究の結果と同等の値であった。研究デザイン、出版年、交

絡因子の考慮ごとに層別化した解析においても同様の関連が観察された。本研究により、日本人非喫煙者に

おける受動喫煙の曝露は肺がんを統計学的に有意に増加させることが明らかになった。 

受動喫煙との因果関係が国際的に明らかな肺がん、虚血性心疾患、および脳卒中について、先行研究およ

び本報告書で報告されている相対リスクおよび過去の曝露割合のデータから、受動喫煙の人口寄与危険割合

を求めた結果、男性の家庭での曝露 1%未満、男性の職場での曝露 1～4%、女性の家庭での曝露 5～6%、女

性の職場での曝露 3～4%であった。これらの人口寄与危険割合を 2014 年人口動態統計死亡数に乗じた結

果、受動喫煙起因年間死亡数は約 1万 5千人と推計された（肺がん 2480人、虚血性心疾患 4,460人、脳卒中

8,010人）。SIDSの受動喫煙起因年間死亡数（男女計）は約 70人であった。本研究により、受動喫煙が日本に

おいて大きな疾病負荷となっていることが明らかになった。受動喫煙防止の法制化を含めた早急な対策が求め

られる。 
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価が必要である。本研究では、日本人非喫煙者にお

ける受動喫煙と肺がんとの関連について、システマ

ティック・レビューおよびメタアナリシスを実施すること

を目的とした。 

 受動喫煙による年間起因死亡数は、2010 年に肺

がん、虚血性心疾患、および乳幼児突然死症候群

（SIDS）について推計されている[3]。その後 2014 年

の米国公衆衛生総監報告書で、脳卒中が受動喫煙

と因果関係のある疾患に加えられた[4]。そこで本研

究は、肺がん、虚血性心疾患、および脳卒中につい

て、日本の受動喫煙起因死亡数を推計することを目

的とした。SIDS についても最新の死亡数のデータに

更新する形で推計した。 

 

B. 研究方法 

【受動喫煙と肺がんのシステマティック・レビュー】 

コホート研究とケースコントロール研究を研究デザ

インとする疫学研究について MEDLINE (PubMed)

および医中誌を中心にシステマティック・レビューを

実施した。“passive smoke”“Japan”や「受動喫煙」な

どを検索語として用い、2015年 7月 31日までに出版

された科学論文の表題と抄録の内容を参照し、曝露

が受動喫煙でありアウトカムが肺がんの罹患や死亡

に該当する論文を 2 名が独立してそれぞれ絞り込ん

だ。それぞれの論文本文を入手し、レビュー論文や

対象集団が同じなど同じ研究に関する複数の論文

などを除いた後、それぞれの論文から対象者数、性、

年齢、追跡期間、追跡率、対照例の定義、相対危険

(相対リスク・オッズ比・95％信頼区間)、交絡因子調

整の有無などの情報を 2名が独立してそれぞれ抽出

した。それぞれの論文が相対危険を統合するのに十

分な情報を含んでいるか検討し、一部の論文につい

ては著者に問い合わせを行った。最後にメタアナリシ

スによる相対危険の統合を行った。 

【受動喫煙起因死亡の推計】 

対象疾患： 対象疾患は、受動喫煙との因果関係が

確立されている疾患である[4]、肺がん、虚血性心疾

患、脳卒中、および SIDS とした。 

人口寄与危険割合： 対象集団全体における受動

喫煙の人口寄与危険割合は、先行研究と同様に[3]、

能動喫煙と受動喫煙を組み合わせた方法[5]で算出

した。 

能動喫煙の人口寄与危険割合を、次式で求めた。 

 
)1(1

1
1




aa
a RRP

PAF   (1) 

ここで、PAFa: 能動喫煙人口寄与危険割合、Pa: 能

動喫煙曝露割合、RRa: 能動喫煙相対リスクである。 

同様に、非喫煙者における受動喫煙の人口寄与危

険割合を次式で求めた。 

 
)1(1

1
1

,,
, 


nspnsp

nsp RRP
PAF  (2) 

ここで、PAFp、ns: 非喫煙者における受動喫煙人口寄

与危険割合、Pp、ns: 非喫煙者における受動喫煙曝

露割合、RRp、ns: 非喫煙者における受動喫煙相対リ

スクである。 

能動喫煙人口寄与危険割合と、非喫煙者における

受動喫煙人口寄与危険割合とを組み合わせて、対

象集団全体における受動喫煙人口寄与危険割合を

次式で求めた。 

 )1()1(, aanspp PPAFPAFPAF    (3) 

ここで、PAFp: 対象集団全体における受動喫煙人口

寄与危険割合である。本研究では、先行研究と同じ

く[3]、受動喫煙の異なる曝露源（例：職場と家庭，父

親と母親）については互いに独立であることを仮定し

て個別に人口寄与危険割合を算出した。能動喫煙

については、曝露割合および相対リスクのいずれも、

現在喫煙のみの値を用いた。 

データソース： 家庭または職場での受動喫煙の曝

露割合については、日本の先行研究[3]と同じ 2001

～2008 年のデータを用いた。具体的には、受動喫

煙の曝露割合は「未成年者の喫煙実態状況に関す

る調査研究」2004 年度総括報告書の訪問面接調査

の結果[6]、新生児の父母からの受動喫煙曝露割合

は 2001年 21世紀出生児縦断調査第 1回の質問票

調査の結果を用いた[7]。能動喫煙の曝露割合につ

いては、1999～2008 年の国民健康・栄養調査（2002

年までは国民栄養調査）における 10 年間平均の成
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人喫煙率（男性 42.8%、女性 10.7%）を用いた。危険

因子曝露と疾患との間の年数（ラグタイム）は、人口

寄与危険割合に関する先行研究の多くが 10～20年

を仮定している[8, 9]。本研究では死亡データとして

入手可能な最新年である 2014 年を使用したため、

約 10年のラグタイムを仮定していることになる。 

 受動喫煙の相対リスクについては、先行研究から

以下の優先順で抽出した。 

 ①国内のメタアナリシスの値 

 ②米国公衆衛生総監の報告書（最新のもの優先）

で算出されている値 

 ③米国公衆衛生総監報告書で引用されているメタ

アナリシスの値 

採用した値と情報源は以下の通りである。 

家庭での受動喫煙 

 肺がん 1.28（95%信頼区間 1.10-1.48） 本報告書

のメタアナリシスの値（①） 

 虚血性心疾患 1.23（95%信頼区間 1.14-1.33） 

BMJ 315: 973-80, 1997（③） 

 脳卒中 1.25（95%信頼区間 1.12-1.38）J. Public 

Health 33: 496-502, 2011（③） 

 SIDS 父親の喫煙 1.90（95%信頼区間 1.01-2.80）

Surgeon General Report, 2006（②） 

    産後母親の喫煙 1.94 （ 95%信頼区間

1.55-2.43）Thorax 52: 1003-9, 1997（③） 

職場での受動喫煙 

 肺がん 男性 1.12（95%信頼区間 0.86-1.50） 

Surgeon General Report, 2006（②） 

     女性 1.22 （ 95%信頼区間 1.10-1.35 ） 

Surgeon General Report, 2006（②） 

 虚血性心疾患 1.35（95%信頼区間 1.09-1.67） J 

Am Coll Cardiol 31: 1-9, 1998（③） 

 脳卒中 （家庭と同じ） 

 能動喫煙の相対リスクについては、肺がんおよび

日本人を対象とした男女別のメタアナリシスに基づい

て肺がん男性 4.39、女性 2.79[10]、虚血性心疾患男

性 2.49、女性 3.35（本報告書）[11]、脳卒中男性 1.31、

女性 1.70（本報告書）[11]とした。 

受動喫煙起因死亡数： 対象集団は日本人全体とし

た。受動喫煙の人口寄与危険割合に 2014年人口動

態統計死亡数[12]を乗じて、受動喫煙起因年間死

亡数を推計した。疾患別の国際疾病分類第 10 版コ

ードの定義は、肺がん: C33-C34、虚血性心疾患: 

I20-I25、脳卒中 I60-I69、および SIDS: R95 とした。 

（倫理面での配慮） 

 本研究では、科学研究論文として出版され、かつ、

一般に入手可能な情報のみを取り扱う。また、国立

がん研究センターの倫理審査委員会により承認済み

である（2015年 7月 24日； 2015-107）。 

 

C. 研究結果 

【受動喫煙と肺がんのシステマティック・レビュー】 

MEDLINE (PubMed)および医中誌などによる検

索の結果、426 論文が研究対象となった。表題と抄

録による絞り込みにより、21 論文が特定された。これ

らの論文について本文を精査し、1984 年から 2013

年までに出版された 9 論文(4 つのコホート研究およ

び 5 つのケースコントロール研究)がメタアナリシスの

対象となった(図１、表 1、2)[13-21]。 

4つのコホート研究のうち 2つが死亡診断書による

肺がんの死亡をアウトカムに、2つが地域がん登録に

よる肺がんの罹患をアウトカムにしていた。すべての

コホート研究において受動喫煙は自記式質問紙か

面談によって評価されていた。5 つのケースコントロ

ール研究のうち 1つが死亡診断書による肺がんの死

亡を、1 つが地域がん登録による肺がんの罹患を、3

つが院内がん登録による肺がんの罹患をアウトカム

にしていた。男女を含めた統合相対リスクは 1.28 

(95%信頼区間: 1.10-1.48)であった(図 2)。 

【受動喫煙起因死亡の推計】 

 表 3に、本研究で用いた非喫煙者における受動喫

煙曝露割合、非喫煙者における受動喫煙および相

対リスク、対象集団全体における人口寄与危険割合

の推計結果を示す。男性における家庭での受動喫

煙の人口寄与危険割合は、肺がん、虚血性心疾患、

脳卒中いずれも 1%未満であった。一方、男性の職

場での受動喫煙の人口寄与危険割合は、肺がんで

1%未満と小さかったが、虚血性心疾患および脳卒
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中では 3～4%であった。女性における家庭での受動

喫煙の人口寄与危険割合は、肺がん、虚血性心疾

患、脳卒中いずれも 5～6%であった。女性の職場で

の受動喫煙の人口寄与危険割合は、肺がんで 3%、

虚血性心疾患および脳卒中で 3～4%であった。 

 これらの人口寄与危険割合を 2014 年人口動態統

計死亡数に乗じた結果、受動喫煙起因年間死亡数

は約 1万 5千人と推計された（肺がん 2480人、虚血

性心疾患 4,460人、脳卒中 8,010 人； 10 人未満四

捨五入）。SIDS の受動喫煙起因年間死亡数（男女

計）は約 70人であった。 

 

D. 考察 

【受動喫煙と肺がんのシステマティック・レビュー】 

本研究により得られた統合相対リスクは 1.28 (95%

信頼区間: 1.10-1.48)であり、日本人を対象集団に含

めた先行研究の結果と同等の値であった[2, 22, 23]。

本研究では 2007年の Taylor らによる報告[2]以降に

発表された研究も含めて評価しており、日本人を対

象にした受動喫煙と肺がんについての関連を示す

最新のメタアナリシスといえる。研究デザイン、出版

年、交絡因子の考慮ごとに層別化した解析において

もこの関連は観察された。メタアナリシスに含められ

た 9つの論文のうち、5論文は 1984-1990年の間に、

4 論文は 2001-2013 年に出版されており年代によっ

て喫煙率や喫煙環境の違いから受動喫煙と肺がん

の関連に影響している可能性がある。 

 対象となった研究では受動喫煙への曝露は自記

式質問紙か面談によって評価されていた。これによ

って喫煙者が非喫煙者として誤分類されバイアスに

なっている可能性がある。しかし、自己申告によるご

分類の影響は結果に大きな影響を与えないことが国

際的なシステマティック・レビューにより確認されてい

る[24]。 

【受動喫煙起因死亡の推計】 

 本研究で推計されたわが国の受動喫煙起因死亡

数を先行研究[3]と比較すると、肺がんと虚血性心疾

患についてはほぼ同じであった（先行研究： 肺がん

2,120 人、虚血性心疾患 4,680 人； 本研究肺がん

2,480 人、虚血性心疾患 4,460 人； 10 人未満四捨

五入）。先行研究では受動喫煙による肺がんの相対

リスクの値として海外の研究を含むメタアナリシスの

結果を用いていたが、本研究では日本人のみを対

象としたメタアナリシスの結果を用いており、より日本

人に特化推計となっている。同様に、能動喫煙によ

る虚血性心疾患および脳卒中の相対リスクについて

も、先行研究が単一の研究の値を用いていたのに対

して、本研究では日本人のみを対象としたメタアナリ

シスの結果を用いており、より安定性が高い。虚血性

心疾患および脳卒中の受動喫煙による相対リスクと

して本研究は海外の研究を含むメタアナリシスの値

を用いたが（虚血性心疾患 1.23および 1.35、脳卒中

1.25）、脳卒中については国内のコホート研究でも同

様の値が報告されている（1.24； 40-79歳）[25]。  

 受動喫煙起因死亡数は、脳卒中、虚血性心疾患、

肺がんの順で多かった。一方、年間死亡数は脳卒中

が最も多く、肺がんと虚血性心疾患がほぼ同数であ

る（2014年人口動態統計： 脳卒中 114,207人、肺が

ん 73,396人、虚血性心疾患 73,885人）。脳卒中と虚

血性心疾患中は、性別と曝露場所を問わず、人口

寄与危険割合および相対リスクがほぼ同じ値であっ

たので、起因死亡数の違いは年間死亡数の違いを

反映していると考えられる。虚血性心疾患と肺がんの

人口寄与危険割合を比較すると、男女とも職場での

曝露による肺がんの値が小さく、これは相対リスクの

違いを反映している。 

 本研究の推計に含まれる可能性がある過大評価、

あるいは過小評価の可能性を検討すると、まず本研

究では曝露割合および相対リスクの値として年齢の

違いを考慮しなかった。これは、データソースとした

調査において非喫煙者の受動喫煙曝露割合につい

て年齢階級別の集計がなされていなかったこと、また

年齢階級別のサンプルサイズが小さく不安定になる

ことによる[6]。本研究で用いた受動喫煙の割合は 20

歳以上の平均的な値であり、特に職場での受動喫

煙曝露割合については就労有無が関わるため過大

評価となっている可能性がある。 

 一方、2008年の国民健康・栄養調査で非喫煙者に
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おける受動喫煙曝露割合が集計されており、成人非

現在喫煙者における職場での受動喫煙曝露割合

（月に 1 回以上）は男性 38.5%、女性 18.8%である

（分母は成人非喫煙者全体）[26]。受動喫煙曝露割

合が経年的に減少していることも考慮すると、本研究

で用いた値（男性 29.4%、女性 18.2%； 2005 年「未

成年者の喫煙および飲酒行動に関する全国調査」）

は過小評価となっている可能性も考えられる。2007

年の労働者健康状況調査の結果では、職場での非

喫煙者のうち、職場で受動喫煙（他の人のたばこの

煙を吸入すること）がある者は男性 63.5%、女性

50.3%と報告されている。これらは就労者を分母とし

た値であるため直接の比較はできないが、就労割合

が高いと考えられる男性でも本研究で用いた値の倍

以上となっている。家庭での受動喫煙曝露割合につ

いて、2008 年国民健康・栄養調査と比較すると（男

性 13.8%、女性 29.3%； 月 1回以上、分母は成人非

喫煙者全体）[26]、本研究で用いた値（男性 6.2%、

女性 31.1%； 2005 年「未成年者の喫煙および飲酒

行動に関する全国調査」）は女性ではほぼ同じであ

るが、男性で小さい。 

 本研究で用いた、あるいは公的調査で把握されて

いる受動喫煙曝露のデータはすべて質問票による

自己申告である。国民健康・栄養調査では自己申告

による受動喫煙曝露は生体指標による曝露との整合

性が確認されている[27]。配偶者からの受動喫煙曝

露に関しては、過大申告より過小申告の割合が大き

いことが報告されている[28]。この傾向は、生体指標

を用いた妥当性研究でも同じである[29]。 

 自己申告で受動喫煙の曝露があると答えた者でも

曝露頻度にはバラツキがあり、本研究で用いた調査

データの場合「ほぼ毎日」から「月 1 回未満」までが

含まれる。しかし、非喫煙者で曝露ありと分類された

者の中で「ほぼ毎日」は「月 1 回以下」と比べて頻度

が高い（家庭78.8% 対7.6%、職場53.6% 対5.3%）

[6]。この傾向は国民健康・栄養調査の結果でも同様

である[26, 27]。したがって、曝露ありと分類された者

が曝露頻度の低い群に偏っている可能性は低い。 

 以上を勘案すると、本研究の推計には過大評価と

過小評価の両方の可能性が考えられ、著しくどちら

かに偏っていることはないと考えられる。 

  

E．結論 

システマティック・レビューの結果、日本人非喫煙

者における受動喫煙の曝露は肺がんを統計学的に

有意に増加させることが明らかになった。先行研究

および本報告書で報告されている相対リスクおよび

過去の曝露割合のデータから受動喫煙起因死亡数

を求めた結果、受動喫煙により日本で年間約 1 万 5

千人が死亡していると推計された。 
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表 1 メタアナリシスに含められたコホート研究 
First 
author, 
Year 
(reference 
number) 

Study 
period 

Study population  Exposure Relative risk a  
(95% CI) Setting Number of 

nonsmokin
g subjects 

Event Number of 
incident 
cases or 
deaths 

 Place/Source Category 

Hirayama 
T, 
1984 (13) 

1966-1981 Population-bas
ed, 29 public 
health center 

areas in 6 
prefectures 

91,540 
women 

Death 200  Husband's 
smoking habit 

Current, overall 
1-14/day 
20+/day 

1.45 
(0.98-2.15) 

1.42 
(0.94-2.14) 

1.91 
(1.29-2.91) 

Nishino Y, 
2001 (14) 

1984-1992 Population-bas
ed, a city and 
two towns in 

Miyagi 
Prefecture 

9,675 
women 

Incidenc
e 

24  Household 
members' 
smoking habit 

Husband (+) 1.80 
(0.69-4.72) 

Ozasa K, 
2007 (15) 

1988-1990 Population-bas
ed, 45 cities, 

towns, or 
villages in 18 
prefectures 

420,201; 
women 
(person 
year) 

Death 109  Home Almost everyday 
Sometimes, 
1-4/week 
3 hours or longer 
day 

1.06 
(0.68-1.65) 

0.84 
(0.49-1.45) 

1.12 
(0.55-2.28) 

   67,997; 
men 

(person 
year) 

Death 24  Home Almost everyday 
Sometimes, 
1-4/week 
3 hours or longer 
day 

0.45 
(0.09-2.23) 

1.48 
(0.57-3.84) 

5.29 
(1.03-27.18) 

Kurahashi 
N, 
2008 (16) 

1990-2004 Population-bas
ed, 5 public 
health center 
areas (Cohort 

I), and 6 public 
health center 
areas (Cohort 

II) 

28,414 
women 

Incidenc
e 

109  Husband's 
smoking habit 

Current 1.34 
(0.81-2.21) 

a. Relative riskの標準誤差と 95%信頼区間を各報告値から再計算したため、報告値と異なる場合がある。 CI: 信頼区間 
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表 2 メタアナリシスに含められたケースコントロール研究 
First author, 

Year 
(reference 
number) 

Study 
period 

Study subjects  Exposure Odds ratio a 
(95% CI) Setting Definition Number of 

nonsmokin
g cases 

Number of 
nonsmoking 

controls 

Place/Sourc
e 

Category 

Akiba S, 
1986 (17) 

 Hiroshima 
Nagasaki 
atomic bomb 
survivors 
cohort (nested 
case-control) 

Case: Newly 
diagnosed cases of 
primary lung cancer 
Control: Cohort 
members without lung 
cancer 
 

94 women 
 
 
19 men 

270 women 
 
 
110 men 

 Spouse's 
smoking 
habit 
 
Spouse's 
smoking 
habit 

Husband smoked 
 
 
Wife smoked 

1.50 
(0.87-2.59) 

 
 

1.80 
(0.43-7.59) 

Inoue R, 
1988 (18) 

1980-19
83 

1973-19
81 

Population-bas
ed, two cities in 
Kanagawa 
Prefecture 

Case: Women lung 
cancer deaths 
Control: Women 
cerebrovascular 
deaths 

83 women 166 women  Husband ‘s 
smoking 

<20 
cigarettes/day 
≥20 
cigarettes/day 

1.39 
(0.26-7.50) 

3.09 
(0.73-13.14) 

Shimizu H, 
1988 (19) 

1982-19
85 

Hospital-based, 
4 hospitals in 
Nagoya City 

Case: Female 
in-patients with lung 
cancer 
Control: Female 
in-patients other than 
with lung cancer 

90 women 163 women  The 
presence of 
a smoking 
family 
member 

Husband 1.08 
(0.64-1.82) 

Sobue T, 
1990 (20) 

1986-19
88 

Hospital-based, 
8 hospitals in 
Osaka 
Prefecture 

Case: Newly-admitted 
patients in wards for 
lung cancer 
Control: 
Newly-admitted 
patients in one or two 
wards for other 
diseases. 

144 
women 

731 women  Smoking 
status of 
household 
members 

Husband smoked 1.13 
(0.78-1.63) 

Seki T, 2013 
(21) 

1997-20
09 

Hospital-based, 
a hospital in 
Miyagi City 

Case: Lung cancer 
patients 
Control: Non-cancer 
patients 

292 
women 
 
 
70 men 

1,810 
women 
 
 
600 men 

 Spouse's 
smoking 
habit 
 
Spouse's 
smoking 
habit 

Husband smoked 
 
 
Wife smoked 

1.31 
(0.99-1.73) 

 
 

1.29 
(0.34-4.90) 

a. Relative riskの標準誤差と 95%信頼区間を各報告値から再計算したため、報告値と異なる場合がある。CI: 信頼区間
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表3. 受動喫煙の曝露割合、相対リスク、および人口寄与危険割合

対象集団 曝露形態 疾患

中位 [下位 : 上位] 中位 [下位 : 上位] 中位 [下位 : 上位] 中位 [下位 : 上位]

男性 家庭 6.2% [3.7% : 8.7%] 肺がん 1.28 [1.10 : 1.48] 0.4% [0.1% : 0.9%] 210 [45 : 493]

虚血性心疾患 1.23 [1.14 : 1.33] 0.5% [0.2% : 1.0%] 206 [75 : 410]

脳卒中 1.25 [1.12 : 1.38] 0.8% [0.2% : 1.6%] 425 [123 : 892]

職場 29.4% [24.6% : 34.1%] 肺がん 1.12 [0.86 : 1.50] 0.8% [-0.8% : 3.4%] 417 [-438 : 1786]

虚血性心疾患 1.35 [1.09 : 1.67] 3.3% [0.8% : 6.5%] 1,365 [318 : 2724]

脳卒中 1.25 [1.12 : 1.38] 3.5% [1.4% : 5.8%] 1,900 [797 : 3188]

計 肺がん 627 [-393 : 2279]

虚血性心疾患 1,571 [393 : 3134]

脳卒中 2,325 [920 : 4080]

計 4,523 [920 : 9493]

女性 家庭 31.1% [27.3% : 34.9%] 肺がん 1.28 [1.10 : 1.48] 6.0% [2.0% : 10.8%] 1,254 [416 : 2247]

虚血性心疾患 1.23 [1.14 : 1.33] 4.8% [2.6% : 7.4%] 1,522 [839 : 2356]

脳卒中 1.25 [1.12 : 1.38] 6.0% [2.6% : 9.7%] 3,548 [1559 : 5761]

職場 18.2% [15.0% : 21.4%] 肺がん 1.22 [1.10 : 1.35] 2.9% [1% : 5.2%] 603 [232 : 1090]

虚血性心疾患 1.35 [1.09 : 1.67] 4.3% [1.0% : 8.9%] 1,366 [304 : 2858]

脳卒中 1.25 [1.12 : 1.38] 3.6% [1.5% : 6.2%] 2,141 [871 : 3696]

計 肺がん 1,857 [648 : 3337]

虚血性心疾患 2,888 [1143 : 5214]

脳卒中 5,689 [2430 : 9457]

計 10,434 [4221 : 18008]

男女計 肺がん 2,484 [255 : 5616]

虚血性心疾患 4,459 [1536 : 8348]

脳卒中 8,014 [3350 : 13537]

計 14,957 [5141 : 27501]

新生児 父親の喫煙 63.2% [62.7% : 63.6%] SIDS 1.90 [1.01 : 2.80] 36.3% [0.6% : 53.4%] 53 [1 : 78]

母親の喫煙 17.4% [17.0% : 17.7%] SIDS 1.94 [1.55 : 2.43] 14.0% [8.6% : 20.2%] 20 [13 : 30]

新生児計 73 [14 : 108]

* 家庭または職場の受動喫煙：　非喫煙成人のうち、「受動喫煙あり」と回答した者の割合

  出典：厚生労働科学研究費補助金健康科学総合研究事業「未成年者の喫煙実態状況に関する調査研究」（研究代表者：林謙治）平成16年度総括報告書

　父母の喫煙：　新生児の親のうち、「喫煙」と答えた者の割合

　出典：　平成13年「21世紀出生児縦断調査」

† 下位および上位値は、曝露割合をp、対象者数をNとして、p±1.96*(p*(1-p)/N)0.5で算出。

‡ 非喫煙者における、受動喫煙曝露群の非曝露群に対する相対危険度とその95%信頼区間。

　出典：　家庭での受動喫煙　肺がん 本報告書；　虚血性心疾患　BMJ 315: 973-80, 1997；　脳卒中　J. Public Health 33: 496-502, 2011

　　　　　　職場での受動喫煙　肺がん Surgeon General Report, 2006；　虚血性心疾患 J. Am. Coll. Cardiol. 31: 1-9, 1998；　脳卒中　J. Public Health 33: 496-502, 2011

　　　　　  父母の喫煙　SIDS（父親の喫煙） Surgeon General Report, 2006；　SIDS（産後母親の喫煙） Thorax 52: 1003-9, 1997 

§対象集団全体での受動喫煙の寄与危険割合。中位、下位、または上位値は、曝露割合および相対危険度のそれぞれの値を組み合わせて算出。

** 人口動態統計2014年死亡数に基づく。

SIDS: 乳幼児突然死症候群

曝露割合*,† 相対リスク‡ 人口寄与危険割合§
受動喫煙起因
年間死亡数**
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図 1 日本人を対象にした受動喫煙と肺がんに関する論文絞り込みフロー 
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図 2 日本人を対象にした受動喫煙と肺がんに関するメタアナリシスの統合相対リスク 
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厚生労働科学研究費補助金 

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

分担研究報告書 
 

たばことがんとの関連についての包括的評価 
 

研究分担者  笹月 静  国立がん研究センター 社会と健康研究センター 予防研究部長

I. たばことがんとの関連についての包括的評価  
A. 研究目的 

たばことがんとの関連について、国内外に総括報

告や取り組みがそれぞれ存在するが、それらを統合

して包括的に評価した取り組みはなされていない。

そこで、たばことがんに関する国内外の知見を集約

し、総合的な因果関係の判定を行うことにより、その 

科学的根拠を明らかにし、今後のたばこ対策の方向

性に資することを目的とする。 

 

B. 研究方法 

国際的にたばことの因果関係がこれまで検討されて

いる 14 の部位・グループ（肺、頭頚部、食道、胃、大

腸、肝、膵、尿路系、乳腺、子宮頚部、子宮内膜、卵

巣、前立腺、急性骨髄性白血病）について以下の検

討を行った。 

１）国内外の包括的報告の収集・分析 

国際的な包括的報告としては米国 Surgeon 

General Reportおよび IARC Monographについて、

該当臓器の最新評価を参照した。国内の評価につ

いてはこれまでに「科学的根拠に基づく発がん性・が

ん予防効果の評価とがん予防ガイドライン提言に関

する研究」班において肺、食道、胃などを含む 11 の

部位について因果関係の評価を実施してきた

（http://epi.ncc.go.jp/can_prev/）。判定後に発表され

た知見も追加し、新たに判定を見直すとともに、新規

に頭頚部、尿路系のがんおよび急性骨髄性白血病

についてもエビデンスを収集した。 

２）因果関係の判定 

１）で導き出された評価を統合し、米国 Surgeon 

General Reportで用いられているレベル判定（レベル

１～レベル４）に応じて４段階に総合評価した（表１）。

なお、因果関係の判定の際は、Hill のガイドラインを

参照した。国内外の評価に解離があった場合には、

人種による疾病分布や日本に特有の事情などを考

慮し、最終判定を行った。 

 

 

研究要旨 

 たばことがんに関する国内外の知見を集約し、総合的な因果関係の判定を行うことにより、その科学的根拠を

明らかにし、今後の我が国におけるたばこ対策の方向性に資することを目的として研究を行った。 

14の部位・グループ（肺、頭頚部、食道、胃、大腸、肝、膵、尿路系、乳腺、子宮頚部、子宮内膜、卵巣、前立

腺、急性骨髄性白血病）のがんについて、国内外の包括的報告の収集・分析および、米国 Surgeon General 

Report で用いられているレベル判定（レベル１～レベル４）による、総合的な因果関係の判定を実施した。国際

的な包括的報告としては米国 Surgeon General Reportおよび IARC Monographを参照し、国内の評価としては

これまでに国内の研究班において評価されているものを更新、また新規検討を追加した。総合判定の結果、9

つの部位（肺、口腔・咽頭、喉頭、食道、胃、肝、膵、膀胱、子宮頚部）のがんにおいて、たばことの関連につい

て「科学的証拠は因果関係を推定するのに十分である（レベル１）」と判定された。また、7 つの部位（大腸、腎

盂・尿管、腎、乳腺、子宮内膜＜リスク低下＞、前立腺＜死亡＞、急性骨髄性白血病）において、「科学的証拠

は因果関係を示唆しているが十分ではない（レベル２）」と判定された。レベル３「科学的証拠は因果関係の有無

を推定するのに不十分である」との判定に至ったものは前立腺＜罹患＞および卵巣であった。 

 多くの部位のがんにおいてたばことの因果関係が科学的根拠をもって示された。今後、これらのがんの予防策

として禁煙を進めていくことが重要である。たばことの因果関係が限定的あるいは不十分な部位もあるが、特に

国内において、より精度の高い研究の推進が待たれる。 
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表１．米国 Surgeon General Reportで用いられる因果関係判

定の 4つのレベル 

レベル 判定
レベル1 科学的証拠は因果関係を推定するのに十分である
レベル2 科学的証拠は因果関係を示唆しているが十分ではない
レベル3 科学的証拠は因果関係の有無を推定するのに不十分である
レベル4 科学的証拠は因果関係がないことを示唆している  
 

（倫理面での配慮） 

 本研究では、研究用として広く利用され、かつ、一

般に入手可能な情報のみを取り扱う。また、国立が

ん研究センターの倫理審査委員会により承認済みで

ある。 

 

C. 研究結果（表 2） 

9 つの部位（肺、口腔・咽頭、喉頭、食道、胃、肝、

膵、膀胱、子宮頚部）において、たばことの関連につ

いて「科学的証拠は因果関係を推定するのに十分

である（レベル１）」と判定された。頭頚部がんにおい

て亜部位別にみると国内研究の数は必ずしも十分で

はなかったが、口腔・咽頭、喉頭に分けての評価は

可能であり、他の部位同様、国内外の判定は一致し

ていた。 

7 つの部位（大腸、腎盂・尿管、腎、乳腺、子宮内

膜＜リスク低下＞、前立腺＜死亡＞、急性骨髄性白

血病）において、「科学的証拠は因果関係を示唆し

ているが十分ではない（レベル２）」と判定された。大

腸および乳腺のがんについては、国際的な評価に

おいてこれまでたばことの関連が必ずしも確定的で

はなかったが、大腸がんは近年、たばこ関連がんと

位置づけられている。それぞれ国内評価を主体、あ

るいは内外の評価を総合して判定に至った。腎盂・

尿管がんに関する国内研究はなく、腎細胞がんに関

しても国内研究は４件のみで結果も不一致であった。

いずれも国際評価ではレベル１であり、解離がみら

れるが、人種差などの要因も考えられないため、国

際評価を概ね受け入れる形となった。同様に、急性

骨髄性白血病についての国内研究はわずかに症

例・対照研究１件のみであるが、国際的評価（レベル

１）を考慮しての判定に至った。前立腺については内

外の評価を総合して死亡ではレベル２、罹患では

「科学的証拠は因果関係の有無を推定するのに不

十分である（レベル３）」と、エンドポイントにより異なる

判定にいたった。子宮頚部と異なり、子宮内膜およ

び卵巣については喫煙との関連は多くの研究で認

められず、むしろ子宮内膜においては＜リスクを下げ

ること＞に関してレベル２と判定した。 

レベル３の判定に至ったものは前述の前立腺＜罹

患＞および卵巣であった。なお、卵巣は全体として

はレベル３との判定であるが、卵巣の粘液性腺がん

に限ると一貫したリスク上昇が認められた。 

 
D．考察 

 本研究では 9 つの部位（肺、口腔・咽頭、喉頭、食

道、胃、肝、膵、膀胱、子宮頚部）のがんにおいて、

たばことの関連について「科学的証拠は因果関係を

推定するのに十分である（レベル１）」と判定された。

すなわち、これらのがんの予防には禁煙対策が重要

であることが科学的根拠をもって示された。 

レベル２と判定されたものの中には大腸がんのよう

に海外においても比較的最近喫煙関連がんと評価

されたものや、乳がんや前立腺がん死亡のように海

外においても同様に限定的な評価にとどまるものが

存在する一方で、その他の部位（腎盂・尿管、腎細

胞、急性骨髄性白血病）については国内において十

分な数の研究が存在しないことで、より確度の高い

評価に至らなかった。これらのがんについての研究

を、今後国内で積極的に進めていくことが望まれる。

また、大腸がんのように、国内研究が十分あるが結

果が一致していないものについてはプール解析の実

施など、統計学的により安定なアプローチも有効で

あろう。対応策としては、レベル２においてもレベル１

と同様、あるいは準じた禁煙対策を講じていくことが

必要であろう。 

 レベル３の卵巣がんおよび前立腺がん罹患につい

ては、たばことの因果関係の有無は現時点の科学的

根拠からは推定できなかった。しかしながら、卵巣が

んのうち粘液性腺がんにおいては IARC ではたばこ

との関連を認めている。また、前立腺がん罹患にお

いてはPSA測定の導入に関して国際的差異がある。

そのため、今後の研究の蓄積を注視していく必要が

ある。 

 

E. 結論 

多くの部位のがんにおいて、喫煙と因果関係があ

ることが科学的根拠をもって示された。今後、これら

のがんの予防策として禁煙を進めていくことが重要

である。喫煙との因果関係が限定的あるいは不十分
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な部位もあるが、特に国内において、より精度の高い

研究を推進していく必要がある。 

 

F. 健康危険情報 

（総括研究報告書にまとめて記入） 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

1) Koyanagi YN, Matsuo K, Ito H, Wakai K, Nagata 

C, Nakayama T, Sadakane A, Tanaka K, 

Tamakoshi A, Sugawara Y, Mizoue T, Sawada N, 

Inoue M, Tsugane S and Sasazuki S. Cigarette 

smoking and the risk of head and neck cancer in 

the Japanese population: systematic review and 

meta-analysis. Jpn J Clin Oncol 2016 (in press). 

2) Masaoka H, Matsuo K, Ito H, Wakai K, Nagata C, 

Nakayama T, Sadakane A, Tanaka K, Tamakoshi 

A, Sugawara Y, Mizoue T, Sawada N, Inoue M, 

Tsugane S and Sasazuki S. Cigarette smoking and 

bladder cancer risk: an evaluation based on a 

systematic review of epidemiologic evidence in 

the Japanese population.  Jpn J Clin Oncol 2016 

(in press). 

 

2. 学会発表 

1) 正岡寛之、松尾恵太郎、伊藤秀美、若井建志、

永田知里、中山富雄、定金敦子、田中恵太郎、

玉腰暁子、菅原由美、溝上哲也、澤田典絵、井

上真奈美、津金昌一郎、笹月静. 日本人にお

ける 、喫煙と膀胱癌罹患リス クに関する

systematic review. 第 26 回日本疫学会学術総

会、2016年 1月 21-23日、米子 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 
なし 
 
2. 実用新案登録 
なし 
 
3.その他 
なし
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表２．たばこの健康影響 喫煙者本人への影響 －がん－ 評価のまとめ 

国内の評価 総合的な因果関係の判定

IARC Monograph (2012) Surgeon General (2004, 2014) 評価(2015年7月時点) 結論

Sufficient Level1(腺癌・扁平上皮癌) 肺がん 確実 Level1

頭頚部がん 確実 Level1

Sufficient ・鼻腔・副鼻腔

Sufficient ・口腔 Level1

Sufficient ・咽頭

Sufficient Level1 ・喉頭

Sufficient Level1(腺癌・扁平上皮癌) 食道がん 確実 Level1

Sufficient Level1 胃がん 確実 Level1

Level2 ・非噴門部胃がん

Sufficient* Level1* 大腸がん 可能性あり Level2

・結腸 データ不十分

・直腸 可能性あり

Sufficient Level1* 肝がん 確実* Level1

Sufficient Level1 膵がん 確実 Level1

尿路系がん

Sufficient Level1 ・膀胱 確実 Level1

Level1 ・腎盂

・尿管

Sufficient Level1 ・腎 Level2

Limited* Level2 乳がん 可能性あり Level2

Sufficient Level1 子宮頸がん 確実 Level1

Lack of carcinogenecity
Level1 (閉経後において下げる

ことが確実)
子宮体がん データ不十分 Level2(リスクを下げる)

Sufficient (mucinous)* Level3 卵巣がん データ不十分 Level3 

前立腺がん データ不十分

Level2 ・前立腺がん死亡 Level2

Level4 ・前立腺がん罹患 Level3 

Sufficient Level1 急性骨髄性白血病 データ不十分 Level2

国際的な評価

Sufficient Level2

*前版からUpgradeされたところ

Level1

Level1
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厚生労働科学研究費補助金 

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 
分担研究報告書 

 
たばこと循環器疾患との関連についての包括的評価 

  

研究分担者 本庄 かおり 大阪大学グローバルコラボレーションセンター特任准教授 
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Ａ．研究目的 

本研究は、喫煙と循環器疾患との因果関連に関す

る国際的評価ならびに日本人を対象とした国内にお

けるエビデンスを収集し、喫煙の循環器疾患への健

康影響を包括的に評価することを目的とし実施した。 

 

Ｂ．研究方法   

 脳卒中と虚血性心疾患それぞれを対象に国外の報

告書等から喫煙との因果関係に関する国際的な評価

をまとめた。 

 次に日本人を対象に実施された疫学研究のエビデ

ンスを収集し、さらに、それぞれの疾患に関してメタア

ナリシスを実施した。収集されたエビデンスならびにメ

タアナリシスの結果などをもとに、国内における喫煙と

循環器疾患の因果関係に関する評価をまとめた。 

 その後、国際評価と国内評価を統合し、喫煙の循

環器疾患への健康影響に関する包括的な因果関係

の判定を実施した。 

 

Ｃ．研究結果 と Ｄ．考察 

脳卒中 

脳卒中は長らく日本人の国民病と位置づけられて

きた疾患であるが、死亡率は 1960年代をピークに急

速に低下した。平成 25年の死因別年齢調整死亡率

では死因順位の第 4 位であり、死亡数全体の 9.3％

を占めている。脳卒中は病態の違いから、脳出血、く

も膜下出血、脳梗塞に大別されるが、脳卒中死亡全

体に占めるそれぞれの死因の割合は、28.5％、

11.1％、57.8％と脳梗塞が多くを占めている。1 また、

現在の脳卒中粗死亡率は最盛期の 5分の 1 ほどに

なっているが、それでも米国の 2~3 倍多いなど、国

際的にみると日本を含め東アジアで先進欧米諸国と

比較して高い傾向がみられる。1,2  

脳卒中罹患率に関する全国調査は存在しないが、

久山町研究 3 や CIRCS研究 4などの長期間にわた

る疫学調査の結果から、脳卒中の罹患率は 1960年

代以降一貫して減少している。 

 

国際的な評価のまとめ 

これまでの喫煙と脳卒中との因果関係についての

国際的な評価は、2004 年の米国 Surgeon General 

Report5において、喫煙が脳卒中の罹患や死亡リスク

を上昇させることが多くの質の良い疫学研究で一貫

してみられることから、「レベル 1：科学的証拠は、喫

研究要旨 

本研究は喫煙の循環器疾患への健康影響について包括的に評価することを目的とし実施した。 

脳卒中と虚血性心疾患それぞれを対象に喫煙との因果関係に関する国際的な評価ならびに国内におけ

る評価をまとめた。さらに、国際的評価と国内評価を統合し、喫煙の循環器疾患への健康影響に関する

包括的な因果関係の判定を実施した。 

その結果、科学的証拠は、喫煙と脳卒中ならびに虚血性心疾患のとの因果関係を推定するのに十分で

ある（レベル1）と判定した。 
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煙と脳卒中との因果関係を推定するのに十分であ

る。」と結論付けている。5 

喫煙の脳卒中リスクに関するメタアナリシス研究に

おける評価では、コホート研究 17 件、症例・対照研

究 14件、介入研究 1件に基づき、喫煙により脳卒中

リスクが上昇し、また禁煙により脳卒中リスクが低下

すると結論付けた。6 非喫煙者に対する現在喫煙

者の相対リスクは 1.51 (95%信頼区間 1.45-1.58)と

推定された。また、喫煙と脳卒中リスクの関連は一日

の喫煙本数による量反応関係がみられたことも報告

されている。病型によって相対リスクは異なり、脳出

血、くも膜下出血、脳梗塞の相対リスクはそれぞれ

0.74 (95%信頼区間 0.56-0.98)、2.93 (95%信頼区間 

2.48-3.46)、1.92 (95%信頼区間 1.71-2.16)であった。

また、非喫煙者に対する過去喫煙者の脳卒中相対リ

スクは全体で 1.17 (95%信頼区間 1.05-1.30)と非喫

煙者と比較して高いが、現在喫煙者よりリスクが低く

禁煙が一定のリスクの減少につながっていることを示

している。同様の結果が、現在も実施されている米

国の 5 つのコホートを併合して解析した結果でも報

告されている。7 55 歳以上の非喫煙者に対する現

在喫煙者の脳卒中死亡相対リスクは男性で 1.92 

(95%信頼区間 1.66-2.21)と女性で 2.10 (95%信頼

区間 1.87-2.36)であった。また、男女とも禁煙期間

が長くなるほど非喫煙者に対する相対リスクは低下

する傾向がみとめられた。 

2014年の米国 Surgeon General Reportにおいて、

先行するレポートならびに様々な研究の結果、喫煙

者の脳卒中発症リスクならびに脳卒中死亡リスクは

非喫煙者と比較して高く、その関連には量反応関係

が存在することが明らかだと改めて確認されている。
8 

 

国内の評価のまとめ 

国内で実施された喫煙と脳卒中罹患・死亡の関連

に関するコホート研究のエビデンスを収集した。その

結果、日本で実施された多くのコホート研究におい

て、日本人において喫煙により脳卒中死亡ならびに

罹患リスクが上昇することが示されている。（表１） ま

た、そのうちのコホート研究7件に基づいたメタアナリ

シス分析を実施した。その結果、日本人においても

喫煙により脳卒中リスクが上昇し、非喫煙者に対する

現在喫煙者の相対リスクは一日あたり 20 本未満の

喫煙者で1.41 (95%信頼区間 1.23-1.61)、20本以上

の喫煙者で 1.56 (95%信頼区間 1.28-1.89)であった。

（図１,2-1） 

男女別で現在喫煙者全体の相対リスクを抽出して

（現在喫煙、20本を含むカテゴリ、それ以外のカテゴ

リの優先順位）、男性 7件、女性 4件のコホート研究

についてメタアナリシスを行ったところ、男性 1.31 

(95%信頼区間 1.16-1.48)、女性 1.70 (95%信頼区

間 1.38-2.09)であった（図 2-2）。 

日本で実施された 3 つの大規模コホートデータを

併合して解析を行った結果においても同様の結論を

示している。9 非喫煙者に対する現在喫煙者の脳

卒中死亡における相対リスクは、男性で1.24 (95%信

頼区間  1.10-1.41)  女性で 1.70 (95%信頼区間 

1.44-2.01)であり、その関連は一日あたりの平均喫煙

本数と量反応関係を示した。禁煙の影響に関しては、

男女とも現在喫煙者と比較して過去喫煙者のリスク

は低いことを示した。また、禁煙期間が長くなるほど

脳卒中リスクは低下し、禁煙後約 10年で非喫煙者と

ほぼ同じレベルのリスクになることも示された。 

 これらの結果、「レベル 1：科学的証拠は、喫煙と脳

卒中との因果関係を推定するのに十分である。」と結

論づける。 

 

証拠の統合 

喫煙と脳卒中との関連について、内外ともに評価す

るに十分な数の研究が存在する。国際的な評価の

全体結論と国内の評価を統合して評価することは妥

当であると考えられる。 

 

虚血性心疾患 

わが国における平成25年虚血性心疾患の粗死亡

率は男性68.8（人口10万対）女性50.7（人口10万対）

であり、米国と比較すると低いことがわかる（平成24

年：男性139.8人口10万対、女性112.4人口10万対）10。

しかし、生活習慣の欧米化に伴い、虚血性心疾患罹

患の増加傾向もみられ11、また、高齢化に伴った死亡

数の増加が懸念されている10。 

 

国際的な評価のまとめ 

これまでの喫煙と虚血性心疾患との因果関係に

ついての国際的な評価は、2004 年の米国 Surgeon 

General Report5 において、喫煙が虚血性心疾患の
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罹患や死亡リスクを上昇させることが多くの質の良い

疫学研究で一貫してみられることから、「レベル 1：科

学的証拠は、喫煙と虚血性心疾患との因果関係を

推定するのに十分である。」と結論付けている。5  

報告書では喫煙者の虚血性心疾患の発症・死亡

リスクは、非喫煙者と比較して高く、その関連には量

反応関係が存在することが明らかだと改めて確認さ

れた。また、その関連は人種・民族、性に関係なく見

られることも報告されている。 

禁煙による虚血性心疾患リスク低下については

1990年の米国 Surgeon General Report12において、

禁煙により虚血性心疾患のリスクが 1 年でほぼ半減

し、禁煙 15 年で非喫煙者と同等になると推定されて

いる。しかし、低タール・低ニコチンタバコの効果に

ついてはエビデンス不足とした。しかし、2014年の米

国 Surgeon General Report8において低タール・低ニ

コチンタバコの効果はなく、虚血性心疾患予防のた

めには推奨されないことが改めて確認された。 

また、2014年の米国Surgeon General Report8にお

いて非喫煙者に対する喫煙者の虚血性心疾患の相

対危険度は年齢が低いほど高い傾向がみられるが、

年齢とともに虚血性心疾患の死亡率自体が高まるた

め、喫煙による過剰死亡率は年齢に伴って高くなる

ことが示された 8。また、喫煙の虚血性心疾患への影

響は男性と比較して女性で強いことも確認された。コ

ホート研究 19件に基づき、喫煙の虚血性心疾患リス

クに関する性差を検討したメタアナリシス研究では、

男性に対して女性の喫煙の虚血性心疾患リスクへの

影響は 1.25(95%信頼区間 1.12-1.39)倍であると推

定している 13。 

 

国内の評価のまとめ 

国内で実施された喫煙と虚血性心疾患罹患・死

亡の関連に関するコホート研究のエビデンスを収集

した。（表 2）その結果、日本で実施された多くのコホ

ート研究において、日本人において喫煙により虚血

性心疾患死亡ならびに罹患リスクが上昇することが

示されている。また、国内のコホート研究 8 件に基づ

いたメタアナリシス分析の結果、日本人においても喫

煙により虚血性心疾患リスクが上昇し、非喫煙者に

対する現在喫煙者の相対リスクは一日あたり 20本未

満の喫煙者で 2.15 (95%信頼区間 1.81-2.55)、20本

以上の喫煙者で 3.28 (95%信頼区間 2.58-4.16)であ

った。（図 3,4-1） 

男女別で現在喫煙者全体の相対リスクを抽出し

て（現在喫煙、20 本を含むカテゴリ、それ以外のカ

テゴリの優先順位）、男性 7件、女性 4件のコホート

研究についてメタアナリシスを行ったところ、男性

2.49 (95%信頼区間 2.08-2.99)、女性 3.35 (95%信

頼区間 2.44-4.60)であった（図 4-2）。 

また、日本で実施された 3 つの大規模コホートデ

ータを併合して解析を行った結果 非喫煙者に対

する現在喫煙者の虚血性心疾患死亡における相

対リスクは、男性で 1.73 (95%信頼区間 1.40-2.14) 

女性で 2.36 (95%信頼区間 1.63-3.46)であり、その

関連は一日あたりの平均喫煙本数と量反応関係を

示した 9。 

禁煙の健康影響に関しては、禁煙後 1 年以内に

虚血性心疾患死亡リスクが低下するという報告 14 や、

禁煙後約 10 年で虚血性心疾患のリスクが非喫煙者

とほぼ同じレベルのリスクになるという報告もある 9。 

 これらの結果、「レベル 1：科学的証拠は、喫煙と虚

血性心疾患との因果関係を推定するのに十分であ

る。」と結論づけた。 

 

証拠の統合 

喫煙と虚血性心疾患との関連について、国内外と

もに評価するに十分な数の研究が存在する。国際的

な評価の全体結論と国内の評価を統合して評価す

ることは妥当であると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

脳卒中 

科学的証拠は、喫煙と脳卒中との因果関係を推定

するのに十分である（レベル 1）。 

 

虚血性心疾患 

科学的証拠は、喫煙と虚血性心疾患との因果関係

を推定するのに十分である（レベル 1）。 
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 (倫理面における配慮) 

 本研究はすでに公表されている研究結果を収集す

ることにより実施されたもので、倫理的に問題はないと

考える。 
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表 1． 
結果

著者 年 (文献番号) 性 解析対象人数 年齢 結果変数
（罹患/死亡）

罹患/死亡者数 非喫煙者に対する現在喫煙者の
相対危険度（95%信頼区間）

男性 140026 40-79 死亡 1787 1.24 (1.10-1.41)
女性 156810 40-79 死亡 1344 1.70 (1.44, 2.01)

Kono et al. 1985 1965-1977 男性 5477 報告なし 死亡 154 1.42 (0.91-2.21) ○

Yamagishi et al. 2003
1975/1980-1997 in Ikawa,
1981/1986-1997 in Kyowa,
1975/1984-1997 in Yao

男性 3,754 40-69 罹患 257 1.6 (1.1-2.4) ○

男性 41,782 40–79 死亡 698 1.39 (1.13-1.70) ○
女性 55,592 40–79 死亡 550 1.65 (1.21-2.25) ○

男性 3,972 30- 死亡 112 2.17 (1.09-4.30)
（非喫煙者に対する21本以上 ）

○

女性 4,957 30- 死亡 91 　3.91 (1.18-12.90)
（非喫煙者に対する21本以上 ）

○

男性 19,782 40-59 罹患 702 1.27 (1.05-1.54) ○
女性 21,500 40-59 罹患 447 1.98 (1.42-2.77)

Kondo et al. 2011 (19) 2001-2008 男性 25,464 20-61 罹患 73 2.21（0.97-5.19）
（非喫煙者に対する21本以上 ）

○

Hata et al. 2011 (20) 1988-2002 男性・女性
2421
（男性1037
女性1384）

40-79 死亡 194
2.01(1.11-3.65)

（非喫煙者に対する20本以上 ） ○

男性 1,822 40-74 罹患 68 2.48（1.00-6.20)
（非喫煙者に対する21本以上 ）

女性 2,089 40-74 罹患 43 2.70 (0.34-21.7)
（非喫煙者に対する21本以上 ）

男性 1,182 40以上 罹患 64 2.81 (1.26, 6.16)
女性 1,469 40以上 罹患 78 NS

文献

研究期間

解析対象

Honjo et al. 2010 (9) 1990-2000 (JPHC1), 1993-
2003(JPHC2),　1983/1985-

1990/1992-2001

(15)

(16)

Iso et al. 2005 (14) 1988/1989-1999

1997 (22) 1977-1992

Ueshima et al. 2004 (17) 1980/1980-1994

Mannami et al. 2004 (18)

メタアナリ
シス対象
論文

Higashiyama　et al. 2009 (21) 1989/1994-2005

Nakayama et al.  
 
 
 
表 2． 

結果

著者 年 (文献番号) 性 解析対象人数 年齢 結果変数
（罹患/死亡）

罹患/死亡者数 非喫煙者に対する現在喫煙者の
相対危険度（95%信頼区間）

男性 140,026 40-79 死亡 1006 2.19(1.79-2.67)
女性 156,810 40-79 死亡 1272 2.84(2.24-3.60)
男性 41,782 40-79 死亡 348 2.51(1.79-3.51) ○
女性 52,901 40-79 死亡 199 3.35(2.23-5.02) ○

Kono et al. 1985 (15) 1965-1977 男性 5,446 報告なし 死亡 121 2.14(1.23-3.73) ○

Yamagishi et al. 2003 (16) 1975-1997 男性 3,626 40-69 罹患 100 4.6(1.6-12.9)
(非喫煙に対する現在喫煙21本以上/日）

○

男性 3,972 30<= 死亡 36 4.25(1.42-12.8)
(非喫煙に対する現在喫煙21本以上/日）

○

女性 4,957 30<= 死亡 33 1.27(0.43-3.78)
(非喫煙に対する現在喫煙1-20本/日）

○

Kondo et al. 2011 (19) 2000-2008 男性 25,464 20-61 罹患と死亡 37 5.82(1.80-25.9)
(非喫煙に対する現在喫煙21本以上/日）

○

Hata et al. 2011 (20) 1988-2002
男性および
女性

2421
(男性1,037
女性1,384)

40-79 罹患 112
2.31(1.17-4.57)

(非喫煙に対する現在喫煙20本以上/日） ○

男性 1,822 40-74 罹患 28 1.89(0.41-8.70)
(非喫煙に対する現在喫煙21本以上/日）

女性 2,089 40-74 罹患 13

8.35(2.64-26.48)
(非喫煙に対する現在喫煙20本以下）
女性では現在喫煙21本以上の心筋梗塞

罹患なし
男性 32,705 40-79 死亡 146 2.4 (1.4-4.1) ○
女性 63,959 40-79 死亡 96 7.1 (3.0-16.9) ○
男性 19,782 40-59 罹患 260 2.85(1.98-4.12)
女性 21,500 40-59 罹患 66 3.07(1.48-6.40)
男性 140,026 40-79 死亡 記述なし 2.18(1.79-2.66）
女性 156,810 40-79 死亡 記述なし 2.95(2.33-3.75)
男性 27,385 40-89 死亡 216 2.07(1.43-3.01)
女性 39,207 40-89 死亡 166 3.03(1.98-4.65)

Eshak E.S et al. 2014 (27) 1995-2009 男性および
女性

72012
(男性 32,982
女性 39,030)

45-74 罹患

584
(男性 428
女性　156)

2.56(1.83-3.59)
(非喫煙に対する現在喫煙30本以上/日）

○

文献

研究期間

解析対象 メタアナリ
シス対象
論文

Honjo et al. 2010 (9) 1980-2003

Iso Het al. 2004 (14) 1988-1990,1999

Ueshima et al. 2004 (17) 1980-1994

Higashiyama et al. 2009 (21) 1989-2005

Irie et al. 2001 (23) 1993-1998

Baba et al. 2006 (24) 1990-1992,2001

Katanoda et al. 2008 (25) 1983-2003

Nakamura et al. 2012 (26) 記述なし
(EPOCH JAPAN)
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665 articles excluded
Not cohort studies
Not on smoking and stroke
Not in Japanese population

Full-text articles reviewed for more
detailed evaluation (n = 11)

Articles accepted for analysis (n = 7)

4 articles excluded
Not active smoking (n = 1)
No results for smoking frequencies (n = 3)

Potentially relevant studies identified
through PubMed search (n = 676)

 

図 1. The flow chart of study selection.  

.

.

1-20 cigarettes/day vs. never smoker
Kono, 1985
Irie, 2001 F
Irie, 2001 M
Yamagishi, 2003
Iso, 2004 F
Ueshima, 2004 F
Iso, 2004 M
Ueshima, 2004 M
Kondo, 2011
Hata, 2011
Eshak, 2014
Subtotal  (I-squared = 0.0%, p = 0.732)

>20 cigarettes/day vs. never smoker
Kono, 1985
Irie, 2001 F
Irie, 2001 M
Yamagishi, 2003
Iso, 2004 F
Iso, 2004 M
Ueshima, 2004 M
Kondo, 2011
Hata, 2011
Eshak, 2014
Subtotal  (I-squared = 34.6%, p = 0.131)

ID
Study

1.51 (0.68, 3.36)
2.40 (1.02, 5.63)
2.50 (1.39, 4.48)
4.10 (1.41, 11.90)
2.59 (1.57, 4.27)
1.27 (0.43, 3.77)
2.17 (1.48, 3.18)
1.56 (0.54, 4.52)
6.80 (1.52, 30.46)
1.88 (1.02, 3.47)
2.01 (1.51, 2.68)
2.15 (1.81, 2.55)

3.01 (1.61, 5.64)
7.10 (2.99, 16.85)
2.40 (1.40, 4.11)
4.60 (1.62, 13.06)
5.95 (3.39, 10.44)
2.77 (1.95, 3.93)
4.25 (1.42, 12.76)
5.82 (1.53, 22.08)
2.31 (1.17, 4.57)
2.56 (1.85, 3.54)
3.28 (2.58, 4.16)

HR (95% CI)

4.55
3.99
8.51
2.55
11.59
2.46
19.84
2.57
1.29
7.74
34.91
100.00

10.02
6.20
12.29
4.52
11.61
19.12
4.13
2.93
8.93
20.25
100.00

Weight
%

1.51 (0.68, 3.36)
2.40 (1.02, 5.63)
2.50 (1.39, 4.48)
4.10 (1.41, 11.90)
2.59 (1.57, 4.27)
1.27 (0.43, 3.77)
2.17 (1.48, 3.18)
1.56 (0.54, 4.52)
6.80 (1.52, 30.46)
1.88 (1.02, 3.47)
2.01 (1.51, 2.68)
2.15 (1.81, 2.55)

3.01 (1.61, 5.64)
7.10 (2.99, 16.85)
2.40 (1.40, 4.11)
4.60 (1.62, 13.06)
5.95 (3.39, 10.44)
2.77 (1.95, 3.93)
4.25 (1.42, 12.76)
5.82 (1.53, 22.08)
2.31 (1.17, 4.57)
2.56 (1.85, 3.54)
3.28 (2.58, 4.16)

HR (95% CI)

4.55
3.99
8.51
2.55
11.59
2.46
19.84
2.57
1.29
7.74
34.91
100.00

10.02
6.20
12.29
4.52
11.61
19.12
4.13
2.93
8.93
20.25
100.00

Weight
%
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FE Model

0.20 1.00 5.00

Observed Outcome

Kondo T et al.
Iso H et al.
Ueshima H et al.
Mannami T et al.

Yamagishi K et al.
Irie F et al.
Kono S et al.

2011
2005
2004
2004

2003
2001
1985

2.46 [ 1.21 , 5.02 ]
1.39 [ 1.13 , 1.70 ]
1.60 [ 0.91 , 2.80 ]
1.27 [ 1.05 , 1.54 ]

1.10 [ 0.71 , 1.71 ]
1.10 [ 0.69 , 1.76 ]
0.96 [ 0.53 , 1.75 ]

1.31 [ 1.16 , 1.48 ]

図 2-2. Smoking and risk of stroke in Japanese population, by sex 
 

FE Model
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Mannami T et al.

Irie F et al.

2005

2004

2004

2001

1.65 [ 1.21 , 2.25 ]

1.42 [ 0.72 , 2.79 ]

1.98 [ 1.42 , 2.77 ]

1.10 [ 0.49 , 2.46 ]

1.70 [ 1.38 , 2.09 ]

Male 

Female 
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623 articles excluded
Not cohort studies
Not on smoking and CHD
Not in Japanese population

Full-text articles reviewed for more
detailed evaluation (n = 17)

Articles accepted for analysis (n = 8)

9 articles excluded
Same cohort studies (n = 2)
No results for smoking frequencies (n = 1)
No RR or 95% CI (n = 6)

Potentially relevant studies identified
through PubMed search (n = 640)

 
図 3. The flow chart of study selection. 

.

.

1-20 cigarettes/day vs. never smoker
Kono, 1985
Irie, 2001 F
Irie, 2001 M
Yamagishi, 2003
Iso, 2004 F
Ueshima, 2004 F
Iso, 2004 M
Ueshima, 2004 M
Kondo, 2011
Hata, 2011
Eshak, 2014
Subtotal  (I-squared = 0.0%, p = 0.732)

>20 cigarettes/day vs. never smoker
Kono, 1985
Irie, 2001 F
Irie, 2001 M
Yamagishi, 2003
Iso, 2004 F
Iso, 2004 M
Ueshima, 2004 M
Kondo, 2011
Hata, 2011
Eshak, 2014
Subtotal  (I-squared = 34.6%, p = 0.131)

ID
Study

1.51 (0.68, 3.36)
2.40 (1.02, 5.63)
2.50 (1.39, 4.48)
4.10 (1.41, 11.90)
2.59 (1.57, 4.27)
1.27 (0.43, 3.77)
2.17 (1.48, 3.18)
1.56 (0.54, 4.52)
6.80 (1.52, 30.46)
1.88 (1.02, 3.47)
2.01 (1.51, 2.68)
2.15 (1.81, 2.55)

3.01 (1.61, 5.64)
7.10 (2.99, 16.85)
2.40 (1.40, 4.11)
4.60 (1.62, 13.06)
5.95 (3.39, 10.44)
2.77 (1.95, 3.93)
4.25 (1.42, 12.76)
5.82 (1.53, 22.08)
2.31 (1.17, 4.57)
2.56 (1.85, 3.54)
3.28 (2.58, 4.16)

HR (95% CI)

4.55
3.99
8.51
2.55
11.59
2.46
19.84
2.57
1.29
7.74
34.91
100.00

10.02
6.20
12.29
4.52
11.61
19.12
4.13
2.93
8.93
20.25
100.00

Weight
%

1.51 (0.68, 3.36)
2.40 (1.02, 5.63)
2.50 (1.39, 4.48)
4.10 (1.41, 11.90)
2.59 (1.57, 4.27)
1.27 (0.43, 3.77)
2.17 (1.48, 3.18)
1.56 (0.54, 4.52)
6.80 (1.52, 30.46)
1.88 (1.02, 3.47)
2.01 (1.51, 2.68)
2.15 (1.81, 2.55)

3.01 (1.61, 5.64)
7.10 (2.99, 16.85)
2.40 (1.40, 4.11)
4.60 (1.62, 13.06)
5.95 (3.39, 10.44)
2.77 (1.95, 3.93)
4.25 (1.42, 12.76)
5.82 (1.53, 22.08)
2.31 (1.17, 4.57)
2.56 (1.85, 3.54)
3.28 (2.58, 4.16)

HR (95% CI)

4.55
3.99
8.51
2.55
11.59
2.46
19.84
2.57
1.29
7.74
34.91
100.00

10.02
6.20
12.29
4.52
11.61
19.12
4.13
2.93
8.93
20.25
100.00

Weight
%

  
10.25 0.5 1 2 4 8 16 32

 
図 4-1. Smoking and risk of coronary heart disease in Japanese population 
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図 4-2. Smoking and risk of coronary heart disease in Japanese population, by sex 
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3.01 [ 1.61 ,  5.64 ]
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3.01 [ 1.40 ,  6.49 ]

3.35 [ 2.23 ,  5.03 ]
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3.35 [ 2.44 ,  4.60 ]



32 
 

厚生労働科学研究費補助金 

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

分担研究報告書 
 

喫煙と 2 型糖尿病リスク 
 

研究分担者 後藤 温  東京女子医科大学医学部衛生学公衆衛生学第二講座 助教 

研究分担者 片野田 耕太 国立がん研究センターがん対策情報センターがん登録センター 室長 

 

研究要旨  

2014年の米国Surgeon General Reportで 46件のコホート研究のメタアナリシスが実施され，非喫煙に比べて能動

喫煙の 2型糖尿病リスクに対する相対リスク(RR: relative risk)は 1.37 (95% CI, 1.31–1.44)であり，喫煙が 2型糖尿

病の原因と推察するための「十分な科学的根拠がある」と判断された。その後，2015年の Pan らが計 84件のコホ

ート研究のメタアナリシスを実施し，RRは 1.37 (95% CI, 1.33–1.42)であった。17件の日本国内で実施された研究

結果をメタアナリシスしたところ，RRは 1.39 (95% CI, 1.27–1.53)であった。国際的には，禁煙後糖尿病リスクは短

期的には上昇するが，長期的には低下することが示されている。国内では禁煙によるリスクの低下について疫学

研究が蓄積されていないが，長期間経過後にリスクが低下するという報告もあった。生物学的機序については，

炎症，酸化ストレス，内皮機能障害による耐糖能の悪化，ニコチンによるインスリン抵抗性の亢進などが示唆され

ている。以上より，日本人についても「科学的証拠は，喫煙と 2 型糖尿病リスク発症との因果関係を推定するのに

十分である（レベル 1）」。日本人については禁煙後の耐糖能の変化についてさらなる検討が必要である。 

 
A．研究目的 
喫煙と2型糖尿病リスクとの因果関係を評価するこ
と。 

 
B．研究方法 
 国内外で実施された研究を収集し、国際的な評価
がなされている場合は要約し、国内で実施された研
究を対象として、メタアナリシス、系統的レビューを実
施する。喫煙と 2型糖尿病リスクとの関連、メカニズム
などを考慮して、米国 Surgeon General Reportに準じ
て因果関係の評価を行った。 
（倫理面への配慮） 
新たなデータは収集せず、すでに発表された研究
論文を用いて、検討するため、倫理的問題は生じな
いものと考える。 
 
C．研究結果 
 (1) 糖尿病 

国際的な評価のまとめ 

これまでの喫煙と 2型糖尿病との間の関連の国際的

な評価としては，2014 年の米国 Surgeon General 

Report1，2015年の Panら 2による系統的レビューとメ

タアナリシスが挙げられる。 

1) 2014年の米国 Surgeon General Report1 

喫煙が 2 型糖尿病の原因と推察するための

「十分な科学的根拠がある」として，「1. 科学

的証拠は，喫煙と 2 型糖尿病との因果関係を

推定するのに十分である。2. 非喫煙者に比

べ，能動喫煙者では 2 型糖尿病リスクが

30-40%高い。3. 喫煙本数と 2 型糖尿病リスク

との間に量反応関係がある。」と結論付けてい

る。 

46 件のコホート研究のメタアナリシスが実施さ

れ，非喫煙者(never smokers もしくは former 

smokers)に比べた能動喫煙者の 2型糖尿病リ

スクに対する相対リスク(RR: relative risk)は

1.37 (95% CI, 1.31–1.44)であった。喫煙本数

別の解析では，非喫煙者と比較して， light 

smokers（概ね喫煙本数 20 本/日未満）では 2

型糖尿病の RRは 1.25 (95% CI, 1.14–1.37)，

heavy smokers（概ね喫煙本数 20本/日以上）

の RRは 1.54 (95% CI, 1.40–1.68)であり，量

反応関係が示唆された。非喫煙者と比較して，

過去喫煙者の 2型糖尿病の RRは 1.14 (95% 

CI, 1.09–1.19)であった。 

 



33 
 

2) 2015年の Pan らによる系統的レビューとメタア

ナリシス 2 

Pan らは 2014 年の米国 Surgeon General 

Report以降に発表された研究結果なども収集

し，計 84 件のコホート研究のメタアナリシスを

実施した。現時点で，最も包括的で最新のメ

タアナリシスである。本メタアナリシスでは，非

喫煙者 （ never smokers も し く は former 

smokers）に比べて能動喫煙者の2型糖尿病リ

スクに対する RRは 1.37 (95% CI, 1.33–1.42)

で，Surgeon General Report と同様の結果であ

った。喫煙本数別の解析では，非喫煙者と比

較して，light smokers（概ね喫煙本数 10 もしく

は 20/日未満）では 2 型糖尿病の RR は 1.21 

(95% CI, 1.10–1.33)，moderate smokersの RR

は 1.34 (95% CI, 1.27–1.41)，heavy smokers

（概ね喫煙本数 20 もしくは 40/日以上）の RR

は 1.57 (95% CI, 1.47–1.66)であり，量反応関

係が示唆された。非喫煙者と比較した，過去

喫煙者の 2型糖尿病の RRは 1.14 (95% CI, 

1.10–1.18)であった。さらに非喫煙と比較して，

禁煙後 5 年未満の RR は 1.54 (95% CI, 

1.36–1.74)，5-9年で 1.18 (95% CI, 1.07–1.29)，

10年以上で 1.11 (95% CI, 1.02–1.20)であっ

た。 

 

国内の評価のまとめ 

2014 年の米国 Surgeon General Report1や 2015

年の Panらによる系統的レビューとメタアナリシス 2に

は，17 件（19 比較）3-19 の日本国内で実施された研

究を含まれていた。17 件のうち，13 件は，never 

smokers を対照として，4 件は never smokers と

former smokers を合わせた群を対照として，能動喫

煙と 2 型糖尿病リスクとの関連を検討していた。国内

で実施された研究結果をメタアナリシスした結果，能

動喫煙の 2型糖尿病リスクに対するRRは 1.39 (95% 

CI, 1.27–1.53)で，研究間の異質性は中等度であっ

た(I2 = 63.9%)。さらに，出版バイアス（Funnel plotが

非対称で Egger 検定の P 値=0.003）が示唆された。

Trim and fill法で出版バイアスを調整すると，相対リ

ス ク が や や 減 弱 し た (RR = 1.25; 95% CI, 

1.13–1.39)。 

国内の研究においても、禁煙後の糖尿病リスク上

昇が報告されている 15,16。禁煙後経過年数と糖尿病

リスクの検討では，5 年以上経過するとリスク上昇の

減衰がみられた報告 16のほか，9 年以上経過後もリ

スクが上昇していた報告 15がある。 

 

メカニズム 

仮に能動喫煙が 2型糖尿病リスクを上昇させるとした

場合，いくつかのメカニズムが想定されている。まず，

能動喫煙は，炎症 20，酸化ストレス 21，内皮機能障害
22 を惹起することにより，耐糖能を悪化させるかもし

れない。また，2 型糖尿病患者を対象とした臨床試

験により，ニコチンはインスリン抵抗性を惹起させるこ

とが報告されている 23。さらに，ニコチンは膵 β 細胞

のニコチン受容体に作用して，インスリン分泌を低下

させることも報告されている 24。これらのメカニズムに

より，能動喫煙は 2 型糖尿病リスクを上昇させるかも

しれない。一方で，禁煙は一時的に体重増加 25や 2

型糖尿病患者においては血糖コントロール悪化 26,27

がみられることも報告されており，喫煙と耐糖能との

関係はまだ十分に理解されていない。 

 
D．考察 
能動喫煙は約 40%の 2型糖尿病リスク上昇と関連

しており，量反応関係も認められ，2014 年の米国

Surgeon General Report1 ではレベル１：科学的証拠

は因果関係を推定するのに十分であると評価された。

しかし，2015年に発表されたPanらによる系統的レビ

ューでは観察研究から得られたデータの不確実性を

考慮し，因果関係には言及されなかったが、生物学

機序について，喫煙が腹部肥満、酸化ストレスと炎

症を通じてインスリン抵抗性および高血糖につなが

ることが説明可能であると述べている 2。喫煙と肺癌リ

スク（日本人での RR≒3~5）などと比べると， 2 型糖

尿病リスクとの関連は弱く（RR≒1.4），例えば「健康

志向」を考慮することでその関連が説明されるかもし

れない。ただ，米国 Surgeon General Report では交

絡要因が調整された研究に限っても統合相対リスク

は変わらなかった。禁煙後短期的に 2 型糖尿病リス

ク上昇がみられるが、長期的には現在喫煙者よりリス

クが低下することが示されている。以上のことから，

本研究班は，「科学的証拠は、喫煙と 2型糖尿病リス
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クとの因果関係を推定するのに十分である（レベル

1）」と評価した。今後，喫煙と関連する遺伝子多型を

用いた研究を行うことのほか，禁煙後の耐糖能変化

を解明することにより 28,29，喫煙と 2 型糖尿病との因

果関係が明らかになるものと期待される。 
 
E 結論 
1. 科学的証拠は，喫煙と 2型糖尿病リスクとの因果

関係を推定するのに十分である（レベル 1）。 
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A．研究目的 

近年、胎児期および出生後早期の環境、特に栄

養状態がその後の健康状態や疾病に影響するとい

う Developmental Origins of Health and Disease 

（DOHaD）説が、以前より知られている「成人病胎児

期発症説（Fetal programming）」やイギリスの Barker

博士による「Barker 仮説」などとともに広く知られるよ

うになり、胎児期や小児期の発育・発達が注目を集

めている（1）。これらの仮説では、特に、胎内での低

栄養やそれによる発育不良、さらには出生後早期の

急激な発育が成人における心血管系疾患を含む慢

性疾患に関連していると考えられている（1-5）。その

ため、胎内での適切な発育が、将来の健康状態に

つながる重要な要素であると考えられ、子宮内胎児

発育遅延（ IUGR ）や低出生体重児、Small for 

gestational age （SGA）児などが、DOHaD 説におけ

る発育不良の指標として重要だと考えられている。 

わが国における低出生体重児の割合は 1976年に

男児 4.5%、女児 5.3%であったのに対し、2012 年で

は男児 8.5%、女児 10.7%と増加傾向を示している

（6）。このことから、将来の心血管系などの慢性疾患

を予防するために、胎内発育を改善する必要がある

と示唆されている。 

これら胎内発育に影響する重要な因子の一つが

妊娠中の喫煙である（7-10）。本研究においては、妊

婦や子育て中の母親を中心に、若い女性の喫煙の

現状とその胎内発育に与える影響を、国際的に発信

されている日本人と対象とした研究を中心に概説す

ることを目的とした。 

 

B．研究方法 

まず、国内外の若い女性、妊娠中の女性の喫煙

状況について、国の統計データなどをもとに記述し

た。 

さらに、妊娠中の喫煙が胎内での発育に与える影

響について、「("Smoking"［Mesh］) AND 

"Pregnancy"［Mesh］ AND Japan」というキーワードを

用いて PubMedで検索した。抽出された文献につい

て、能動、受動喫煙が胎内発育に与える影響を概説

した。 

 

C．研究結果 

1．わが国における喫煙率 

まず、妊婦、子育て中の母親に限らず、わが国に

おける成人女性の喫煙率について述べる。わが国

では、厚生労働省の国民健康栄養調査（11）、そし

て日本たばこ産業株式会社（旧日本専売公社）（12）

が成人の喫煙率を調査している。まず、国民健康栄

養調査によると、20～29歳、30～39歳の喫煙率は、

1989（平成元）年にそれぞれ 8.9%、11.7%であった

が、次第に増加し、2000（平成 12）年には 20.9%、

18.8%となった（11）。その後ほぼ横ばいの時期が続

研究要旨 

近年、胎児期および出生後早期の環境、特に栄養状態がその後の健康状態や疾病に影響するという

Developmental Origins of Health and Disease （DOHaD）説が広く知られるようになり、胎児期や小

児期の発育・発達が注目を集めている。特に、妊婦や子育て中の喫煙は、これらの発育・発達に影響を

及ぼすことが示唆されており、国際的にも重要な公衆衛生学的問題の一つである。そのため、まず、日

本人を対象とした科学的なエビデンスを蓄積していくことが重要である。 
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いたが、2000 年代後半に入ると徐々に低下し、2013

（平成 25）年はそれぞれ 12.7%、12.0%と報告されて

いる（11）。一方、日本たばこ産業株式会社の調査で

は、20歳代、30歳代の喫煙率は、1965（昭和 40）年

にそれぞれ 6.6%、13.5%であったが、その後徐々に

増加し、2002（平成 14）年にはそれぞれ 24.3%、

20.3%となった（12）。直近のデータである 2014（平成

26）年では、それぞれ 10.0%、13.0%となっており

（12）、国民健康栄養調査の報告とほぼ同程度となっ

ている。つまり、成人女性の喫煙率は、2000 年前後

をピークに増加していたが、その後徐々に減少して

いることが示唆される。 

一方、未成年の喫煙についても、成人の喫煙率

の低下と同様の傾向が示唆されている。1996（平成

8）年、2000（平成 12）年、2004（平成 16）年に行われ

た全国調査では、高校 3 年生女子の喫煙経験率が、

それぞれ 38.5%、36.7%、27.0%と報告されている

（13）。毎日喫煙率についても、それぞれ 7.1%、8.2%、

4.3%となっており（13）、若年女性の喫煙率は低下傾

向にあると考えられる。 

さて、これらの若い女性のうち、妊婦の喫煙率に

ついては、厚生労働省が 10年に 1回、乳幼児身体

発育調査の中で報告している（14）。過去3回の調査

結果は、1990 年は 5.6%、2000 年は 10.0%、最近の

2010 年は 5.0%となっており（14）、若い女性の喫煙

率と同様の傾向を示していると考えられる。さらに

2011（平成 23）年から参加者の募集を開始した、環

境省の「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコ

チル調査）」でも、妊娠初期の喫煙率について報告

しており、全体では現在喫煙率が 5%、妊娠後に止

めた割合が 13%であるが、25 歳未満ではそれぞれ

9%、25%と高くなっていた（15）。この二つを合わせ

た、妊娠判明時点での喫煙率には地域差があること

も報告されており、最も低いユニットセンターでは

6.7%、最も高いユニットセンターでは 26.7%となって

いた（16）。 

また、子育て中の母親の喫煙について、児の出生

後 6 ヶ月時点の喫煙率については、厚生労働省が

実施している 21世紀出生児縦断調査（平成 13年出

生児）と21世紀出生児縦断調査（平成22年出生児）

の第 1 回調査で報告されており、平成 13 年出生児

の調査では全体で 17.4%、特に 19 歳以下では

44.3%、20～24歳では34.7％と高くなっていた（17）。

また平成 22 年出生児の調査においては、全体で

7.0%と低下傾向を認めたものの、19 歳以下では

22.6%、20～24 歳では 16.9%とやはり若年の母親で

全体よりもかなり喫煙率が高くなっていた（17）。 

さて、このような妊娠中の喫煙に関連する因子を、

1996年度から 2000年度、2001年度から 2006年度

の 2000 年を挟んだ 2 つの時期について、われわれ

が検討したところ、両方の時期でパートナーの喫煙と

朝食欠食が有意に関連しており、また後半の時期で

は、予定外の妊娠であることが有意に関連していた

（18）。さらにわれわれは山梨県甲州市で、市と共同

して母子保健に関する縦断調査を実施しており、

1999 年から 2006 年に児を出生した母親について、

妊娠届出時から1歳6ヶ月健診時までの喫煙状況の

変化を報告している（19）。この中で妊娠届出時の喫

煙率は 7.3%、1 歳 6 ヶ月健診時の喫煙率は 16.8%

であったが、妊娠届出時には禁煙したと回答したも

のの、その後 1歳 6 ヶ月健診時までに再喫煙した母

親は 39.3%であり、特に妊娠に気づいて禁煙した母

親においては半数以上の 52.9%が再喫煙していた

（19）。また、出産後の再喫煙については、Yasuda et 

al.が 2009年に全国で実施した乳幼児健診における

調査で報告している（20）。その結果、調査に参加し

た 15.8%の女性が喫煙しており、妊娠中の喫煙率は

5.1%、出産後の喫煙率は 11.3%となっていた（20）。

さらに妊娠時に喫煙していた女性のうち、31.1%はそ

のまま妊娠中も喫煙し、さらに妊娠中に禁煙した女

性のうち 41%が出産後に再喫煙していた（20）。 

このように、妊婦および子育て中の母親の喫煙率

も、2000（平成 12）年前後を境に増加から減少へと

転じていることが示唆されているが、若年妊婦の喫

煙率は妊婦全体、また同年代の女性に比べても高く、

若年妊婦にターゲットを絞った喫煙対策を実施する

必要性が明らかになっている。 

 

2．諸外国における喫煙率 

一方、海外における若年女性の喫煙率について、

National Tobacco Campaign という国レベルの喫煙対

策を実施しているオーストラリアの例を紹介する。ま

ず 18歳以上の成人女性における喫煙率は 2001（平

成 13）年に 21.2%であったものが 2011--12（平成
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23--24）年においては 16.3%と減少している（21）。し

かし、25～34 歳における喫煙率はその中でも最も高

く、21.1%となっている（22）。また、未成年（15～17

歳）においては、9%と男性（5%）よりも喫煙率が高く

なっている（27）。なお、男性全体の喫煙率も 20.4%

であり、男女間の喫煙率の差が小さいことがわが国と

の大きな違いである（21）。一方で、妊婦の喫煙率は

2010 年で 11.7%とわが国よりも高くなっている（23）。

また、アメリカの Centers for Disease Control and 

Prevention は、妊娠前から妊娠中、そして出産後の

喫煙率を報告している（24）。その結果、2001 年はそ

れぞれ 23.6%、13.3%、18.6%、2010 年は 24.7%、

12.3%、17.2%とほぼ横ばいであることが示されてい

る（24）。OECD のデータでも、わが国の喫煙率は他

の国よりも低いことが示されており（25）、これらのデ

ータから、わが国における若年女性、また妊婦の喫

煙率は欧米諸国よりも一般的には低いことが示唆さ

れる。 

 

3．妊娠中の喫煙と胎内発育に関する国外での検討

のまとめ 

1957年に Simpsonと Lindaは 1日に 10本以上喫

煙する母親から生まれた子どもの出生体重は、非喫

煙の母親から生まれた子どもと比べて平均 200g小さ

いことを報告した（26）。このように、妊娠中の喫煙が

出生体重を減少させることは、 1964 年の米国

Surgeon General Reportでも、社会階層を考慮したう

えで報告されている（27）。それ以降、さまざまな報告

がなされ、現在では、因果関係はほぼ確立したもの

とみなされている。その理由としては、ほとんどの報

告で一致した結果が得られていること、量反応関係

が観察されていること、いくつかの研究では禁煙によ

り胎児発育が改善していることが挙げられている

（28）。また、欧米の研究では、妊娠中の喫煙が出生

体重に与える影響が、妊婦の年齢が高くなるにつれ

て大きくなることが示されており（29-31）、卵子の質が

喫煙曝露の累積により影響されるという報告がある

（32）。喫煙と、出生体重に関連すると示唆される他

の因子との複合的な影響についてもさらに検討を進

める必要がある。これらの結果から、最新の米国

Surgeon General Report でも、Level 1（Evidence is 

sufficient to infer a causal relationship.）としている

（33）。一方、妊婦の受動喫煙の影響についても、メ

タアナリシスにより受動喫煙していた妊婦からの児の

出生体重が約 50g有意に減少することが示されてい

る（34）。また妊娠後期の妊婦の尿中コチニンを測定

し、出生体重との関連を検討した研究においても、

受動喫煙していると思われる妊婦から生まれた児の

出生体重が 109g減少することが示されている（35）。

これらから、妊婦の受動喫煙についても米国

Surgeon General Report ではLevel 1と判定されてい

る（33）。 

 

4．妊娠中の喫煙と胎内発育に関する国内での検討

のまとめ 

まず、妊婦の能動喫煙について、Miyao らは、

1990年から 1992年に愛知県で出生した児を対象に、

妊娠中の喫煙の影響を検討したところ、出生体重に

は有意差を認めなかったものの、妊娠中の喫煙が出

生児の頭囲を有意に減少させると結論づけている

（36）。しかしながら、曝露状態をマッチさせた研究デ

ザインであり、対象者数も 94 人と限られていることか

ら、結果の解釈を慎重に行う必要がある。Maruoka ら

は、福岡県の幼児を対象に低出生体重児の要因に

関する調査を後方視的に実施した（37）。その結果、

妊娠中の非喫煙者に比べ、喫煙者では有意に低出

生体重児を出生しやすく、さらに出生順位による交

互作用が存在することが示唆されている（37）。

Matsubara らは、名古屋市における約 15000 人の妊

婦を対象にコホート研究を実施し、妊娠中の喫煙に

より出生体重が 96g ほど有意に減少することを報告

している（38）。また、Ohmi らは人口動態統計と国民

健康栄養調査データを用いた生態学的な検討によ

り、1970 年代からの低出生体重児の増加が、特に

30 代女性の喫煙率の増加とやせ傾向と関連してい

ることを示唆している（39）。Ohmi らはまた、1994 年

から 1997年に北海道の一部町村におけるに 3歳児

健診受診者を対象に、後ろ向きに妊娠中、特に 3rd 

Trimester の喫煙と出生体重の関係を検討している

（40）。z-score を用いて出生体重を評価したところ、

正期産児においては、喫煙が有意に出生体重また

身長を減少させ、また喫煙本数についても量反応関

係が認められた（40）。また、Ojima らは栃木県で症

例対照研究を実施し、1998 年から 1999 年にかけて
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出生した低出生体重児と、同時期に出生した全ての

児のうち 1/50 を対象として抽出し、低出生体重児に

ついて、妊娠前、妊娠中の喫煙および受動喫煙の

人口寄与危険割合を計算した（41）。その結果、妊

娠前および妊娠中の喫煙については 8.8%、7.0%、

低出生体重児の予防に、妊婦本人の喫煙が有効で

あることを報告している（41）。さらに Takimoto らは、

厚生労働省が 10年に 1度実施している乳幼児身体

発育調査（14）の 1990年、2000年のデータを用いて

低出生体重児と関連する因子を探索したところ、妊

娠中の喫煙も有意に関連していたが、その人口寄与

危険割合は 1990年で 6.4%、2000年で 7.4%となり、

低出生体重児の増加に大きく寄与していないことを

示唆している（42）。 

これまでの研究が実施された時期は、日本におけ

る妊婦の喫煙率が上昇してきた時期と一致している。

これ以降の検討は、日本における妊婦の喫煙率が

低下し始めたと思われる時期のものである。 

Tsukamotoらは 2002年から 2003年に東京都内の

医療機関で出生した正期産の単胎児を対象に、後

ろ向きに妊娠中の喫煙と SGAについて検討し、1日

10 本以上喫煙する場合に有意に SGA のリスクが上

昇することを示した（43）。われわれも前述の早産に

関する影響の検討とともに、1995年から 2000年に山

梨県甲州市で出生した児を対象に、コホート研究と

して妊娠中の喫煙が有意に低出生体重児と SGAに

関連していることを報告している（44）。さらに 2004年

に、山梨県の吉田保健所管内において症例対照研

究を実施し、低出生体重児に関する要因を後ろ向き

に調査したところ、妊娠中の喫煙が有意（オッズ比

3.4）に低出生体重児と関連していることを報告した

（45）。Nijiati らは 2006年に広島県呉市の乳幼児健

診を受診した児を対象に、後ろ向きに妊娠中の喫煙

と出生体重について検討したところ、妊娠中に禁煙

した群では非喫煙群と有意差を認めなかったが、喫

煙群では有意差を認めたと報告している（46）。また

Watanabe らは、2003 年から 2004 年に東京都内の

医療機関で出生した単胎児を対象に、妊娠中の 1

日 10本以上の喫煙が SGAと有意に関連し、出生体

重を 110g 程度減少させることを報告した（47）。Yila

らは、北海道における出生コホート研究で実施した、

分子遺伝学的な出生体重に関する検討の中で、妊

娠中の喫煙が出生体重に与える影響を検討しており、

非喫煙者に比べ、喫煙者では 85g 程度、有意に減

少したことを示している（48）。福岡県と沖縄県の産

科医療施設で参加者を募集したMiyake らの報告で

は、妊娠期間中喫煙していた場合は、SGA のリスク

が有意に上昇し（オッズ比 2.9）、さらに出生体重を約

170g 減少させるが、低出生体重児との有意な関連

は認めなかったと報告している（49）。喫煙による出

生体重の減少に関しては、われわれも山梨県甲州

市において 1991年から 2006年に出生した単胎児を

対象に、妊娠中の喫煙、あるいは妊娠前後の禁煙

が出生体重に与える影響を検討し、喫煙者では

120-150g程度出生体重を減少させるが、禁煙した場

合には有意な影響がないことを報告している（50）。

また、Terada らは前述の日本産科婦人科学会の周

産期データベースを用いて、2006 年と 2010 年に出

生した正期産児を対象に、妊娠中の喫煙と出生体

重について、喫煙者で約 108g出生体重が減少する

ことを示している（51）。また、環境省が実施している

出生コホート研究である「子どもの健康と環境に関す

る全国調査（エコチル調査）」の全国データを用いて、

われわれは妊娠中の喫煙により、非喫煙群に比べ

約 130g 出生体重が減少することを、妊娠高血圧症

候群など妊娠中の合併症、妊娠前の体格、妊娠中

の体重増加、社会経済的状況（年収）などを調整し

たうえで示した（52）。また、女児においては、有意で

はないものの（p=0.06）妊娠初期での禁煙群でも非

喫煙群に比べ、約 40g 出生体重が減少する可能性

も示された（52）。 

一方、妊婦の受動喫煙が胎児発育に与える影響

についての検討は、能動喫煙に比べ限られている。

まず、1987 年に Ogawa らは、愛知県の産科医療施

設で分娩した単胎 6831 人を対象に、妊娠中の受動

喫煙の影響を検討している（53）。その結果、受動喫

煙による出生体重の減少は 10.8g 程度と極めて小さ

く、胎児発育に与える影響は、日本人では限定的で

あると結論づけた（53）。また、Matsubara らは、前述

の名古屋市における約 15000人の妊婦を対象とした

コホート研究で、受動喫煙とみなすことのできる父親

の喫煙については、有意な体重減少を及ぼさなかっ

たことを報告している（38）。Yila らは、前述の北海道

における出生コホート研究で、非喫煙者に比べ、受
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動喫煙のみでは出生体重の有意な減少は認めなか

ったことを示している（48）。 

 

D．考察 

まず、わが国の若い女性の喫煙率については、国

民健康栄養調査によると、1990年前後から次第に上

昇し、2000（平成 12）年には 20.9%、18.8%となった

（11）。その後 2000 年代後半に入ると徐々に低下し

ていた。一方、日本たばこ産業株式会社の調査でも、

20歳代、30歳代の喫煙率の推移は、国民健康栄養

調査の報告とほぼ同じ傾向となっている（12）。つまり、

成人女性の喫煙率は、2000 年前後をピークに上昇

していたが、その後徐々に低下していることが示唆さ

れた。妊婦の喫煙率については、全国的に実施され

ている調査は、乳幼児身体発育調査だけであるが、

こちらも 2000 年を境に上昇から低下へと転じている

（14）。しかしながら、各地域においても、妊娠届出な

どを利用した調査は限られており、今後、このような

届出の機会を利用して全国的な喫煙率をモニタリン

グしていくべきであろう。 

また、わが国において妊娠中の喫煙と出生体重

（低出生体重児、SGA）の関連を前向きに、しかも地

域ベースで検討した研究は限られているものの、少

なくとも妊娠中の妊婦自身の喫煙は出生体重あるい

は、身長、頭位などの体格に関連した指標を有意に

減少させるとともに、低出生体重児や SGA となること

と有意に関連していることが示唆された。一方で、受

動喫煙の出生体重に与える影響に関しては、さらに

検討が少なく、これからエビデンスが集積される必要

性が高いが、現時点では出生体重に与える大きな

影響はないことが示唆された。 

 

E．結論 

成人女性、また妊婦の喫煙率は、2000 年前後を

ピークに上昇し、その後徐々に低下していることが示

唆された。 

また、妊婦の能動喫煙については、国内でも因果

関係を示唆するさまざまなエビデンスが得られており、

海外の結果と併せ、子宮内胎児発育遅延、出生体

重の減少およびそれらの結果としての低出生体重児

との因果関係が認められると考えられた。 

一方で、受動喫煙については、そもそも日本人の

体格が小さいために、喫煙の影響によると思われる

体重減少が少なくなっていることも、国内での検討で

有意な結果が得られていない一因と考えられるが、

これまでの検討だけでは、海外のエビデンスを支持

するためには不十分であると思われた。 
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たばこの医療費・生産性損失評価に関する調査研究 

 

研究分担者 五十嵐 中 東京大学大学院薬学系研究科医薬政策学 特任准教授 

研究分担者 福田 敬 国立保健医療科学院医療・福祉サービス研究部 部長 

研究協力者 後藤 励 京都大学経済学部 准教授 

 
A. 目的 

 本分担研究では、最終的にはモデル分析や文献レ

ビュー・新規の断面調査などを統合した多面的な研

究結果に基づき、たばこの経済影響の定量化とさらな

るたばこ政策の推進に向けた政策提言を目指してい

る。 

 本年度は、分担研究者が進行中・過去に実施したこ

の領域の分析などをもとに、次年度以降に実施すべ

き課題を抽出し、そのプロトコールを策定することを目

的とした。 

 なおここでの「たばこの経済影響」は、単なるたばこ

関連疾患の医療費支出にとどまらず、たばこ対策の

費用対効果、すなわち健康面への影響も考慮した研

究をも取り扱うものである。 

  

B. 対象と方法 

 分担研究者らは、広い意味での禁煙政策の費用対

効果を明らかにすべく、種々のモデル分析や調査を

実施してきた。本年度はこれらを拡張しつつ禁煙政策

にまつわる論点整理をすることで、政策提言に役立つ

経済的なエビデンスを提供するための研究方針を策

定した。 

  

C. 結果 

＜禁煙対策の費用対効果の評価モデルについて＞ 

 過去の分担研究において、禁煙成功者と禁煙失敗

者（喫煙継続者）それぞれに関し、生涯の医療費と期

待生存年 (期待 LY)・期待 QALYを算出する医療経

済評価モデル (マルコフモデル) を構築している。 

 このモデルはさまざまな禁煙政策の費用対効果評

価に応用され、2006年のニコチン依存症管理料導入

の際には中医協にもこのモデルによる分析結果が提

出された。ただし、複数回の禁煙試行を考慮できない

こと、疾患にかかるタイミングが限定 (5年を1サイクル

としており、1サイクルには一つの病気しか罹患しな

い）されていることなど、さまざまな限界があった。この

ような限界点を克服できる新たなモデルとして、

Discrete Event Simulation モデル (DESモデル、離

散イベントシミュレーションモデル)に基づく禁煙の経

済評価モデルを米国の研究をもとに開発した。DES

モデルでは、疾患にかかるタイミングを任意に設定で

きることに加え、一度禁煙に失敗した喫煙者が再度禁

煙にチャレンジすることや、複数回の禁煙試行を通し

た累積的な禁煙期間の考慮が可能である。例えば「1

回目の試行で 2 年間禁煙に成功したが、その後失敗。

2回目の試行では再喫煙がなく、10年間禁煙を維持

研究要旨 これまでに構築した禁煙治療の費用対効果に関する評価モデルや分析結果をもとに、政策提

言に役立つエビデンスを提供できる評価手法を検討した。禁煙治療の費用対効果評価としては複数回の

禁煙試行を評価できるモデルを構築し、また多面的な喫煙の経済損失を測定するために、

absenteeism/presenteeism双方を評価できる断面調査を設計した。多様な介入の中で禁煙政策の重要性を

明らかにする際に、これらのデータが果たすべき役割は大きい。 
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できている」ような喫煙者について、2年間＋10年間

=12年間分の禁煙の影響を捕捉できる。 

 DESモデルを用いて、意思のみ・NRT・バレニクリン

3つの介入の費用 (医療費と、早期死亡にともなう生

産性損失）とアウトカムを推計した。 

 NRTやバレニクリンを使うと、意思のみで禁煙を試

みた場合と比較していずれも費用は安く、アウトカム

は改善する dominant となる。 

 NRTを使用した場合は医療費削減額が 15.2万円、

生産性損失の削減額が 19.8万円で、0.07QALYの増

大を見込める。 

 バレニクリンを使用した場合は医療費削減額が 17.6

万円、生産性損失の削減額が 31.4万円で、

0.10QALYの増大を見込める。 

 より実態に近いモデルを使った分析でも、禁煙治療

が費用対効果に極めて優れる介入であることが明ら

かになった。 

 保険による禁煙治療、いわゆる「ニコチン依存症管

理料」の算定に関しては、2016年 3月までブリンクマ

ン指数 (1日喫煙本数×喫煙年数)200以上という制限

が課せられていた。この制限のために、特に喫煙年

数の浅い若年層で禁煙治療が受けられない状況が

生じていた。ブリンクマン指数撤廃に向けた中央社会

保険医療協議会での折衝の場では、モデルから試算

した 20歳代の医療費削減効果のデータが参考資料

として提示された。先述の通り、2006年のニコチン依

存症管理料導入に関する議論の場でも、モデルから

試算した NRT・禁煙指導の費用対効果のデータが用

いられている。新規導入にせよ適応範囲の拡大にせ

よ、保険者の立場からすれば、給付金額の増大に見

合ったメリットが得られるかどうかを医療費削減・健康

アウトカムの改善の双方から評価するのはある意味必

然とも言える。 

 構築したモデルはバレニクリンをベースラインとして、

バレニクリンと比較したハザード比からその他の禁煙

対策の費用対効果を推計する構造をとる。そのため、

今後の禁煙治療の保険適用拡大に資するエビデンス

を構築するためには、モデルの修正が必要となる。次

年度以降、モデルをより精緻化しつつ、一人の喫煙

者が禁煙に成功した際の期待医療費・期待健康アウ

トカムを算出できるモデルを構築する予定である。 

＜喫煙者の生産性損失について＞ 

 たばこの経済影響は、医療費損失の側面だけでは

捕捉できない。医療費以外の損失として重要なのが、

労働生産性への影響、すなわち生産性損失 

(productivity loss)である。この生産性損失について、

前述の DESモデルでは早期死亡 (premature death) 

による生産性損失を組み込んだ推計を行っている。し

かし、たばこ関連疾患に伴う生産性損失の推計は、

早期死亡のみでは不十分とも言える。 

 一般的に生産性損失は、仕事を休む・辞めるなどの

仕事が「できない」損失 (休業損失)の absenteeism部

分と、仕事のパフォーマンスが低下する仕事が「はか

どらない」損失の presenteeism部分とに大別される。

早期死亡の生産性損失は、absenteeismのさらに一部

分に限定されており、absenteeismだけ見ても病状悪

化の生産性損失 (病状が悪化して仕事を辞める・減

らす)や治療を受けるための生産性損失 (入院・通院

のために仕事を休む）など、多くの要素が考えられる。 

 さらにたばこ特有の問題として、勤務時間中に喫煙

のために離席をすることにともなう生産性の低下があ

る。この点については、過去の研究でも費用推計が

試みられている。多面的な生産性損失を捕捉すること

は、たばこの経済損失を正確に推計するためには不

可欠といえる。 

 これらの点を踏まえて、生産性損失に関する断面調

査を計画した。 

 具体的には、以下の 2点を踏まえて調査を設計し

た。 

 i) 生産性損失の多面的な捕捉 

 早期死亡の損失にとどまらず、absenteeism・

presenteeismの双方に関し、広汎な生産性損失の捕

捉をはかる。通常の presenteeismの質問票では評価

が難しい離席による仕事効率低下 (喫煙者自身は

「生産性低下」を認識していないため、一般的な質問

票では捉えきれない）については、別個調査票を設
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計する。他領域での調査および少人数でのパイロット

調査の結果から、調査表としてはWork Productivity 

Impairment Questionnaire (WPAI)が最適と判断した。 

  ii) 超過費用の測定 

 生産性損失に関しては、非喫煙者もある程度健康

上の問題で仕事を休んだり効率が低下することが想

定できるため、単純な「喫煙者一人あたりの生産性損

失」×「喫煙人口」の推計を行うと、たばこの経済損失

を過大推計することになる。保守的な (控えめな)推

計を期すべく、非喫煙者との差分として定義される超

過損失を計算する方針で調査設計を実施した。その

ため、比較対照として非喫煙者に関しても調査を行う

プロトコールとした。 

 この方針に従い、既存のデータベースを利用した研

究と、webパネルを利用した新規の調査を計画した。

次年度以降に解析結果をまとめる予定である。 

 

D. 考察 および E．結論 

 禁煙介入の費用対効果を多面的に捕捉すべく、喫

煙者と禁煙者の医療費を比較でき、なおかつ複数回

の禁煙試行の効果を組み込めるような費用対効果推

計モデルと、喫煙者の超過生産性損失を推計する調

査のプロトコールを設計した。これらの調査結果をもと

に、次年度以降にさらなる禁煙政策の推進に向けた

エビデンスを構築できる。 

 多種多様な領域の介入の中で、禁煙介入の重要性

を評価するには、無治療との比較のような絶対的な評

価 (禁煙治療の領域内での評価)のみならず、他領

域の治療・予防介入と比べた禁煙治療の相対的な費

用対効果の評価が不可欠である。この点で、疾患横

断的なアウトカム指標である質調整生存年 QALY・生

存年LYをベースにした推計が実施できることは、大き

なメリットになると考える。 

 

F. 健康危険情報 

（総括研究報告書にまとめて記入） 

 

G．研究発表 

1．論文発表 

1) Igarashi A, Goto R, Suwa K, Yoshikawa R, et al.  

Cost-Effectiveness Analysis of Smoking 

Cessation Interventions in Japan Using a 

Discrete-Event Simulation.Appl Health Econ 

Health Policy. 2016; 14(1): 77-87. 

 

2．学会発表 

なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
なし 
 
2. 実用新案登録 
なし 
 
3.その他 
なし
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たばこの経済評価 

 

研究分担者  平野 公康  国立がん研究センターがん対策情報センターたばこ政策支援部 研究員

 
 

A. 研究目的 

 たばこの生産・製造・販売・消費など経済活動全般

について評価すること 

 

B. 研究方法 

 たばこの生産、製造、販売、消費など、たばこ産業

の経済活動全般について、『新版 喫煙と健康―喫

煙と健康問題に関する検討会報告書』（平成 14年 5

月）が発表された以降の変化を対象として、包括的

評価の見直しを行った。たばこ市場の環境変化、諸

規制の導入、たばこ事業者の変遷などを考慮して、

産業構造の変化を包括した。 

 

（倫理面への配慮） 

新たなデータは収集せず、既に発表された論文

や報告等を収集し、必要なデータを更新して検討す

るため、倫理的な問題は生じないものと考える。 

 

C. 研究結果 

1. わが国におけるたばこの流通 

① たばこ事業法制と国の関与 

 わが国では、たばこ事業法および日本たばこ産業

株式会社法（JT 法）が定められ、これらの法制に基

づいて国がたばこ関連産業へ関与している。 

まず、葉たばこの買い入れについて、JT は事前に

耕作者と契約を締結した上で、契約に基づいて生産

された葉たばこの全量を買い入れるものとされている。

買い入れ価格は、JT 内に設置された葉たばこ審議

会の意見を尊重しなければならないとされており、現

状では外国産の輸入葉たばこの約 3倍の高値となっ

ている【1】。たばこ事業法は、JT に対して、国産葉た

ばこのすべてを買い入れることを法的に義務付ける

ものではない。しかしながら、政府による株式保有を

背景に、JT の経営判断として全量買取がこれまで継

続されているとされている【2】。これは JT法により、JT

株の政府保有義務は「発行済株式総数の 3 分の 1

超」と定められており、重要な経営事項に対して政府

の関与が確保されているためである。 

 一方で、割高な国産葉たばこを買い入れる JTの経

営負担への見返り措置として、たばこの製造は JTの

研究要旨 
 日本たばこ産業株式会社（JT）による国内製造の独占、国内産葉タバコの全量買取、小売販売店の設
置及び小売定価の認可制など、製造から流通までの各段階において、たばこ産業への政府の関与がある。 
たばこ販売チャネルの主役は、たばこ販売専業店が設置する自動販売機からコンビニエンスストアへ

交代してきた。自動販売機の深夜稼働自主規制および成人識別 IC カード（taspo）の導入は、この変
化を加速させた。現在では、たばこ販売の約 3分の 2はコンビニエンスストアが担っており、コンビ
ニエンスストアにとっても、たばこは全体売上の約 4分の 1を占める商材となっている。 
世界のたばこ市場では、合併・再編を通じて、国際たばこ資本への寡占化が進んでいる。わが国の日

本たばこ産業株式会社（JT）は、1999年の RJRインターナショナルの買収、2007年のギャラハー買
収を成功させ、世界第 3 位の地位を確立してきた。現在では、海外のたばこ事業の売上高、利益はい
ずれも国内たばこ事業の約 2 倍の規模となっており、半分以上を海外で稼ぐグローバル企業に成長し
ている。 
JT が高い市場シェアを占めている日本、旧ソ連地域などは、他の先進諸国に比べてたばこの価格が
低いため、値上げによる利益成長の余地が大きいとされる。 
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独占となっている。また、JTが国内製造を独占するこ

との弊害を防ぐため、JTから小売店への卸売価格の

最高販売価格は認可制となっている。 

 さらに、小売販売店の設置は認可制、小売価格は

財務大臣認可による定価制とされている。このため

小売販売店にとっては、卸売価格の上限と販売価格

の両側で認可制が採られている結果として、それら

の価格差、いわゆる販売マージンが一定となってい

る【2】。 

 

② 輸入たばこの拡大 

 JT がまだ専売公社の時代、日米貿易摩擦が深刻

な政治問題とされ、5 カ国蔵相会議（G5）でドル高修

正のために為替市場への協調介入が合意（プラザ

合意）された昭和 60 年（1985 年）に、外国たばこの

輸入、販売が自由化された。昭和 62年（1987年）に

は、輸入たばこ（紙巻きたばこ）の関税が無税となり、

国内たばこ市場が海外のたばこ会社へ解放された。

これ以降、国内たばこ市場における JTのシェアは一

貫して低下傾向にある。現在では、輸入品の割合は

約 4割に達し、国産品の割合は約 6割まで下がって

きている【1】。これには、平成 17年（2005年）に JTが

フィリップモリス「マールボロ」のライセンス生産・販売

を終了し、海外製の輸入品に切り替わった影響も大

きい【3】。 

  

③ 製品の流れ 

国内生産されたたばこは、JT 子会社により配送さ

れ、小売り事業者に売り渡され、消費者に売られる。

また、輸入された外国たばこは、通関手続きの上、

流通基地・センター、営業所を経て、販売店に届け

られる【1】。  

 

2. 小売販売店の状況 

① 小売販売店数 

小売販売店の数は約 26 万店で、近年は減少傾

向にある。たばこ小売販売店数については、平成 13 

年の 30.7 万店をピークに、近年緩やかな減少傾向

にあり、平成 26 年度は 26.5 万店であり、JT発足当

時の 26.7 万店とほぼ同水準である。ただし、コンビ

ニやスーパーなど企業系小売店が増加する一方で、

専業店が多いと言われる全国たばこ販売協同組合

連合会に加入する小売販売店数は、JT 発足当時の

22.8 万店から 6.9 万店と大きく減少している【2】。 

 

② 小売店を取り巻く環境変化と主役交代 

 以前は、たばこ自動販売機が販売金額の大きな割

合を占めいていた。平成 7年（1995年）には、たばこ

自動販売機の売り上げは約 1 兆 5000 億円に達し、

たばこ総販売金額の約 40%を占めていた【4】。 

 未成年者の喫煙防止の観点から、平成 8 年（1996

年）よりたばこ業界による自動販売機の深夜稼働自

主規制（23 時から 5 時）が、さらに 2008 年には成人

識別 ICカード（taspo）が導入された。 

これらの影響もあり、終日営業の割合が高く、taspo

なしでたばこを入手できるコンビニエンスストアの位

置づけが大きくなってきた。現状では、たばこ販売全

体の約 2/3がコンビニストアとなっている【5】。自動販

売機の販売比率は、設置主のたばこ販売店におけ

る対面販売を含めても、約 20%にとどまっている。 

taspo による成人認証や、店頭販売時たばこを買う

客への年齢確認が販売者に義務づけられたことによ

って、未成年者の喫煙による補導件数は減少してい

る【7】。taspo が導入された 2008 年の前後は、とりわ

け減少幅が大きくなっていた。 

 

3. 不正取引 

 たばこ税の引き上げや販売の規制にともなって、

税金逃れを目的としたたばこ製品の不正取引の発

生や増加が懸念されるところである。 

 世界保健機関（WHO）は、世界で消費されている

紙巻きたばこ 10 本に１本が密輸や偽造など不法取

引によるものだと警告し、各国に対策強化を促す声

明を出した。こうしたたばこ製品の不法取引によって

世界で年間推定 310億ドル（約３兆８千億円）の税収

が失われているという【8】。不正取引から、たばこ業

界や犯罪組織が不当な利益を得て、そのツケ、たと

えば保険や医療保障にかかるコストを、一般社会が

払わされることになる。さらには、不正取引により安

価なたばこが出回れば、未成年や収入の少ない若

者らのたばこ消費量を増やす要因もなりうる。 

WHO は、毎年 5 月 31 日、『世界禁煙デー10』と

いうグローバル・キャンペーンを行い、喫煙による健

康被害に焦点を当て、効果的な対策を提唱している。



 

49 
 

テーマは毎年変わるが、2015 年は『タバコの不法取

引を止めよう』が掲げられ、不法取引を無くすよう各

国に呼びかけが行われた。 

わが国においても、実際に次に挙げられるような

ニュースが報道されており、不正取引と無縁とは言

い切れない状況にある。 

◯ 不正輸入 

◯ 闇たばこ販売 

◯ JT子会社、代理業者が関与した密貿易【9】 

◯ JT子会社による経済制裁逃れ 

 

4. 国際たばこ資本の再編 

① たばこ市場の寡占化 

たばこ産業は、大手企業のグローバル展開が進

んでいる代表的な業種となっており、世界的に国際

大手企業による寡占化が進んでいる【1】。 

日本たばこ産業株式会社（JT）は、RJR インターナ

ショナル（RJRI、米国）、ギャラハー（英国）の 2 回の

大型買収を成功させ、現在は、世界 3位の国際たば

こ資本に成長している【9】。 

一方、この間に米国では、たばこ訴訟による懲罰

的な賠償が業界に影響を与えた。たばこ産業では、

米国内と米国外の販売権や事業を分割することも主

流となっている。世界首位ブランドのマールボロを有

するフィリップモリス（PM、親会社はアルトリア、米国）

は、米国外の海外販売をフィリップモリスインターナ

ショナル（PMI）に分社化した。 

 

② M&A（買収、合併）を通じた JT海外事業の成長 

1999年、JTはRJRナビスコから、米国以外のたば

こ事業を統括する RJRIを 78億ドル（当時のレート換

算で約 9400 億円）で買収した【10】。1998 年時点で

は 200億本で頭打ちとなっていた海外たばこ事業は、

RJRI買収により事業量を 10倍に拡大させた。さらに、

2007年、英国ギャラハー社を約 2兆2000億円（取得

額にギャラハー社の純有利子負債を含めた買収総

額）を買収した。 

 

③ JT、苦戦する多角化とたばこ事業への回帰 

その一方で、医薬品、飲料、加工食品は、あわせ

ても連結売上高の 20%に満たない。さらに営業利益

で見ると、より一層たばこに依存していることがわかる。

医薬事業や飲料事業は赤字傾向が続いており、冷

凍食品を中心とする加工食品事業も営業利益は僅

かである【11】。 

このような状況下で JT は、2015 年、米国レイノル

ズアメリカン(RJR)が持つナチュラル・アメリカン・スピ

リットの米国外事業の買収【12】、および飲料の自動

販売機事業の売却と撤退【13】を相次いで発表し

た。 

 

D. 考察 

コンビニエンスストアにとってもたばこの位置づけ

は大きくなってきており、商品種類別の販売金額とし

てたばこの金額および割合を公表しているローソン

では、たばこが全体の売上の約 4分の 1になってい

る【6】。割合の推移を見ると、TASPO 導入の影響が

考えられる 2008年 2月期から 2009年 2月期、およ

びたばこ税増税（2010年 10月）の影響が考えられる

2010年 2月期から 2012年 2月期において、たばこ

の割合が上昇していることが見てとれる。 

JT グループは、事業ポートフォリオの入れ換えに

より、たばこ事業への傾斜は一段と強まっている。 

たばこ事業について、 

・ まだまだアジア、アフリカ、中南米に進出余地が

あること 

・ これらの白地地域に加え、わが国やロシアなど市

場シェアの高い地域で、たばこの価格が他の先進国

と低いために値上げの余地があること 

から、「まだまだたばこで飯が食える」と JT 経営陣は

認識しているとされる【14】。2016年 4月 1日から、メ

ビウスの国内販売価格が 440円へ 10円値上げされ

る予定である【15】。JT が主力商品を増税時以外に

値上げするのは始めてであり、今後の動向注目され

ている。 

 

E. 結論 

 たばこ産業は国際大手企業による寡占化が進んで

いる。JTも 2度の大型M&Aを成功させて、世界第 3

位の国際企業グループへ成長している。 

 国内では、2008 年の taspo 導入によって、販売の

主役が自動販売機からコンビニエンスストアへと変化

してきた。たばこ耕作農家や全国たばこ販売協同組

合連合会に加入する小売販売店は、数を減らしてい
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る。 
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厚生労働科学研究費補助金 

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

分担研究報告書 
 

無煙たばこ、電子タバコの健康影響 
 

研究分担者 平野 公康  国立がん研究センター がん対策情報センター たばこ政策支援部 研究員 
 

 
 
A. 研究目的 

 無煙たばこ、電子タバコの健康影響を評価すること 

 

B. 研究方法 

 国内外で実施された研究報告を収集し、国際的な

評価がなされている場合は要約し、国内で実施され

た研究をとりまとめて国際的な評価と比較、検討する。

国内外報告を総括して、無煙たばこ、電子タバコの

健康影響について評価を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

新たなデータは収集せず、既に発表された論文

や報告等を収集し、必要なデータを更新して検討す

るため、倫理的な問題は生じないものと考える。 

 

C. 研究結果 

１. 無煙たばこ（嗅ぎたばこ） 

① 無煙たばこ（嗅ぎたばこ）の特徴 

無煙たばことは、製品を加熱・燃焼させることなく

使用するたばこ製品であり、スヌースを含む嗅ぎたば

こ、ガムたばこを含む噛みたばこなどの形態がある。

具体的には、口腔内や唇・頬と歯肉の間に留置し、

吸引することや噛むなどの方法によって使用する製

品、鼻腔より細かいたばこ混合物を吸入、吸収する

などの方法により使用する製品などがある。 

わが国では、日本たばこ産業株式会社（JT）が「ゼ

ロスタイル」という銘柄名で無煙たばこ（嗅ぎたばこ）

を発売している。スヌースは、加工したたばこの葉を

入れた「ポーション」という小袋を口に含み、頬と歯茎

の間に挟んで使用する製品である。 

 

② 無煙たばこ（嗅ぎたばこ）の健康影響 

無煙たばこに関しては、他のたばこ製品と同様、

使用者への健康影響が指摘されている。無煙たばこ

には 30 種類近くの発がん物質が含まれており、ヒト

に対する発がん性のある「グループ１発がん物質」に

分類されることが、IARC（国際がん研究機関）により

示されている【2】。 

主な含有物質は、非常に発がん性が高いタバコ

特異的ニトロサミン（TSNA）、ホルムアルデヒド、ベン

ゾピレンなどの多環芳香族炭化水素（PAH）、鉛、ポ

ロニウム-210、ウラン-235、-238 など放射性同位元素

である。 

 これらの発がん物質は、膵臓がん、口腔がん、食

道がんの原因となる。また、歯周病、う蝕、歯の喪失、

歯肉退縮、早産、妊娠中毒症（妊娠に関連した高血

圧）を引き起こす。無煙タバコの消費量が増えると、

循環器系の疾患、糖尿病やメタボリックシンドローム 

研究要旨 

喫煙が禁止されている場所でも目立たずに使用できる無煙たばこ、電子タバコや加熱式たばこなど新しい製

品が、近年、市場に流通するようになってきた。 

 無煙たばこ（嗅ぎたばこ）の健康影響に関する研究は、ほとんどが海外、特に西欧からのものである。科学的

証拠は、無煙たばこ（嗅ぎたばこ）と発がんとの因果関係を推定するのに十分である。 

 一方、電子たばこについては、電子タバコの使用と疾病の関連性が入手できるまでには時間を要するため、

電子タバコの煙への暴露が増えた場合に疾病や死亡リスクが増加するかは分かっていない。しかしながら、エ

アロゾル中からホルムアルデヒドなど IARC 発がん性分類グループ１に分類される物質が発生するもの、あるい

は詰替液の溶液中にニコチンも含むものあり、電子タバコから発生する煙の暴露による健康影響への懸念があ

る。新規製品の登場や市場の拡大もあり、警戒と研究の継続が必要である。 
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が増える可能性も指摘されている【3】。 

 ヨーロッパでは、無煙たばこは人々の健康に利益

をもたらすことはなく、長期的にはたばこ消費を増大

させることになるとして、無煙たばこをヨーロッパ市場

に提供する必要はないと判断している。欧州連合

（EU）では、EU 指令により、スウェーデン以外での

口腔用無煙たばこ（スヌースを含む）の販売を禁止し

ている【4】。スウェーデンでは、歴史的に長期にわた

り、特に男性の間でスヌースが広く使用されてきたこ

ともあり、EU加盟国ではあるが、スヌースの販売禁止

を免れている【3】。しかしながら、欧州委員会の新

興・新規健康リスクに関する科学委員会（SCENIHR）

は、依存性と有害性の観点から EU 指令を支持する

との結論を導き、さらに無煙タバコが禁煙支援に役

立つという証拠は不十分であって、スウェーデンの

経験を他の国にあてはめるべきではないと結論づけ

ている【5】。 

 わが国でも、日本学術会議より無煙たばこの使用

による健康影響を懸念する「無煙タバコ製品（スヌー

スを含む）による健康被害を阻止するための緊急提

言」が公表されており【6】、厚生労働省のホームペー

ジ上で緊急提言を含めた「無煙たばこ・スヌースの健

康影響について」の情報を提供している【7】。 

 

2. 電子タバコ及び加熱式たばこ製品 

① 電子タバコの特徴 

 電子タバコは、近年、世界各国で販売および使用

が急速に拡がっている。このため、2014年 10月のた

ばこの規制に関する世界保健機関枠組条約第 6 回

締約国会議（WHO FCTC COP6）では、主要な議題

として議論された【8】。 

 

② 電子タバコの健康影響 

 電子タバコから発生する蒸気、エアロゾルは、単な

る「水蒸気」ではない【1,9】。わが国で流通している

電子タバコにおいても、詰替カートリッジの溶媒中に

含まれるプロピレングリコール、エチレングリコールな

どグリコール類が加熱中に熱分解し、ホルムアルデヒ

ド、アセトアルデヒド、アクロレインなどが発生すること

が報告されている【10, 11】。また、詰替液の分析から

は、ほぼ半数の製品から微量のニコチンが検出され

ており、限られた Lot における偶発的な混入ではな

い可能性が指摘されている【11】。 

疾病の発症までには時間のズレがあることから、

電子タバコの使用と疾病の関連性が入手できるまで

には時間を要する。使用者本人の影響にしても、受

動喫煙による影響にしても、電子タバコの煙への暴

露が増えた場合に疾病や死亡リスクが増加するかは

分かっていないが、懸念があることは事実であり、警

戒と研究の継続が必要と言えるだろう。 

 

③ 加熱式たばこ製品 

 電子タバコのような詰替液は使用せず、たばこの葉

を含むカートリッジを加熱して吸い込む電気加熱式

たばこ製品も登場している。JTは 2013年にプルーム、

またフィリップモリスジャパンは 2014 年に iQOS（アイ

コス）の販売を開始した。 

これらの製品は、たばこの葉を使用しているため、

たばこ事業法に基づくパイプたばこに位置づけられ

ている。これらの製品についても、有害化学物質の

発生原理、発生量、香料など添加物について、今後

の研究が待たれている【12】。 

 

D. 考察 

 無煙たばこ（嗅ぎたばこ）の健康影響に関する研究

は、ほとんどが海外、特に西欧からのものである。 

 一方、電子たばこについては、電子タバコの使用と

疾病の関連性が入手できるまでには時間を要するた

め、電子タバコの煙への暴露が増えた場合に疾病

や死亡リスクが増加するかは分かっていない。しかし

ながら、エアロゾル中から IARC 発がん性分類グル

ープ１に分類される物質が発生するものもあり、暴露

による健康影響への懸念がある。 

 

E. 結論 

1. 科学的証拠は、無煙たばこ（嗅ぎたばこ）と発が

んとの因果関係を推定するのに十分である（レ

ベル 1）。 

2. 電子たばこによる健康影響が懸念されているが、

電子たばこの市場参入が最近のことであり、疾

病との因果関係については明らかになっていな

い。 

以上、国内および国外の科学的証拠に基づいて評

価した。 
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日本における脱タバコ・メディアキャンペーン 
 

研究分担者  田淵 貴大 大阪府立成人病センターがん予防情報センター 課長補佐

 

 
Ａ．研究目的 

脱タバコ・メディアキャンペーンに関して、（１）

推奨される対策、（２）各国の状況、（３）日本の状

況および国際機関による評価についてまとめた。

今後、日本において脱タバコ・メディアキャンペー

ンを展開するための基礎資料とする。 

 

Ｂ．研究方法 

WHO FCTCおよびMPOWERを主軸として包

括的に先行研究レビューを実施した。 

（倫理面への配慮）特に倫理的な問題はない。 

 

C. 研究結果，D. 考察および E. 結論 

1. 推奨される対策  

 脱タバコ・メディアキャンペーンは、FCTC 第 12

条で求められる「タバコ問題に関する教育・情報

の伝達・啓発」に該当するタバコ政策であり、タバ

コの規制に関連する問題についての教育や啓発

を行うための効果的な措置をとることが求められて

いる。啓発内容には、タバコによる健康被害（能動

喫煙および受動喫煙）、禁煙やタバコのない生活

のメリット、タバコ産業に関する情報の公開、タバ

コの生産・消費が健康・経済・環境に及ぼす悪影

響等タバコ問題に関連した広範な内容が含まれ、

保健従事者や地域住民など全ての人々へ啓発

情報を伝える必要がある。 

 MPOWER における脱タバコ・メディアキャンペ

ーン（W2）に求められる要素は、2012 年 6 月～

2014年 6月の間の 3週間以上継続して実施され、

(1)キャンペーンは包括的なタバコ対策プログラム

の一部として実施され、(2)実施前に対象者集団

を理解するための調査を実施すること、(3)キャン

ペーンの題材は事前にテストして、修正すること、

(4)ラジオやテレビ、プレースメント広告を政府自

身もしくは外部のメディア関係者によって実施す

ること(5)ニュースに取り上げられるなどして周知さ

れるように新聞記者などメディア関係者とともに実

施すること、(6)キャンペーンが効果的に実施され

研究要旨 

 脱タバコ・メディアキャンペーンは、FCTC第 12条で求められる「タバコ問題に関する教育・情報の

伝達・啓発」に該当するタバコ政策であり、タバコの規制に関連する問題についての教育や啓発を行う

ための効果的な措置をとることが求められている。脱タバコ・メディアキャンペーンの効果は、特に若

年者の喫煙開始を防止する効果が大きく、喫煙開始のオッズ比を 20-40%減少させる効果がある。メデ

ィアキャンペーンの内容やデザイン、広告の種類（テレビ CMやビルボード等）は様々だが、タバコ産

業によるタバコへの誘導やだましの手口に関する啓発が若年者における喫煙の防止に有効であった。ま

た、喫煙率を減らすには、強力な反タバコ・メッセージを画像を使って高頻度に継続して伝えることが

有効であった。 

 日本ではテレビ CM等により広く住民に情報を伝える脱タバコ・メディアキャンペーンは全くと言っ

ていいほど実施されてきていない。MPOWER による日本の脱タバコ・メディアキャンペーンの評価は

「最低レベル」である。オーストラリア等のタバコ対策先進国における取組を参考にして、日本におけ

る脱タバコ・メディアキャンペーンの促進につながるアドボカシー活動を展開していく必要がある。 
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たかプロセスを評価すること、(7)キャンペーンの

効果をみるために結果や成果を評価すること、(8)

テレビもしくはラジオにて放送されること、であり、

特に(8)が重視されている。 

 FCTC 第 12 条について締約国が効果的にエビ

デンスに基づいて最良レベルの脱タバコ・メディア

キャンペーンが実施できるようにガイドラインが採

択されており、(1)タバコ（能動喫煙および受動喫

煙）による健康・社会・経済・環境への影響につい

てうまく教育し、情報提供するための効果的な方

法を明確にすること、(2)科学的根拠およびグッド

プラクティスに基づいて上記方策を進めるのに必

要な資料やプログラム作成を担う組織を締約国が

設立できるように導くこと、が目的である。 

 ガイドラインにおける主要メッセージとして、締約

国は(1)タバコ問題に対する公衆の理解を高め、

社会変容を促す教育・情報提供を支援する組織

を設立すること、(2)活用できる全ての手段を用い

ること、(3)市民団体を巻き込んだ活動を展開する

こと、(4)タバコ産業自体やタバコ産業による戦略

や製品に関する広範な情報をプログラムに含める

こと、(5)国際的に連携すること、(6)推移を観察し、

比較できるように国内および国際的にプログラム

をモニターし、評価し、改善すること、(7)既存の

FCTCの報告文書を通じた情報提供を実施するこ

と、(8)MPOWER等により FCTCが求めるタバコ政

策の施行状況や FCTC が批准された事実等を伝

えること、が求められている。 

 ちなみにガイドラインでは、政策を進める根拠と

なるエビデンスに求められる条件として (1)論理

的で根拠に基づく理由付け、(2)テーマに適切な

方法が使われていること、(3)信頼でき一般化でき

る結果を提供する観察研究もしくは実験的研究、

(4)適切なデータと分析手法を用いること、(5)対象

者の特定等を含む研究の方法や結果を詳述して

いること、(6)ピアレビューを受けていること、(7)研

究領域に貢献できるように研究成果を広めること、

(8)再解析やさらなる分析のためにデータにアクセ

スできること、(9)タバコ産業から独立していること、

が必要であると明記している。タバコ産業によるタ

バコ産業のためのピアレビューを受けていないタ

バコ産業に都合のよい研究成果には十分に注意

しなければならない [1, 2]。 

 国際結核肺疾患予防連合による脱タバコ・メデ

ィアキャンペーンのためのガイドラインでは、①喫

煙による健康被害に関する知識をより一層高める

ようにする、②生活習慣を変える動機づけをする、

③卒煙を激励する、④効果的な喫煙防止政策、

特に受動喫煙防止政策の推進を応援する、⑤成

人をターゲットにする（成人向けのどぎつい広告

は、若者にもインパクトを与えるからである）、⑥タ

バコのみならずタバコ産業や喫煙のイメージ自体

を変える、ことを推奨している [3, 4]。また、米国コ

ミュニティー・ガイド [5]では、脱タバコ・メディアキ

ャンペーンを他の政策と組み合わせて包括的タ

バコ対策プログラムの一部として組み込むことの

重要性が指摘されており、他には携帯電話による

介入プログラムが推奨されている。同ガイドによる

と、インターネットによる介入プログラムやマスメデ

ィアによる禁煙啓発コンテンツに関するエビデンス

はまだ十分ではないとされる。 

 

2. 各国の状況  

 脱タバコ・メディアキャンペーンの効果は、特に

若年者の喫煙開始を防止する効果が大きく、喫

煙開始のオッズ比を 20-40%減少させる効果があ

る、と系統的レビューにより確認されている [6, 7]。

メディアキャンペーンの内容やデザイン、広告の

種類（テレビ CMやビルボード等）は様々だが、ア

メリカの若年者においてタバコ産業によるタバコへ

の誘導やだましの手口に関する啓発が喫煙の防

止に有効であった [6]。また、成人の喫煙率を減

らすには、強力な反タバコ・メッセージを画像を使

って高頻度に継続して伝えることが有効であった 

[6]。一方で、タバコ産業がスポンサーとなって実

施された喫煙を大人の嗜好で選択するものとして

捉えたメッセージには、効果がなく、むしろ若年者

の喫煙を増加させる結果が報告されている [6, 

8]。 

 脱タバコ・メディアキャンペーンによる喫煙率を減
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少させる効果は、 1967 年に米国で Fairness 

Doctrine のもと実施されたキャンペーン（おおよそ

3 回のタバコブランドの CM につき 1 回の脱タバ

コ・メッセージを放送）の効果の分析により実証さ

れている [9, 10]。もちろん、同時期に起きた他の

出来事の影響も考えられるが、そのキャンペーン

終了後に喫煙率が再上昇したことからもキャンペ

ーンの効果は大きかったと考えられている。米国

では、タバコ病訴訟による 1998 年の Master 

Settlement Agreementでタバコ産業から 42兆円に

のぼる賠償金（示談金）をタバコ対策側が受け取

ることとなった。そのため、米国では多額の費用を

要するテレビ CM 等の脱タバコ・メディアキャンペ

ーンが積極的に展開されてきている。2000 年から

はじめられた Truth キャンペーンでは、若年者（子

どもおよび若年成人）を対象にして毎年 1 億ドル

の予算のもとテレビ CM 等の脱タバコ・メッセージ

が全米で展開された [9, 10]。 

 英国では、テレビとラジオの CM、インターネット

の Twitterや Facebook を使った広告、キャンペー

ンツールキットの配布、新聞の社説等での広報な

どの活動を組み合わせた脱タバコメディアキャン

ペーンの一つ「Don't Be the One campaign」が

2014年から実施されている。 

 タイで実施された脱タバコ・メディアキャンペーン

“SMOKING KID” VIDEO, THAILAND: 2012は

秀逸であった（図 1） [11]。キャッチフレーズとして

「タバコがそんなに悪いと知っているのに、何故あ

なたはタバコを吸っているの？」が使われた。子ど

もたちが成人喫煙者にタバコの火をもらうために

近づくと、大人たちはそれを拒否して、「タバコを

吸うのはよくないことだ」と教えてくれる。すると、子

どもたちはメモを渡して去る。メモには「あなたは

ぼくたちのことを心配してくれた。どうして自分自

身のことを心配しないの？」と書かれている。それ

をみた大人たちは立ち止まり、タバコを捨てる。こ

のキャンペーンがテレビで流され、禁煙クイットラ

インへの相談が 40%増加した。 

 MPOWER は、各国の脱タバコ・メディアキャン

ペーン（W2）の状況について必要とされる要素８

つのうち何個を満たしているかに基づいて評価し

ている（図 2：各要素については「1. 推奨される対

策」の項を参照のこと）。 

 

3. わが国の状況および国際機関による評価  

 日本ではテレビ CM 等により広く住民に情報を

伝える脱タバコ・メディアキャンペーンは全くと言っ

ていいほど実施されてきていない。MPOWER に

よる日本の脱タバコ・メディアキャンペーンの評価

は「最低レベル」である。 

政府や厚生労働省による啓発活動は、テレビやラ

ジオによるものではなく、ポスターやチラシ等の印

刷媒体による取り組みに限定されている。例えば、

スマートライフプロジェクトでは毎年関連機関に禁

煙啓発のためのポスターが配布されている（図

3）。 

 脱タバコ・メディアキャンペーンではテレビやラジ

オによる啓発が重要視されるが、日本の公的機関

（政府や地方自治体等）では予算の問題もあり、

テレビやラジオによる啓発はほとんど実施されて

いない。一方、ニコチンパッチや禁煙治療薬を販

売する企業や生命保険会社によるテレビ CM が

禁煙啓発につながる脱タバコ・メディアキャンペー

ンとしても機能している可能性がある（図 4）。 

 他方、JT は「ひとのときを、想う」などのイメージ

戦略を展開している。JT は FCTC が禁じている

様々なスポンサー活動を通して、タバコ対策を妨

害している。学生や被災者への奨学金、社会活

動などへの補助金や喫煙科学研究財団等の実

質的にタバコ産業が運営している団体から研究

者へも助成金を提供している。タバコ会社は世界

的に積み上げられてきた科学的成果を歪曲し、

「受動喫煙の害は立証されていない」などと世界

的コンセンサスに反する情報提供を継続的に実

施してきている。FCTC ではタバコの広告および

後援の禁止を求めているが、日本では低レベル

の段階の自主規制になっているに過ぎない（第＠

節参照）。たばこ事業法 40 条 2 項の規定に基づ

いて策定された「製造たばこに係る広告を行う際

の指針」では、「喫煙を促進しないような、企業活
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動の広告並びに喫煙マナー及び未成年者喫煙

防止等を提唱する広告については、この指針の

対象に含まれない」とされている。しかし、現実に

は喫煙を促進するためのイメージアップを意図し

たタバコ産業によるキャンペーンが展開されてい

る。加えて、映画やテレビにおける隠された広告も

ある [12]。映画・テレビなどにおける喫煙シーン

が喫煙開始のきっかけになっているのである。メタ

アナリシスによると、その影響は、年齢が若いほど、

喫煙の場面を閲覧した回数が多いほど顕著であ

った [13]。 

 タバコ対策を進めるためにはアドボカシー活動

が重要だと考えられている [7, 14, 15]。タバコが

社会的に受け入れられないものだという規範

(norm)を地域住民から国民全体へと広げていくア

ドボカシー活動が重要な役割を果たしてきた。こ

の効果を実証することは容易ではないが、様々な

研究者によりその効果が推察され、日本において

2000 年代に認められた国民全体の喫煙率の減

少には全国で展開された草の根活動や地域での

アドボカシー活動が寄与したのではないかと考え

られる [16]。アドボカシー活動は、タバコ産業と 9

分野、すなわち(1)脅迫・威嚇、(2)提携・連携戦略、

(3)偽装団体、(4)キャンペーン助成、(5)ロビー活

動、(6)法的措置、(7)専門家の買収、(8)社会貢献

活動、(9)宣伝・広報活動、で対峙しなければなら

ない [10]。ここでの重要な戦略が、タバコ産業を

正規なものとはみなさなくすること（非正規化）であ

る [10, 17]。タバコ産業はこれまで意図的にタバ

コの依存性を高め、社会経済的に厳しい状況に

ある人を喫煙するように仕向けてきた [18]。オー

ストラリア等のタバコ対策先進国における取組[14, 

15]を参考にして、タバコ産業に関する情報を国

民に知らせる活動を含め日本における脱タバコ・

メディアキャンペーンの促進につながるアドボカシ

ー活動を展開していく必要がある。 
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図 1. タイにおける脱タバコ・メディアキャンペーンの画像 

 

The Tobacco Atlas 5th 
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図 2. 世界各国における脱タバコ・メディアキャンペーンの状況（MPOWERに基づく評価） 

 
The Tobacco Atlas 5th 

 

 

図 3. スマートライフプロジェクト（http://smartlife.go.jp/） 
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図 4. 企業による禁煙啓発の側面を持つ CM画像 

 

※このテレビ CMは 2015年 10月 3日から関東・関西において放映開始され 12月までに 1000回以上にわたり

放映された。 
 



63 
 

厚生労働科学研究費補助金 

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

分担研究報告書 

 
たばこの煙の成分に関する調査 

 

研究分担者 戸次 加奈江 国立保健医療科学院 

研究協力者 稲葉 洋平 国立保健医療科学院 

研究協力者 内山 茂久 国立保健医療科学院 

研究協力者 欅田 尚樹 国立保健医療科学院 

A. 目的 

喫煙における健康影響の原因は，たばこ煙に有

害化学物質が含まれていることにある。たばこ製品

の有害化学物質に関しては，我が国も批准するたば

この規制に関する世界保健機関枠組条約（WHO 

Framework Convention on Tobacco Control: FCTC）

において，具体的な実施条項が第3部「たばこの減

少に関する措置」の第9条「たばこ製品の含有物に

関する規制」と第10条「たばこ製品についての情報

開示に関する規制」に以下のように記されている。 

第9条 

 締約国会議は，権限のある国際団体と協議の

上，たばこ製品の含有物及び排出物の試験及び測

定並びに当該含有物及び排出物の規制のための指

針を提案する。締約国は，権限のある国内当局が承

認した場合には，当該試験及び測定並びに当該規

制のための効果的な立法上，執行上，行政上又は

他の措置を採択し及び実施する。 

 

第10条 

締約国は，国内法に従い，たばこ製品の製造業

者及び輸入業者に対したばこ製品の含有物及び排

出物についての情報を政府当局へ開示するよう要

求する効果的な立法上，執行上，行政上又は他の

措置を採択し及び実施する。さらに，締約国は，た

ばこ製品及び当該たばこ製品から生ずる排出物の

毒性を有する成分について情報を公衆に開示する

ための効果的な措置を採択し及び実施する。 

上述のようにFCTC第9，10条は，たばこ製品の有

害化学物質の規制・情報開示の実施を求めている。

さらにFCTCは，締約国が第9，10条を施行し効果的

なたばこ製品の規制対策を推進するためのガイドラ

インも作成している。 

そこで本研究は，たばこ煙に含まれる有害化学物

質の物理化学的な特徴，国内で販売される製品の

含有量に関する文献調査を行い，今後，我が国で

実施するたばこ対策の基礎資料を作成することを目

的とした。  

研究要旨 

 現在のたばこ製品は、ニコチンによって喫煙者を長期的に使用継続させる「依存性」、ヒトの健康に悪

影響を与える「有害性」に加えて、メンソールなど添加物によって「魅惑性」を有する。WHOは、FCTC

ガイドラインでこれら 3要素を規制することも検討している。我が国の販売量のほとんどは紙巻たばこで

あり、喫煙によって発生する主流煙の粒子成分が 4300種類、ガス成分が 1000種類の合計 5300種類と報

告されている。これらの化学物質には、発がん性があると報告される物質も約 70種類存在している。こ

こでは、国産たばこ銘柄によって発生する定量可能な成分をまとめ、同銘柄であっても、その化学物質量

は経年的に変化していることから継続的な分析の必要性を説明する。また、日本人喫煙者は、外箱表示タ

ール・ニコチン量の曝露量と実態は異なることも説明した。最後に我が国で販売される低タール・低ニコ

チンたばことメンソールたばこの有害性について説明した。 



64 
 

B. 方法 

 我が国で販売されるたばこ製品の分析を実施して

いる論文とたばこに含まれる有害化学物質や物理化

学要因に関しては，国際がん研究機関（IARC）の報

告書などをもとに文献調査を実施した。 

 

C. 調査結果およびD．考察 

1. たばこ製品とは 

 現在のたばこ製品は，ニコチンによって喫煙者を

長期的に依存させることに加えて，添加物によって

たばこ本来の苦味を低減させることでより喫煙しやす

い味を有するようになった（1）。喫煙がヒトの健康に

悪影響を与える理由は，（A）有害性；たばこ製品とた

ばこ煙に含まれる有害化学物質，（B）依存性；喫煙

行為により依存性を伴う化学物質，（C）魅惑性；喫煙

者を惹きつける化学物質及びたばこのデザインの３

つの要素にある。これら3要素に該当する化学物質

のたばこ製品への含有は，WHO FCTCの目的（たば

この消費及びたばこの煙にさらされることが健康，社

会，環境及び経済に及ぼす破壊的な影響から現在

及び将来の世代を保護する）に反する。以下に，た

ばこ製品の特徴と我が国で販売される製品の現状を

示す。 

 

1.1. たばこ製品の特徴 

1.1.1. 有害性 

 たばこ製品には多くの有害化学物質が含まれてお

り，中でも紙巻きたばこは燃焼によっても有害化学物

質が発生する。これら多数の有害化学物質は喫煙

者のみならず受動喫煙者の健康影響を引き起こす

原因になっている。 

 

1.1.2. 依存性 

 たばこ製品に含まれる「ニコチン」はたばこへの依

存性を高める化学物質である。特に，紙巻きたばこ

は無煙たばこ，ニコチンガムと比較するとニコチンの

吸収が早く，喫煙後約5分で血清中コチニン濃度が

最大になる（2）。さらに，ニコチンの生体内半減期が

１−２時間であるために，喫煙者はニコチン濃度を維

持しようと断続的に喫煙を行う。紙巻きたばこは，ニ

コチンの効果を最大限活用するためにアンモニア化

合物が含有され，不快な味を覆い隠し，ニコチンの

遊離塩基を増加させる（3）。 

 依存性を間接的に増加させる化学物質も指摘され

ており，Rabinoffらは，たばこ会社の文書から喫煙者

へ薬理効果を与える可能性がある成分を調査報告

した（4）。これらの成分には，ココア，チョコレートやメ

ンソールなどがある。メンソールは，喫煙者の喉を刺

激し爽快感を与えるため，たばこ本来の苦みやエグ

みを感じずに，より深く吸煙する結果，喫煙あたりの

ニコチン曝露量が多くなる。これに合わせてココアの

ような化学物質が添加されると気道が広がるため，た

ばこ煙が深く肺に入り込み，喫煙者がより多くのニコ

チンとタール成分に曝露される（3）。 

 

1.1.3. 魅惑性 

 たばこ産業は，たばこ製品が喫煙者や将来的な喫

煙者に魅力的になるように，さまざまな添加物，製品

の形状と使用法を工夫している。1つめに口当たりの

良いフルーツ、カクテル味など食品や菓子に使用さ

れている成分を添加してたばこ製品に味や香りを与

えている。2つめに新しいたばこ製品を開発し販売を

している。世界的に紙巻きたばこへの受動喫煙対策

が行われるようになり，有害性に関する情報が広まる

につれて喫煙率の低下も起こっている。これに対応

するために，たばこ産業は紙巻きたばこの販売量が

低下する地域に無煙たばこなど新しいたばこ製品を

販売している。最後に，新しいたばこ製品はデザイン

が魅力的な電子器具と組合せることで視覚的にも喫

煙者へアプローチしている。このように，たばこ本来

が有する欠点を克服するために添加物を使用するこ

となどは，喫煙者の開始や喫煙の継続を助長するこ

とになり，最終的に公衆衛生に悪影響を与える。 

 

2. 我が国で販売されるたばこ製品について 

 紙巻きたばこは，毎年のように新しい銘柄が発売さ

れており，ここ数年でメンソールカプセルたばこが販

売されるようになった（Fig. 1）。この紙巻きたばこは，

たばこ吸い口フィルター部にメンソールを充填したカ

プセルが埋め込まれている。喫煙者はカプセルを歯

でつぶし，充填された液体メンソールをフィルターに

染みこませる，これを喫煙することでメンソールの爽

快感が得られる。我が国の2013年のメンソールたば

こシェア率は，21.6%まで上昇している（5）。それ以
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外にも我が国は，いわゆる低タール・低ニコチンたば

こと呼ばれる外箱表示タール1 mg・ニコチン0.1 mg

の2014年たばこ販売シェア率が24.9%を占めてお

り，他のタール・ニコチン量たばこと比較しても高い

状況である。 

 また，2010年4月に我が国で最初の受動喫煙防止

条例が神奈川県で施行されると，これに対抗するよう

に5月には無煙たばこ「ZERO STYLE MINT（現 

ZERO STYLE STIK）」が販売され，雑誌での広告

戦略等が行われ広く周知された（Fig. 1）。この「ゼロ

スタイルミント」を販売する日本たばこ産業は，喫煙

者の周辺にいる人たちへ配慮が必要な場所で使用

する，燃焼しない（副流煙の発生しない）たばこ製品

を発売したと自社ホームページに掲載している（6）。

続いて2013年には「ZERO STYLE SNUS」さらに法

律上はパイプたばこに分類される，非燃焼の電気加

熱式（Heat-not-burn）の「Ploom（プルーム）」が日本

たばこ産業から販売された（Fig. 1）。プルームは，た

ばこポッド（たばこ葉が充填された容器）を熱すること

で発生する蒸気成分を吸引するたばこ製品である。

2014年には，フィリップモリス社が愛知県限定でやは

り電子器具とたばこ葉を組合せて使用する電気加熱

式のたばこ「iQOS」の販売を開始し，2015年9月から

は全国発売をしている（Fig. 1）。iQOSは，たばこ葉を

熱することによって発生する蒸気成分を吸引する。 

 

2.1.たばこ製品の種類 

2.1.1紙巻たばこ 

 我が国で販売されるたばこの製品は，燃焼を伴うも

のが多く，「葉巻たばこ」，「パイプたばこ」，「刻みた

ばこ」そして「紙巻たばこ」である。特に，紙巻たばこ

は，他のたばこ製品と違い，器具を使わず喫煙する

ことが可能な製品であることから，我が国において戦

後に広く普及した。発売当初は，たばこ吸い口部に

フィルターの無い両切りたばこが販売されていたが，

現在では吸い口部にフィルターが設置された紙巻た

ばこが販売の中心となっている。さらに我が国の紙

巻たばこの特徴として吸い口部のフィルターに穴（通

気孔）や活性炭，メンソールカプセルなどが設置され

様々な加工がされている。 

 

2.1.2. 無煙たばこ 

 無煙たばこは，たばこ葉を噛んで使用するchewing 

tobacco（噛みたばこ）とたばこ葉の成分を鼻腔または

口腔から吸収するsnuff（スナッフ）の２つに大別され

る（7）。さらにsnuffは，たばこ葉から放散されるガス

成分を鼻腔で吸引するdry snuffや，たばこ葉を口唇

と歯茎の間に設置して使用するmoist snuffやsnus（ス

ヌース）など，使用法や曝露経路の異なる様々な種

類に分類される（7）。この他にも，無煙たばこにはメ

ンソール，チョコレートやバニラをはじめとする様々な

香料が添加されており，使用者を魅惑する問題も報

告されている（8）。さらに無煙たばこの包装形態は，

デザインを工夫したパッケージによって魅惑性が高

められている（9）。また，米国では，moist snuffの年

間販売量は，2000年の21億6100万箱から2007年に

28億7500万箱となり，増加傾向にある（10）。 

 

2.2. 販売本数の傾向 

 たばこの課税をもとに算出した販売本数は，Fig. 2

に示すように1990年代の3,200−3,400億本をピークに

減少し，2014年の販売本数は1,800億本であった

（11）。しかし現在も我が国における紙巻たばこの販

売量は，他の葉巻たばこ，刻みたばこなどと比較して

99.8%を占めている（11）。そうしたなか2010年から

2013年にかけて「パイプたばこ」が徐々に販売量を

増やし，2013年から2014年にかけては1.1億本から

2.4億本へ増加した（11）。これは，2010年の増税を

境に「手巻きたばこ」を使用する喫煙者が増え，2014

年からは「Ploom」，「iQOS」が販売量を伸ばしている

ことが考えられる。2010年のたばこの増税を伴う価格

上昇は，「わかば」，「エコー」などの旧3級品の販売

量が急激に増加する影響をもたらした。これは，旧３

級品のたばこが330円以下と他の紙巻たばこより安

価であることが大きい。喫煙者は，たばこ製品の価格

に敏感に反応し，より安価な製品を購入する傾向に

ある。 

 

3. たばこ煙の発生に関する物理化学 

3.1. 主流煙と副流煙 

 喫煙者が紙巻たばこを吸煙することによって，吸い

口のフィルター部分から吸い込む「主流煙」と，たば

この先端から発生する「副流煙」が発生する。これら

たばこ煙には多くの化学物質が含まれており，粒子
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成分とガス成分の2種類に大別される（Fig. 3）。本論

文の粒子成分とガス成分の定義を以下に示す。た

ばこ煙の成分分析は，機械喫煙装置を使用してた

ばこ煙を捕集している（Fig. 4）。粒子成分は，機械喫

煙装置に設置したガラス繊維フィルターに捕集され

た成分である（Fig. 4）。一方，ガス成分はガラス繊維

フィルターを通過した成分である。 

 

3.2. たばこ煙の物理化学 

 たばこ煙には，主流煙と副流煙に加えて「環境た

ばこ煙（Environmental tobacco smoke; ETS）」が定義

されている。ETSは「副流煙」と喫煙者が喫煙後に吐

き出す「呼出煙」によって構成されている。この副流

煙とETSの化学成分の成分数は，主流煙とほぼ同じ

であるが，ETSの成分量は非常に多い。特にETSの

成分及び化学物質量は，空気と混合・希釈される過

程で水分が蒸発し，室内であれば空間の特性（酸

性，中性，アルカリ性），温度，湿度，換気などによっ

てカーペットや壁紙などに吸着・室外への放出など

で大きく変動する。 

 たばこ煙の物理化学条件についてTable 1に示し

た（12）。たばこロッドは「たばこ葉を巻いている部分」

であり，喫煙時に燃焼する部分をさす。喫煙者が紙

巻たばこ１本を使用する際に，たばこロッドの30-40%

は主流煙となり，50-60%が副流煙の発生源となる。

そこで発生するたばこ煙の粒子径は，主流煙は

0.30-0.40 μmになるのに対し，ETSは発生した粒子

の水分が蒸発するため，主流煙よりも小さくなり

0.15-0.20 μmとなる。これら粒子の肺への吸着率は，

主流煙が50-90%，ETSが10-11%になる。ETSが主流

煙よりも吸着率が低い一因として，ETSの発生時点

から外気による拡散と吸収した粒子から揮発性物質

が消失するなどの物理効果の影響があげられる。 

 たばこ煙中のニコチン挙動は，各種条件によって

変化する。主流煙のニコチンは粒子成分に90%以上

が含まれ，副流煙は粒子とガス成分に分布する。そ

してETSのニコチンは，一旦，副流煙で粒子成分に

含まれるものの環境中で95%ガス成分へ移行する。

これは，ETSの環境中の空気による強力な希釈とわ

ずかにアルカリ条件になることによって起きる。ニコ

チンを含む「化学物質発生量」と「たばこデザイン（要

因）」との関連性では，主流煙の発生には「たばこの

長さ・直径」，「フィルターの種類」など幾つかの要因

が上げられている。これに対し副流煙は「たばこのブ

レンド」と「重量」が大きく占めている。ETSの化学物

質発生の要因は，ETSの構成成分の85-90%が副流

煙であることから，副流煙と同じ要因にある（「たばこ

のブレンド」と「重量」）と10-15%の構成成分が呼出

煙であることから，主流煙の発生要因も上げられる。

ETSは，副流煙発生直後から空気に希釈され，その

曝露環境にも健康影響は大きく左右される。 

 

4. たばこ煙の化学的組成 

 最近の報告では，たばこ主流煙成分量の95.5%が

ガス成分，3.52%が粒子成分（タール）であり0.28%が

ニコチンとされている（12）。ガス成分の内訳は，通常

の大気中主成分と燃焼での88.5%が窒素，酸素，二

酸化炭素と水分で占められ，その他，一酸化炭素が

4.0%，その他の有害化学物質が1.5%になっている

（Fig. 5）。以上の主流煙の粒子成分が4300種類であ

り，ガス成分が1000種類の合計5300種類と報告され

ている（12）。これらの化学物質の中には，健康影響

が懸念され，発がん性があると報告される物質も約

70種類存在している（13,14）。国際がん研究機関

（ International Agency for Research on Cancer; 

IARC）は，有害化学物質の曝露研究と疫学研究を

もとに発がん性リスク一覧を作成しており，「喫煙」

「受動喫煙」「たばこ煙」さらには「無煙たばこ」をグル

ープ１（ヒトにおける発がん性がある）に指定している

（13,14）。それ以外にもリスク一覧は，たばこ製品中

またはたばこ煙中の有害化学物質を指定している。 

 

4.1. たばこ煙の粒子成分に含まれる化学物質 

 たばこ煙中の粒子成分は，たばこに含まれる化学

物質が燃焼によって移行した成分と燃焼によって発

生する成分の2つが混在している（Fig. 6）。まず，

IARC発がん性分類グループ1のたばこ由来の成分

は，たばこ特異的ニトロソアミン（ tobacco-specific 

N’-nitrosamines；TSNA）である4-(メチルニトロソアミ

ノ)-1-(3-ピリジル)-1-ブタノン（NNK）とN’-ニトロソノル

ニコチン（NNN）と重金属類のニッケル化合物，カドミ

ウム及びカドミウム化合物，ヒ素及び無機ヒ素化合

物，ベリリウム及びベリリウム化合物，6価クロムと自然

放射性核種のポロニウム–210がある。TSNAは，たば
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こ葉中アルカロイドであるニコチン，ノルニコチン，ア

ナタビン及びアナバシンが，たばこの発酵，製造過

程において亜硝酸や硝酸と反応することで生成され

る（13）。次に，燃焼によって発生する成分では，4-ア

ミノビフェニル，２-ナフチルアミンの芳香族アミン類

や大気汚染物質でもあるベンゾ[a]ピレンがIARCグ

ループ１であり，ジベンゾ[a,h]アントラセン，ベンゾ[a]

アントラセンをはじめとする多環芳香族炭化水素類

（PAH）が，発がん性に関する成分である。また，発

がん性以外にも依存性があり，我が国においては毒

物及び劇物取締法で毒物に指定されているニコチ

ンや劇物に指定されているフェノールも含有されて

いる。 

 

4.2. たばこ煙のガス成分に含まれる化学物質 

 たばこ煙のガス成分には，粒子成分と同様にIARC

グループ1に指定される化学物質（ベンゼン，1,3-ブ

タジエン，ホルムアルデヒド）が含まれる（Fig. 6）。グ

ループ1以外でもシックハウス症候群の原因物質と

考えられているアセトアルデヒド，アクロレインをはじ

めとするカルボニル類やスチレン，トルエンを含む揮

発性有機化合物，更にジメチルニトロソアミンをはじ

めとする揮発性ニトロソアミン類など多岐にわたって

含有されている。 

 

4.3. 規制を検討されている化学物質 

 2012年にアメリカ食品医薬品局（Food and Drug 

Administration; FDA）は，たばこ製品やたばこの煙

に含有され喫煙者や非喫煙者に害を引き起こす可

能性があるとして，有害または潜在的に有害な成分

（ harmful and potentially harmful constituents; 

HPHCs）の93物質のリストを発表した（Table 2）（15）。

また，WHOたばこ製品規制のための技術部会

（WHO Study Group on Tobacco Product Regulation：

WHO TobReg）は2013年12月にリオデジャネイロで

開いた会議で，紙巻きたばこの煙に含まれる7,000種

以上の化学物質の中から，次の3つの基準に基づい

て38種類の有害化学物質リストを作成した（Table 1）

（16）。リストに含まれる化学物質は，IARCグループ1

に指定された成分が中心となっている。以下に，3つ

の選定基準を示す。 

（1）紙巻きたばこ煙の対象化学物質が，確立された

科学的毒性指標で評価したところ，喫煙者に有毒と

判断される濃度で存在している。 

（2）異なる紙巻きたばこ銘柄間の濃度差が，単一銘

柄について対象化学物質を繰返し測定した場合の

差よりも大きい。 

（3）対象化学物質の上限値の義務づけを実施する

場合には，煙中の毒物を低減させる技術が存在す

る。 

 Table 2は，FDA，TobRegとIARCがグループ分け

した化合物を一覧にした。今後，TobRegが提案した 

38種類の有害化学物質を中心に我が国のたばこ製

品を評価し，最終的に製品規制をするためにも定期

的に分析することが望まれる。 

 

4.4. たばこ煙の化学分析 

 たばこ主流煙の分析は，「主流煙の捕集」と「捕集

成分の化学分析」の2工程に分けられる。我が国で

は，これらはたばこ事業法施行規則に基づき「財務

大臣の定める方法により測定したたばこ煙中に含ま

れるタール及びニコチン量」と定義している。現在，

我が国の主流煙の捕集は，国際標準化機構

（International Organization for Standardization; ISO）

の規格で機械喫煙装置を使用して実施されている

（17-19）。粒子成分は，機械喫煙装置に設置したガ

ラス繊維フィルターの捕集される成分であり（Fig. 

4），ガス成分はガラス繊維フィルターを通過した成分

と定義されている。たばこ外箱に表示されているター

ル・ニコチン値は，ISO法で捕集した主流煙の含有

量（1本あたり）を示している。また，タールは化学物

質の名称ではなく，ガラス繊維フィルターに捕集され

た粒子成分の総称であり，ここに多くの化学物質が

混在している。ISO法による捕集・化学分析の結果

は，我々が実施した先行研究や他の研究者の成果

からヒトの喫煙行動に相当しない事が分かってきた。

その対策としてカナダ保健省がヘルス・カナダ・イン

テンス（Health Canada Intense; HCI）法（20）を提案

し，これをWHOも推奨している（21）。以下に喫煙法

及び問題点を示す。 

 

4.4.1. たばこ煙捕集の喫煙法 

4.4.1.1 ISO法 

 ISO法は，1服の吸煙量が35 mL，吸煙時間が2
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秒，吸煙間隔が60秒となっている（Table 3）。この喫

煙法の特徴は，たばこ吸い口のフィルター部分に設

けられた通気孔が開放された状態で行われる。紙巻

きたばこの通気孔は，たばこ吸い口のフィルター周

囲に多数あけられた細孔である。ISO法で吸煙する

と通気孔から空気が流入し，たばこ煙を希釈する構

造になっている。 

 

4.4.1.2.  HCI法 

 カナダ保健省の提案するHCI法は，1服の吸煙量

が55 mL，吸煙時間が2秒，吸煙間隔が30秒，そして

吸い口のフィルター部分の通気孔をテープで完全

閉鎖して主流煙の捕集を行う（Table 3）。ISO法と比

較すると，１服の吸煙量が多く，通気孔の閉鎖によっ

てたばこ煙の希釈が起こらないため，たばこ煙の捕

集量が多くなる。 

 

4.4.2. 国産たばこ銘柄の分析結果 

4.5.1 タール・ニコチン 

 Fig. 7は，2つの喫煙法（ISO法とHCI法）で捕集し

た国産たばこ銘柄（Table 3）の主流煙に含まれるタ

ール，ニコチン，一酸化炭素とたばこ特異的ニトロソ

アミン類の分析結果を示す。 

 ISO法で捕集した主流煙中のタール及びニコチン

量は，外箱表示とほぼ同じであった。一方で，HCI法

で捕集した値は，ISO法と比較するとニコチン量（mg/

本）が0.89-2.21であり，タール量（mg/本）は，13.6－

29.5となり，全ての銘柄で上昇した（22, 23）。これは，

HCI法が1回の吸煙量を35から55 mLへ上昇し，たば

こ吸い口部フィルターの通気孔を塞いだ条件で捕集

しているので主流煙が通気孔で希釈されずに分析

結果は上昇していると考えられる。特に，Pianissimo 

Oneのように表示量が低いたばこ銘柄は，HCI法で

喫煙するとニコチン量が9倍近く上昇した（22, 23）。

この傾向は，これまでの海外の先行研究においても

報告されている。次にFig. 7ニコチンの折れ線グラフ

は，国産たばこ10銘柄（Table 4）の1本あたりのたば

こ葉中ニコチン量を示した。全10銘柄の測定結果か

ら，たばこ葉中のニコチン含有量（mg/本）の平均値

が9.9±1.0となり，範囲は8.6－12.6であった（22, 24）。

今回報告のたばこ銘柄は，外箱表示のニコチン量が

0.1－1.2 mgの範囲のものを使用しているが，たばこ

葉中ニコチン量では濃度差は確認されなかった。こ

の分析結果は，紙巻たばこは喫煙者の吸煙行動に

よってニコチン曝露量が変動することを示している。 

 

4.5.2 たばこ特異的ニトロソアミン（TSNA） 

 たばこ特異的ニトロソアミン(TSNA)は，ヒトの肺腺

癌に関係があり，さらに実験動物による先行研究で

も肺腺癌の発生が報告されている（25）。特に，NNN

とNNKは肺での悪性腫瘍を誘発すると報告されてい

る（25）。TSNAはたばこ葉中のアルカロイド（ニコチ

ン，ノルニコチン，アナタビンおよびアナバシン）と亜

硝酸や硝酸が反応することで，アルカロイドがニトロ

ソ化し，4種類（NNN，NNK，N’-ニトロソアナタビン；

NATとN’-ニトロソアナバシン；NAB）生成される（26, 

27）。このニトロソ化反応はたばこ葉の発酵，たばこ

の製造過程や燃焼時に熱合成により起こるといわれ

ている（28）。このようにTSNAは,たばこ製造工程そし

て喫煙時等の多くの過程で生成し，最終的に主流

煙に含まれ喫煙者の体内に吸収されることから，た

ばこ主流煙中TSNA濃度を測定することは喫煙者の

健康影響を評価する上で必要な資料になると考えら

れる。Fig. 7は，たばこ主流煙及びたばこ葉に含まれ

る4種のTSNAの合計量を示している。10銘柄のたば

こ主流煙中TSNA量（ng/本）の範囲は，ISO法が31

－140であり，HCI法が160－350であった（29）。銘柄

間の分析結果を比較すると，ISO法では外箱表示ニ

コチン量の高いHopeとSeven StarsがMild Seven 

originals（現Mevius）より低値となった。さらにHCI法

では，HopeとSeven Starsの値が，外箱表示ニコチン

量が0.1 mgのたばこ銘柄より低値になることが確認さ

れた（29）。紙巻たばこに使用されているたばこ葉

は，オリエント種，バージニア種（黄色種），バーレー

種そして再生たばこシートが存在する。これらたばこ

葉に含有されるTSNA量は，バージニア種はNNK量

が高く，バーレー種はNNKとNNN量が高いといった

傾向がある（13）。一方でオリエント種は全般的に

TSNA量が低い（13）。以上のように紙巻たばこを構

成するたばこ葉の使用比率が，紙巻たばこの発がん

性へ直接影響を与えている。Fig.7に示す10銘柄中5

銘柄は，旧厚生省が平成11年に実施したたばこ銘

柄の成分分析と重複している（30）。ISO法のTSNA

分析結果を比較したところ，5銘柄とも低下していた。



69 
 

特にSeven Starsの主流煙TSNA量は196から84 ng/

本となり，約2分の1以下になっていた。これに対し，

2003年から2005年までの3年間でカナダ産たばこ銘

柄は，101から38.9 ng/本まで低下しており（31），我

が国のたばこ銘柄がさらなる低下が可能にあることを

示唆している。 

 次にたばこ葉中TSNA量（ng/本）の範囲は，624－

1640であった。主流煙と同様に銘柄間のTSNA分析

結果を比較すると外箱表示タール・ニコチン量の高

いHOPE，Seven Starsが低値であった（24）。一方

で，Pianissimo One（外箱表示ニコチン量 0.1 mg）と

Cabin Mild（外箱表示ニコチン量 0.5 mg）が高値と

なった。10銘柄のたばこ葉中TSNA量は，たばこ葉

中ニコチン量がほぼ一定であった傾向に対して，銘

柄ごとに差が認められた。国産たばこ銘柄中TSNA

量は，最小値が951 ng/gに対しカナダ産のたばこ銘

柄は最大値が677 ng/gであった。これは2008年に

O'Connorらが報告したように，たばこ葉中TSNAはた

ばこ葉の火力乾燥の削減，乾燥たばこを主成分とし

た構成の転換，微生物活性の削減を目的としたたば

こ葉乾燥のための燃焼や保存条件の改良によってさ

らなる低減が可能と推測される（32）。以上のように発

がん性のあるTSNA量は，喫煙者が外箱に記載され

た情報をもとに知ることが出来ないことが分かり，さら

には，HCI法で喫煙した場合は，低ニコチンたばこが

高ニコチンたばこと比較してTSNA量の曝露が高くな

る可能性もあった。 

 

4.5.3 一酸化炭素（CO） 

 国産たばこ10銘柄の主流煙中CO量は，ISO法が

2.5－12.4であり，HCI法が22.1－29.1 mg/cigであっ

た（23）（Fig. 7）。ガス成分CO量の特徴は，HCI法に

よる測定結果がほぼ一定の値であった。このように

COは，HCI法で捕集するとたばこ銘柄の外箱表示

からは推測できないほど高値になり，銘柄間の差は

無くなることが考えられた。また，この傾向は日本人

喫煙者の呼気中CO量も同様であった。たばこ主流

煙中には，CO以外にもホルムアルデヒド，アセトアル

デヒドなどのカルボニル類や1,3-ブタジエン，ベンゼ

ンなどの揮発性有機化合物が含有されている。これ

らガス成分についても調査したところ，HCI法で捕集

すると銘柄間の差が無くなった。 

 たばこ製品市場は，毎年，新製品が投入されるた

め，新規たばこ製品の有害成分分析など継続的な

モニタリングが望まれる。 

 

4.6. 国産たばこ紙巻たばこの特徴 

4.6.1. 低タール・低ニコチンたばこ 

低タール・低ニコチン表示たばこの通気孔の調査 

 最近，我が国の外箱表示量ニコチン0.1 mg，ター

ル 1 mgの紙巻たばこ製品（低タール・低ニコチンた

ばこ）の販売量シェア率は，2000年の12.9%から最上

位の24.9%（2014年）を占めるまでに上昇した（33）。

低タール・低ニコチンたばこは，たばこ吸い口部分の

フィルターに通気孔が数多く設けられているため，

ISO法で主流煙を捕集するとこの通気孔から流入す

る空気によって主流煙が希釈されてしまうと指摘があ

る。さらに，喫煙者は生体内により多くのニコチンを

取り込もうと喫煙行動するため，「代償性補償喫煙行

動（後述）」をすると報告もある（34-36）。このような指

摘があるたばこ製品にもかかわらず，我が国では，こ

れらたばこ製品は，喫煙者のタール・ニコチンの曝

露量が低いたばこ製品という印象を与えかねない状

況が続いている。過去に米国疾病管理予防センタ

ー（Centers for Disease Control and Prevention; 

CDC）は，米国内で販売される紙巻きたばこ32銘柄

について，紙巻たばこ吸い口部の通気率（%）につ

いて調査を行った（37）。外箱表示タール量が1-2 mg

の紙巻たばこの通気率は，80%に近い結果となっ

た。これは，たばこ外箱表示量を決定するための条

件で喫煙すると，捕集している主流煙は80%が通気

孔から流入する外気で，20%がたばこ煙となる。さら

に，ISO法によるタール・ニコチン・一酸化炭素量は，

通気率と逆相関になることから，外箱表示量が低い

たばこは，通気率が高いことを示している。これら結

果から，低タール・低ニコチンたばこは，ISO法で喫

煙した場合，主流煙がフィルター通気孔から流入す

る空気で希釈されることが分かった。よって低ター

ル・低ニコチンたばこのフィルター通気孔が主流煙を

希釈する根拠の一因であると考えられた。 

 

日本人喫煙者に多い低タール・低ニコチンたばこの

弊害 

 我々は，日本人喫煙者の1日の喫煙行動と吸煙量
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を調査したところ，外箱表示ニコチン表示量が0.6 

mg未満のたばこを使用する喫煙者は，1回の吸煙量

が平均で58.4 mLであり，それに対して外箱表示ニコ

チン表示量0.6 mg以上のたばこ喫煙者は，同値50.0 

mLとなった（34）。この研究結果は，日本人喫煙者が

HCI法に近い喫煙行動をしていると考えられた。次

に，国産たばこ売上上位10銘柄（Table 3）を使用す

る喫煙者をUltra-low（外箱表示ニコチン量0.1 mg），

Low（外箱表示ニコチン量0.1 mgより高く，0.6 mg未

満），Medium（外箱表示ニコチン量0.6 mg以上で1 

mg未満）とHigh（外箱表示ニコチン量1 mg以上）の4

群に分け，1日の総吸煙量を調査した。Ultra-low喫

煙者は22,579 mL，Lowが14,423 mL，Mediumが

11,435 mL及びHighが13,079 mLとなり，Ultra-low喫

煙者の総吸煙量が有意に高いことを確認した（34）。

以上の結果から，低タール・低ニコチンたばこ喫煙

者は，たばこ煙をより多く吸引してニコチンを体内に

取り込む代償性補償喫煙を行い，HCI法に近い喫

煙行動であったと考えられる。一方で，呼気中の一

酸化炭素量は，各群間の差は認められなかった

（34）。これは，ガス成分の曝露量は，たばこ銘柄の

外箱表示タール・ニコチン量の差との関連性は低く，

低タール・低ニコチンたばこ喫煙者も高タール・高ニ

コチンたばこ喫煙者と同等であった。 

 

4.6.2. メンソールたばこについて 

 喫煙者に魅力ある製品の開発は，企業努力にお

いては重要な要因である。しかし，ヒトの健康に影響

するのであれば，制度のもとに規制されることも必要

になってくる。たばこ製品は，たばこの吸いやすさを

向上させるために添加物が使用されている（38）。添

加物には、長期間の保存を可能にするためのグリセ

ロールやプロピレングリコールといった保湿剤、たば

こ煙の吸入を穏やかに容易にするための糖類、ココ

アやバニラなどの香料が含まれている。これまで，た

ばこの添加剤についてたばこ会社から公表さること

は無かったが，最近，日本たばこ産業のホームペー

ジには，190種類の添加物リストが掲載され，たばこ

銘柄ごとにも公表されている（39）。しかし，製品づく

りの重要なノウハウということで，0.1％未満の物質に

ついては「その他たばこ添加物」として記載されてい

る。この添加物の1つに「メンソール」がある。このた

ばこへのメンソールの添加について，米国では米国

食品医薬品局（FDA）が「たばこ製品の科学的な諮

問委員会（TPSAC）」を組織し「使用開始直後の喫煙

者，アフリカ系やスペイン系アメリカ人及び他の人種

や少数民族の間でメンソールの使用を含む公衆衛

生上の影響」に関する報告書の作成を委ねた。そし

て2011年3月23日にTPSACは「メンソールたばこの

排除はアメリカの公衆衛生に有益である」と勧告した

（40）。さらにドイツがんセンター（dkfz）は，我が国に

おいても販売されている「メンソールカプセルたばこ」

についての報告書を発表した（41）。Dkfzは過去の

研究論文を調査し，米国の12歳から25歳までの喫煙

者は，喫煙開始後，12ヶ月以内のメンソールたばこ

のシェア率が，44.6%と12ヶ月以上のシェア率31.8%

より高く，喫煙の導入に使用されることが分った。さら

に，全喫煙者のメンソールたばこのシェア率は，男性

が22.2%，女性が31.8%と女性に好まれることも分っ

てきた。また，メンソールカプセルたばこは，1．たば

こ煙の不快な影響を覆い隠し，吸煙しやすくする。

2．たばこへの依存の効果を増大させる。3．がんのリ

スクを増大させる。最終的に，Dfkfzは，たばこフィル

ターのメンソールカプセルは，有害な製品の魅力を

増大させると結論づけた（41）。我が国においても

2010年のメンソールたばこのシェア率は，21%まで上

昇しており，早急なメンソールたばこ対策が必要であ

る。 

 

E. 結論 

我が国では，2005年のFCTC批准以降，たばこ対

策が実施されている。たばこの有害性，受動喫煙に

よる健康影響に関する知識が広く普及することによ

って，たばこ会社は次々と新しいたばこ製品を販売

している。今後は，たばこ製品の調査研究を進めな

がら，化学的根拠を蓄積し，たばこ製品規制といっ

た踏み込んだたばこ対策についても検討する必要

があると考えられる。 
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Fig .   1   我が国のたばこ販売の歴史
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（プルーム；6銘柄t）

2014年年電気 式加熱たばこ
（iQOS；4銘柄）   
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M I N T 

   
www.mhlw.go.jp/topics  /

tobacco/main.html    

D E S I G N E D  
F O R  U S E  W IT H

BALANC ED  REGULAR 
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（b）紙巻たばこを除いた販売本数  

Fig. 2 たばこの課税をもとに算出した販売本数  

※国税庁の統計資料をもとに作成  
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Fig. 4　主流煙の捕集  

（a）機械喫煙装置  

捕集前のフィルター  

捕集後のフィルター  

（b）粒子成分  
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Fig. 7　国産たばこ10銘柄の各種有害化学物質の分析　  

タール ニコチン
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Ta b le   1  　主
流

流煙，
副

流流煙と環
境

たばこ煙の物理理的特性

特性 主流流煙 副流流煙 環境たばこ煙

識識別

さ

れた化学物質数
粒粒子分4 300種類以上，ガス成分は1,000
種類
幾つかの成分は，粒粒子分ガス成分の両方方
に含まれる
（例例 
シ
ア化水水素，フノール，揮発性ニ

トロソアミン類など）

燃焼温度度
最高高温
度
度 850-‐‑‑9

5

0℃ 550-‐‑‑6

5

0℃
たばこ煙の発生生温

度
度 500-‐‑‑60 0℃ 500-‐‑‑60 0℃

たばこロッドの消費率率率（

%

） 30-‐‑‑40 50-‐‑‑60

粒粒子

子
径

（

μ

m ） 発生生す
る

主流流煙粒粒 子子径

は
0

.3-‐‑‑0.4  μm 発生生後 0分以内は，発生生す副流流煙粒子子径
は，主流流煙

と
同じ。その後は，0 .2  μm

環境たばこ煙へ希釈される間に，呼出煙の粒粒
子子は
水
水と他

の
揮発性物質を失う。粒粒子子直

は，0.15-‐‑‑0.20  μmへ減少する
粒粒子らやかに気化した揮発性成分も含ん
でいる。凝固作用用，

水
水酸化
，
気化などの物理理

的なプロセスによって，主流流煙
の
粒粒子子
は
ミ
ク

ロン領領域
の
粒粒子子

直
径
に

な
る。

副流流煙粒粒子子水とニコチとアミンのよ
うな他の揮発性の粒粒子

子
を
失

う
。粒粒子子直
径
は
，

0.15-‐‑‑0.20  μmへ減少する。

粒粒子

子

濃

度

度

（個/ cm3） 109-‐‑‑10 10 〜〜1­­5  x  105

循環器への粒粒子

子
の
保

持

50-‐‑‑90%の保持は、機能的な捕獲による吸入入
と排出の時間の重量量の

損
失と「吸引された粒粒

子子か
ら
の揮発性成分の損失」によって分析さ

れる

重量量の失が分析された1 0-‐‑‑11%の低い保持
は，凝固や他の物理理現

象
などの影響であった

（雲効果，水水分
の
消失，他の揮発性物質が吸

引されたETS粒粒子子 に よ
っ
て無くなってしま

う）

pH 6.0-‐‑‑6

.

6 6.7-‐‑‑7

.

5 7.0から僅 かにアルカリ性
いくつかの調査では8.0を超えると報告

肺への煙の吸引性 主流流煙は 、p H7.0未満で吸引される
たばこ煙（副流流煙パイプたばこ主流流煙，葉
巻の主流流煙

）
の吸引は，煙のp Hが7.0より高高

くなるに従って減っていく。

環境たばこ煙の吸引は，中性付近の空気によ
る強⼒⼒⼒な

希
釈効果によって空気中の成分とほ

とんど変わらない。

ニコチン 粒粒子子 成 分

99%以上のニコチンが主流流煙粒粒子子に
在する。

副流流煙アルカリ性と燃焼コーン付近の高高濃
度度の
副
流流煙粒

粒
子子に

よ
っ
て

，
ニコチンは副流流煙

の粒粒子
子
と
ガ
ス
に分布する。

環境たばこ煙の強⼒⼒⼒な釈効果やp H7.0より
わずかにアルカリ性によって，環境たばこ煙
中の粒粒子

子
に
は

ニ
コチンがほとんど存在しな

い。
主流流煙p Hは7.0以下であり、ニコチンのよ
うなアミン類はプロトン化する。主流流煙粒子子
成分中のニコチンは、主流流煙

の
低分子子量量

の
酸

によってプロトン化されると考えられる。

これら化合物の粒粒子ガの平衡は，紙巻た
ばこ燃焼コーンに近くには得られない。

環境たばこ煙中のニコチンの95%以上は非非プ
ロトン化され，ガス成分に存在する。

たばこ煙の含有量量と巻たばこ
のデザインの関連性

主流流煙
は

以下の物理理因子子 によっ

て

制御されている 副流流煙主な要因はたばこのブレンドと重量量
であり，巻紙の特性と添加物は小小さ

い
要因に

なる。

ETSの85-‐‑‑90%は副流流煙希釈された成分と
10-‐‑‑15%が呼出煙で構成されている。

・たばこロッドと直径
・フィルターの種類と寸寸法
・フィルター付きたばこの添加物
・たばこのブレンドと重量量
・加工工さ

れ
たたばこ

・巻紙と巻紙添加物
・空気の希釈（巻紙の多孔性とフィルターの通気孔）

文文献

（

1 2）を参考に作成

副流流煙環境たばこ煙の成分数と種類は，主流流煙とぼ同じである。成分量量の違い、副流流煙量量が
多いことが確認されている。粒粒子

子
と
ガ
ス
の構成成分の分布は，特有の構成成分の特性（酸性、中

性，アルカリ性）と物理理因
子
子（蒸

気

圧など）に依存する。個々の環境たばこ煙成分の減少は，喫煙
空間の特性（酸性、中性，アルカリ性），物理理因

子
子，温
度
度，湿度

度
，換気，

（
カーペット，ホコリ，

革革製
の
家具）。
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Table 2　有害化学物質リスト

成分 IRACグループ
（14）

WHO優先化学物質
リスト（16）

FDAリスト
（15） 発がん性 呼吸器 心血管系

生殖また
は発達 依存性

アセトアルデヒド 2B ○ ○ ○ ○ ○

アセトアミド 2B ○ ○

アセトン ○ ○ ○

アクロレイン 3 ○ ○ ○ ○

アクリルアミド 2A ○ ○

アクリロニトリル 2B ○ ○ ○ ○

アフラトキシンB1 1 ○ ○

4-‐‑‑アミノビフェニル 1 ○ ○ ○

1-‐‑‑アミノナフタレン 3 ○ ○ ○

2-‐‑‑アミノナフタレン 1 ○ ○ ○

アンモニア ○ ○ ○

アナバシン ○ ○

o-‐‑‑アニシジン 2B ○ ○

ヒ素 1 ○ ○ ○ ○

A-‐‑‑α-‐‑‑C（2-‐‑‑アミノ-‐‑‑9H-‐‑‑ピロリド[2,3-‐‑‑b]インドール） 2B ○ ○

ベンゾ[a]アントラセン 2B ○ ○ ○

ベンゾ[ j ]アセアントリレン ○ ○

ベンゼン 1 ○ ○ ○ ○ ○

ベンゾ[b]フルオランテン 2B ○ ○ ○

ベンゾ[k]フルオランテン 2B ○ ○ ○

ベンゾ[b]フラン 2B ○ ○

ベンゾ[a]ピレン 1 ○ ○ ○

ベンゾ[c]フェナンスレン 2B ○ ○

ベリリウム 1 ○ ○

1,3-‐‑‑ブタジエン 1 ○ ○ ○ ○ ○

カドミウム 1 ○ ○ ○ ○ ○

コーヒー酸 2B ○ ○

一一酸
化
炭素 ○ ○ ○

カテコール 2B ○ ○ ○

塩素化ダイオキシン／フラン 2B ○ ○ ○

クロム 3 ○ ○ ○ ○

クリセン 2B ○ ○ ○

コバルト 2B ○ ○ ○

クマリン 3 ○ 食品では，禁止

クレゾール（o-‐‑‑,  m-‐‑‑及びp-‐‑‑クレゾール） ○ ○ ○ ○

クロトンアルデヒド 3 ○ ○ ○

シクロペンタ[c,d]ピレン 2A ○ ○

ジベンゾ[a,h]アントラセン 2A ○ ○

ジベンゾ[a,e]ピレン 3 ○ ○

ジベンゾ[a,h]ピレン 2B ○ ○

ジベンゾ[a,i]ピレン 2B ○ ○

ジベンゾ[a,l]ピレン 2A ○ ○

2,6-‐‑‑ジメチルアニリン 2B ○ ○

カルバミン酸エチル（ウレタン） 2A ○ ○ ○

エチルベンゼン 2B ○ ○

酸化エチレン 1 ○ ○ ○ ○

ホルムアルデヒド 1 ○ ○ ○ ○

フラン 2B ○ ○

Glu-‐‑‑P-‐‑‑1（2-‐‑‑アミノ-‐‑‑6-‐‑‑メチルピロリド[1,2-‐‑‑a:3',2'-‐‑‑d]イミダゾール） 2B ○ ○

Glu-‐‑‑P-‐‑‑2（2-‐‑‑アミノジピロリド[1,2-‐‑‑a:3',2'-‐‑‑d]イミダゾール） 2B ○ ○

ヒドラジン 2B ○ ○ ○

シアン化水水素 ○ ○ ○

インデノ[1,2,3-‐‑‑cd]ピレン 2B ○ ○

IQ（2-‐‑‑アミノ-‐‑‑3-‐‑‑メチルイミダゾール[4,5-‐‑‑f]キノリン） 2A ○ ○

イソプレン 2B ○ ○ ○

鉛 3 ○ ○ ○ ○ ○

MeA-‐‑‑α-‐‑‑C（2-‐‑‑アミノ-‐‑‑3-‐‑‑メチル-‐‑‑9H-‐‑‑ピロリド[2,3-‐‑‑b]インドール） 2B ○ ○

水水銀 3 ○ ○ ○ ○

メチルエチルケトン ○ ○

5-‐‑‑メチルクリセン 2B ○ ○

4-‐‑‑(メチルニトロソアミノ)-‐‑‑1-‐‑‑(3-‐‑‑ピリジル)-‐‑‑1-‐‑‑ブタノン（NNK） 1 ○ ○ ○

ナフタレン 2B ○ ○ ○

ニッケル 2B ○ ○ ○

ニコチン ○ ○ ○ ○

ニトロベンゼン 2B ○ ○ ○ ○

ニトロメタン 2B ○ ○

2-‐‑‑ニトロプロパン 2B ○ ○

N-‐‑‑ニトロソジエタノールアミン（NDELA） 2B ○ ○

N-‐‑‑ニトロソジエチルアミン 2A ○ ○

N-‐‑‑ニトロソジメチルアミン（NDMA） 2A ○ ○

N-‐‑‑ニトロソメチルエチルアミン 2B ○ ○

N-‐‑‑ニトロソモルフォリン（NMOR） 2B ○ ○

N-‐‑‑ニトロソノルニコチン（NNN） 1 ○ ○ ○

N-‐‑‑ニトロソピペリジン（NPIP） 2B ○ ○

N-‐‑‑ニトロソピロリジン（NPYR） 2B ○ ○

N-‐‑‑ニトロソサルコシン（NSAR） 2B ○ ○

ノルニコチン ○ ○

フェノール 3 ○ ○ ○ ○

PhIP（2-‐‑‑アミノ-‐‑‑1-‐‑‑メチル-‐‑‑6-‐‑‑フェニルイミダゾ[4,5-‐‑‑b]ピリジン） 2B ○ ○

ポロニウム210 1 ○ ○

プロピオンアルデヒド ○ ○ ○ ○

酸化プロピレン 2B ○ ○

キノリン ○ ○ ○

セレニウム 3 ○ ○

スチレン 2B ○ ○

o-‐‑‑トルイジン 1 ○ ○

トルエン 3 ○ ○ ○ ○

Trp-‐‑‑P-‐‑‑1（3-‐‑‑アミノ-‐‑‑1,4-‐‑‑ジメチル-‐‑‑5H-‐‑‑ピロリド[4,3-‐‑‑b]インドール） 2B ○ ○

Trp-‐‑‑P-‐‑‑2（1-‐‑‑メチル-‐‑‑3-‐‑‑アミノ-‐‑‑5H-‐‑‑ピロリド[4,3-‐‑‑b]インドール） 2B ○ ○

ウラン235 1 ○ ○ ○

ウラン238 1 ○ ○ ○

酢酸ビニル 2B ○ ○ ○

塩化ビニル 1 ○ ○

3-‐‑‑アミノビフェニル ○

ブチルアルデヒド ○

ヒドロキノン 3 ○

一一酸
化
窒素 ○

N-‐‑‑ニトロソアナバシン 3 ○

N-‐‑‑ニトロソアナタビン(NAT) 3 ○

窒素酸化物(NOx) ○

ピリジン 3 ○

レゾルシノール 3 ○
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Ta b le   3   機
械
喫煙法

I SO法 HCI 法

公定法
ISO  3308;  Routine

analytical  cigarette  smoking  machine̶̶
definitions  and  standard  conditions（17）

Official  Method  T-‐‑‑11 5,   D etermination  of
"Tar",  N

i
co tine  an d  Ca

r
bo n  Monoxide  in

Mainstream  Tobacco  Smoke（20）

特徴 たばこ外箱表示示に

使

用用 ヒトの吸煙⾏⾏⾏動

吸煙量量 35  m

L

55  m

L

吸煙時間 2秒 2秒

吸煙間隔 60秒 30秒

通気孔の閉鎖 0% 100%

 

 

 

Table 4 2006年の国産たばこ売上上位10銘柄

タール ニコチン

a ピアニッシモ  ワ

ン

1 0.1

b マイルドセブン  ワ
ン

1 0.1

c マイルドセブン  エ

ク

ストラライト 3 0.3

d キャスター  マ
イ
ルド 5 0.4

e マイルドセブン  ス
ー
パーライト 6 0.5

f キャビン  マ

イ

ルド 8 0.6

g マイルドセブン  ラ
イ
ト 8 0.7

h マイルドセブン  オ

リ

ジナル 10 0.8

i ホープ 14 1.1

j セブンスター 14 1.2

※2013年年2月月よ
り
「マイルドセブン」は，「メビウス」へ商品名変更更

※2012年年よ

り

「ピアニッシモ  ワン
」

は，「ピアニッシモ  アリア

メ

ンソール」へ商品名変更更
※2015年年よ

り

「キャスター  マイ
ル
ド」は，「ウィンストン・X S・キャスター・5」へ商品名変更更

※2015年年よ
り

「キャビン  マイ
ル
ド」は，「ウィンストン・キャビン・8 ・ボックス」へ商品名変更更

（社団法人人日
日

本
た

ば
こ協会ホームページ「紙巻たばこ統計データ」より引用用）

Ultra-‐‑‑low

Low

Medium

High

たばこ外箱表⽰示量m g ）
たばこの区分
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厚生労働科学研究費補助金 

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

分担研究報告書 
 

屋内全面禁煙法による経済影響に関する研究 
 

研究分担者 姜 英 産業医科大学 産業生態科学研究所 助教 

 

研究要旨： 

2014年時点で、飲食店等のサービス産業を含め、49 ヵ国が屋内を全面禁煙とする法律を施行している。

その施行が遅れている国では、レストラン、バーなどのサービス産業にマイナスの経済影響が発生する、と

いう懸念が阻害要因となっていることが多い。 

2009年の IARCがん予防ハンドブック第 13巻「屋内施設の全面禁煙化の評価」は 86論文のシステムレ

ビューを行い、“レストラン、バーを法律で全面禁煙にしても減収なし”と結論した。本稿では、2009年以後に

報告された屋内の禁煙化と経済影響に関する論文を追加して再評価を行った。経済指標（営業収入・課税

額、雇用者数、店舗数）についてサービス業全般（レストラン、バーなどを含む）、レストラン、バー・居酒屋、

宿泊業などの業種別に検討した結果、全面禁煙化によるマイナスの経済影響は認められなかった。 

神奈川県と周辺 5県の飲食店業の個人事業税対象所得金額を用いて、2010年に施行された「神奈川県

公共的施設における受動喫煙防止条例（神奈川県条例）」による経済影響を評価したところ、2008年 9月の

リーマンショックの影響が 2011年まで続いたことが分かった。全国的な経済不況を考慮して分析した結果、

神奈川県条例のマイナスの経済影響が認められなかった。 

 

Ａ．研究目的 

 飲食店等のサービス産業を利用する者だけでなく、

そこを職場として働いている労働者も受動喫煙から保

護するためには、屋内を全面禁煙とする法律が効果

的な対策である。「たばこの規制に関する世界保健機

関枠組条約」のモニタリングによれば、2014 年までに

49 ヵ国でレストラン、バー等のサービス産業を含む全

面禁煙とする法律がされている。その一方でわが国の

ように飲食店等のサービス産業の禁煙化が遅れてい

る国もある。その理由の一つは、「屋内を禁煙とする条

例を施行するとレストラン、バーなどのサービス産業に

はマイナスの経済影響を受ける」という懸念である。 

 本研究の目的は、国内外における屋内全面禁煙法

による経済影響に関する論文の包括的レビューを行

い、禁煙化による経済影響の評価である。また、神奈

川県及び周辺 5 県の飲食店業の個人事業税対象所

得金額を用いて、神奈川県条例に伴う経済影響の評

価を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

１．屋内全面禁煙法による経済影響の包括的レビュ

ー 

 国外の研究について、2009年の IARCがん予防ハ

ンドブック第 13 巻「屋内施設の全面禁煙化の評価」1

の系統的レビューの対象となった論文に 2014 年の

Cornelsenら 2によるメタアナリシスの論文を追加し、業

種別と評価指標別の結果をまとめた。 

屋内全面禁煙法による経済影響を評価する指標と

して、①営業収入と課税対象収入、②雇用者数、雇

用者への賃金、③店舗数についてサービス業全般

（レストラン、バーなどを含む）、レストラン、バー・居酒

屋、宿泊業とその他の業種別について検討した。 

国内で屋内全面禁煙化による経済影響に関する

研究は2つしか報告されていない。この2つの研究に

ついて紹介した。 

 

２．神奈川県条例に伴う経済影響の評価に関する研

究 
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 神奈川県と周辺 5県（埼玉県、千葉県、茨城県、群

馬県、山梨県）の 2008年度～2013年度の飲食店業

の個人事業税課税対象所得金額を用いて、2010 年

に施行された神奈川県条例とサービス産業の経済影

響を評価した。 

 

Ｃ．研究結果 

１．屋内全面禁煙法による経済影響の包括的レビュ

ー 

 国外の研究では、屋内全面禁煙法によりサービス

業全般、レストラン、宿泊業では増収になった研究が

あった。バー・居酒屋に関しては、増収と減収の両方

の結論がみられたが、有意な減収に繋がった論文は

みられなかった。娯楽業については減収になった、と

いう報告があった。雇用情報の分析では、レストラン、

バー・居酒屋において経済的な悪影響はみられず、

サービス業全般と宿泊業については良い効果がみら

れた報告があった。店舗数については、サービス業

全般およびレストランにおいて経済的な悪影響はな

かった。 

 国内では、2009年から 2010年まで都市部を除く愛

知県全域で行われた業種別飲食店の聞き取り調査

において、自主的に全面禁煙とした店舗の来客数と

営業収入は 95%の店舗で変化がなく、来客数と営業

収入が増えた店舗が 1.5％、減った店舗が 3.9％であ

り、禁煙化による営業収入のマイナス影響は少なか

ったことが示された 3。 

日本全国で営業されている単一ブランドのチェー

ンレストランの 5年間（2007年から 2011年まで）の全

席禁煙化（喫煙専用室あり）、あるいは、分煙化（喫

煙区域と禁煙区域の壁とドアによる隔離）による営業

収入の変化について検討した 4。受動喫煙対策を強

化していない店舗の営業収入が変化しなかったのに

対して、全席禁煙化を実施した店舗の営業収入が有

意に 4％増加したが、分煙化した店舗の営業収入の

増加は有意ではなかった。 

 

２．神奈川県条例に伴う経済影響の評価に関する研

究 

 2008 年のリーマンショックの影響で各県の個人事

業税課税対象所得金額が減少し、各県における飲

食店の数も年々減少していることが分かった（図 1-2）。

また都会ほど飲食店数が多いことも分かった。 

2007 年の課税対象所得合計金額を基準として各

年度の課税対象所得合計金額の相対変化率が図 3

で示されている。同様にリーマンショックの影響がみ

られ、2010 年前後の 2009 年と 2011 年を比較し、群

馬県以外の県は減少していることが分かった。 

神奈川県は周辺 5県の平均より 2010年の課税対

象所得金額は一時的に下がったが、2011 年の相対

変化率と 2009 年の相対変化率の差は、神奈川県

-13.1%、周辺 5 県の平均-12.0%で、有意な差はみら

れなかった（P=0.44）（図 4）。 

 

Ｄ．考察  

１．屋内全面禁煙法による経済影響の包括的レビュ

ー 

ドイツの屋内全面禁煙法制化後、バーの売上が有

意に 4.6%減少したと報告したが、ドイツで実施された

条例は完全禁煙ではなく喫煙室の設置が許可され

ていた 5。また、Cornelsen と Normandは 2012年の研

究で、1996 年から 2009 年までのデータを用いて、

2004 年に施行されたアイルランドの屋内全面禁煙法

によりバーの売上が 4.6%有意に減少したことを示し

た 6。しかし、2014 年の研究ではアイルランドで 2008

年に発生した経済危機の影響を考慮して 1996 年か

ら2007年までのデータを用いて再評価したところ、屋

内全面禁煙法によるマイナスの経済影響はみられな

かった 7。 

オーストラリアのビクトリア州にある電子式ゲームセ

ンターの営業収入は、屋内全面禁煙法の前後で

14％の減収となったが、その原因は、同法の直後に

施行された「問題のある電子式ゲームの使用を規制

する措置」と関連することが指摘されていた 8。 

 

２．神奈川県条例に伴う経済影響の評価に関する研

究 

 本研究は飲食店業の個人事業税課税対象所得金

額を用いて評価したため、大規模店舗（多くが法人

事業）と赤字であった店舗（課税対象外）が含まれて



 
 

 82 

おらず、飲食店等のサービス産業全体の評価として

不十分ではあったが、2008 年のリーマンショックによ

る不況の影響が 2010 年の神奈川条例後にも影響を

与えていたことが明らかであった。 

 

Ｅ．結論 

屋内全面禁煙法による経済影響の評価について、

諸外国では多くの研究が報告されている。サービス

業全般、レストラン、バー・居酒屋、宿泊業について、

屋内全面禁煙法によるマイナスの経済影響（収入、

売上高、雇用者数、店舗数など）は認められなかっ

た。 

日本には屋内を全面禁煙とする法律・条例が施行

されていないため、国内の研究は少なく、経済影響

を評価するためのエビデンスは不十分である。今後、

自主的に屋内を全面禁煙化したサービス産業の営

業収入の分析、および、2008 年 9 月以後のリーマン

ショックによる経済不況を考慮した研究が必要であ

る。 

本研究では、2010年の神奈川条例による影響と

2008年以降の経済不況の影響を検討するために、

神奈川県と周辺 5県の飲食店業の個人事業税課税

対象所得金額を分析した。いずれの県においても飲

食店業の個人事業の課税金額は 2011年まで減少し

ており、経済不況の影響が認められたが、神奈川県

条例が施行される前の 2009年と直後の 2011年の変

化について、神奈川県と周辺 5県との間に有意な差

は見られなかったことから。神奈川県条例によるマイ

ナスの経済影響はなかったと考えられた。 
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